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序章 課題と方法

(1) 人間発達における自立と共生との関係

(2) 自立と共生における学校と地域

(3) 学校の官僚制化と地域からの学校の分離

(4) 基本的な人権としての学習論と民主主義形

成のための公教育の原理

鹿児島大学教育学部教育実践センター研究紀要

第17巻（2007年11月）掲載

第１章 自立とコミュニティ

－マッキバー、テンニース、マルクスか

ら学ぶ－

(1) マッキーバーのコミュニティ論とパーソナ

リティーの発達

(2) テンニースのゲマインシャフトとゲゼル

シャフトからみる人々の結合論

(3) マルクスの資本主義に先行する諸形態から

みる共同体論（鹿児島大学教育学部研究紀要

59巻教育科学編（2008年３月）掲載）

第２章 競争による孤立化と共生による連帯

(1) デュルケムの社会的分業によるアノミー的

現象論と市民的連帯の道徳教育論

１ 共同的人格からの機械的連帯と

分業の発展による機能的連帯としての復

原的制裁の役割

２ 愛他主義こそ人間社会の本質

３ 分業の社会的病理

４ 社会病理と自殺問題

(2) 孤独な群衆－リースマンより－

(3) 現代日本の孤立化現象と社会病理

－現代日本の自殺急増問題を中心として－

第３章 分業の発展による官僚制と参画民主主義

(1) 現代社会と官僚制

１ 現代的視点からの資本主義発展と官僚制

の分析

２ 官僚制の発展によるエリート退廃

－Ｇ．Ｗ．ミルズのパワーエリート論の

退廃論の検討をとおして－

３ 官僚制の逆機能

－マートンの理論の検討－

４ 日本の官僚制問題の特徴

(2) 資本主義の発展と官僚制

－ウェーバーの官僚制論の検討から－

１ ウェーバーの官僚制論の特徴

２ 官僚制的装置の永続的性格

３ 指導人物と官僚制

(3) 学校教育の官僚制と新しいコミュニティ形

成

１ 教育行政の特殊性と官僚制

２ 学校経営と官僚制

３ 児童生徒への教育活動と官僚制

４ 校区コミュニティと学校の官僚制克服

第四章 資本主義と道徳教育の課題－稲盛和夫の

人間観から－

(1) 市場経済の道徳問題と稲盛和夫の利他精神

(2) 稲盛和夫人間発達観－こころを磨く－

(3) 21世紀の社会的正義

(4) 稲盛経営哲学とモラル問題
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第２章 競争による孤立化と共生による

連帯

(1) デュルケムの社会的分業によるアノミー的

現象論と市民的連帯の道徳教育論

１ 共同的人格からの機械的連帯と

分業の発展による機能的連帯としての復原

的制裁の役割

デュルケムは、分業の正常形態と異常形態につ

いて分析し、異常形態である社会の無政府的状況

としてのアノミー現象の社会的病理現象を明らか

にした。分業の発達した現代社会の自殺問題を、

アノミー的現象のなかで整理したのである。

ここでは、分業の発達における異常形態として

の社会的孤立の問題をデュルケムの社会学的な分

業論、自殺論、道徳教育論などから、資本主義的

分業の発展による競争による孤立化と共生による

連帯の問題として考える。

共通の信念と共通の感情からなる集合的意識、

共同の意識の社会的連帯を社会学的に分析してい

くことは、デュルケムの大きな研究の課題であっ

た。かれは、刑罰などの社会的抑制的効果をもつ

機械的連帯から分業の発展による社会の特定利害

当事者の関係としての復原的制裁の機能的連帯へ

の移行を分析した。復原的制裁は、利害当事者の

合意関係だけではなく、共同意識として社会的に

強制する力を結びつけるのである。デュルケム

は、この問題について次のようにのべる。

「復原的制裁をもった諸準則は、共同意識には

縁が遠いから、これらの準則が決定する諸関係

は、すべての人に無差別に及ぶような関係ではな

い。すなわち、これらの関係は、個人と社会との

あいだで直接的に設定されるのではなく、社会の

限られた特定の利害当事者たちどうしのあいだで

とり結ばれた関係に、直接に設定される。しか

し、他面からすれば、そこでも社会が欠落してい

るわけではないから、そのばあいでも、社会は多

かれ少なかれそれに直接のかかわりをもち、それ

からの衝撃をうけるに違いない。そこで、そうし

た衝撃を社会が感じる鋭敏さに応じて、社会は、

これを代表することをまかせられた特殊な機関を

媒介にして、ときには遠く、ときには近くから、

ときには強く、ときには弱く、干渉する。だか

ら、これらの関係は、抑止法が規制する諸関係と

はまったく異なったものである。というのは、後

者の諸関係は、個別意識を集合意識に、すなわち

個人を社会に直接かつ無媒介的に結びつける」。
(1)

復原的制裁の関係は、個人と社会の関係ではな

く、個々の利害関係である。復原的社会的制裁

は、当事者同士の利害を調整して社会的秩序を維

持する機能である。つまり、個人の利害を抑制す

るための個人と社会の集合意識を結びつける関係

である。この社会の秩序関係を形成していく集合

意識は、特殊な調整のための社会的機関を媒介と

して、個々に社会秩序のために干渉するのであ

る。

個別的な個人の利害意識が、調整的な社会的機

関を媒介として、集合意識に転換していくとして

いる。ここでは、特殊な調整機関が社会的に機能

していくことを前提にしている。デュルケムの復

原的制裁が機能していくには、社会的機関の強制

力が必要である。法的秩序と強制力をもった国家

行政の力が必要である。個々の利害関係者は、

個々の自発的な意識による調整的な機関による合

意を得ることになる。このことは、エゴイズムの

発展によって一層に困難になっていく。分業の発

展は、専門性をつくりだしていくことと同時に、

個人的欲望の肥大化とエゴイズムの増幅を促進さ

せる。

この状況は、強力な法的な調整機関と当事者間

だけではなく、第３者による調整的機能をもった

社会的正義の機関が必要である。社会的慣行や法

令遵守は、個々の利害関係のみでは成立しない。

それは、分業の発展による利己主義意識の肥大化

によってである。

分業の発展による個人の自由は、個々の欲望拡

大による利己主義を肥大化していく。それは、競

争による資本主義的市場経済の必然性である。こ

こには、社会的な調整の強制手段や社会的な独自

の意識形成が求められる。それは、社会的慣行や

法令遵守の社会的意識の醸成である。そして、そ

れを遵守するには、強力な社会的機関による社会

的制裁によって可能になっていくのである。

個々の当事者間の意識のみでは、復原的制裁は

機能しない。当事者間の契約によって、詐欺に
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あってだまされたということや、社会的慣行や法

令に反することでも、社会的調整機関や制裁機関

から摘発されなければ、自己欲望による社会的退

廃意識が醸成されいく。異常な分業発展の状況

は、社会的調整機関や社会的制裁機関から、巧み

に自己欲望を実現していく。まさに、利己主義的

人間を増幅していく。

個々の専門性を重視した分業社会は、社会的慣

行や法令を遵守のための強力な社会的制裁機関が

秩序維持のためには必要である。それがないとこ

ろでは、自己欲望の拡大による利己主義が支配

し、社会的な権力機構も退廃していく。分業の発

展によって、官僚化が進むなかで、一部の退廃集

団が社会的に大きな影響をもっていくのもこのた

めである。

その利己主義は、社会的正義の社会的機関も麻

痺させていく。分業社会に基づく、個々の機能的

な専門性は、自己欲望のための社会的支配関係に

転嫁いく側面があることを見落としてはならな

い。専門的な自治的機関が社会的な退廃の現象を

起こすのも社会的制裁機関の機能の重要性を意味

している。

個々の専門性に委ねて、お互いに干渉をきらう

分業社会の発展は、その専門性の社会的な評価の

機能のないなかで、無政府と退廃状況で、個々の

調整的機能としての管理機関の存在があるにすぎ

なくなる。社会的分業が、社会から独自性をもっ

たり、隔離されたなかでは、自己の役割について

の特別な社会的倫理性が求められていく。

社会的倫理のない分業化された専門集団は、退

廃化を生みだしやすくなる。分業化された社会の

なかでは、個々が独立していて、個人化された小

さなひとつのお城をつくりだしやすくなる。仕事

の業務が分業化されたなかで歯車としてまわって

いれば、だれもが干渉しない状況が生まれる。社

会モラルに反する社会的制裁は、分業化された専

門集団での社会から隔離しがちな分野について

は、特別の意味をもっていくのである。

研究の細分化、分業化による専門の進んで大学

における「大学自治」や機密の必要な防衛省など

の「官僚機構」は、特別なる社会的倫理に対する

社会的監視が必要である。違反したときの厳しい

社会的制裁が求められる分野である。分業された

知的エルート集団は、民主主義を破壊していく先

鋭的な集団に転嫁していく可能性をもっている。

現代の民主主義の破壊における巨大化した官僚集

団や大衆化した大学などの専門機関の特殊な位置

があるのである。

個々の利害関係は、社会的な共有意識や共同意

識にほど遠くにある。個人の利害の関係は、調整

作用のなかで社会的秩序を維持していく復原的な

連帯意識になる。それは、共同所有に基づく共同

人格からくる共同意識ではないのである。分業の

発展による個々の利害の権利関係は、本質的な人

間愛によって復原的な調整機能をもっていくと

デュルケムは考える。社会的正義は、人間的愛に

よって成り立っていくとするのである。

「現実に、人間が権利を互いに認めあい保障し

あうためには、第１に彼らが愛しあうことが必要

であり、なんらかの理由で、彼らがたがいにたい

して、彼らがその部分を構成する同一社会にたい

して、結ばれなければならない。正義は愛にみち

ている」。
(2)

正義は愛にみちているということである。その

反対に、利己主義的な人間像で、他人に対する思

いやりや愛他主義のないところではどうなるの

か。デュルケムは、人間の社会が形成していると

ころでは、利害関係の調整が可能であるとする。

つまり、利己主義による欲望の拡大も愛他主義に

よって、是正されていくという見方をもっている

のである。愛他主義による利己主義的欲望の拡大

を抑止することは否定しない。

しかし、重要なことは、愛他主義が人間のもっ

ている本質ということで、どの場面においても、

どの人間関係においても、その論理が通用するの

かというと、大きな疑問のあるところである。立

身出世至上主義や弱肉強食の競争主義がはびこ

り、現実に競争の結果として大きな格差社会がう

めれているところでは、一層に利己主義的志向が

生活防衛のなかに組み入れられていく。

また、戦争と平和という歴史のどの時代にも人

類に突きつけられた民族間の紛争、宗教の対立、

支配圏の拡大、帝国主義と植民地ということで、

人類は絶え間ない紛争を経験してきた。愛他主義
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という命題は、人類的理想として紛争や利己主義

的欲望の問題にとって、抑止的役割を果たしてい

くことはいうまでもないことである。その愛他主

義が、あらゆる社会的生活の局面において、問題

の解決の表面にあらわれてくるのかということで

ある。

デュルケムは、人間のあらゆる種類の連帯に必

然的に付随することとして、共同生活を営むとこ

ろでは、お互いに認めあい、愛しあう社会的な結

びつきがあるとする。家族法・契約法・商法・訴

訟法・行政法・憲法は、物権的諸関係とは別に、

積極的な社会的協力が求められる。本質的に分業

から生ずる協同関係をあらわしていると彼は考え

る。協同関係をあらわしていることと、個々が共

同生活を営むところで、その意識をもって主体的

に連帯意識をもって対応していくこととは別であ

る。

社会的秩序のための強制力として、それらの法

が機能していることは真理であるが、法の制裁が

機能していない局面においては、利己主義的欲望

が拡大していくのである。それは、共同生活の営

むところで、連帯意識が形成されるのではなく、

共同生活の秩序を維持するために社会的強制手段

として、法が機能しているのである。その法を守

るための個々の意識の形成であり、決して、主体

的な個々の連帯意識の形成ではない。

共同の仕事が同質的な単純分業社会で、強い機

械的連帯の発達社会では、個人的人格が集合的人

格に吸収されていく。個人は社会の思うままであ

るとデュルケムは考える。分割された仕事が異質

である複合的な分業が生み出す連帯は、これと全

く別で、諸個人は互いに異なることを前提にし

て、各人が、一個の人格をもって、固有の活動領

域をもっていると彼はみるのである。

分業は、協同関係によって社会的機能が果たす

のである。分業によっての協同的な関係による集

合意識の形成は、個人意識の一部分を蔽わぬまま

に残して、個人の自由な活動に多くの余地を残し

ていると。また、個人は、分業が進めば進むほ

ど、社会的機能を意識するためには、社会的依存

の意識を強くもつとデュルケムは次のようにのべ

る。

「集合意識が規制しえない専門諸機能がそこに

確立されるためには、集合意識は個人意識の一部

分を蔽わぬままに残しておかねばならない。ま

た、この開放部分が広ければ広いほど、この連帯

から由来する凝集力は強い。じじつ、一方では、

個人は、その労働が分割されればされるほど、

いっそう密接に社会に依存し、他方、各人の活動

が専門化されるほど、いっそう個人的となる。も

ちろん、この活動は、どれほど局限されようと、

けっして完全に独創的ではない。われわれは、自

分の専門的な仕事を遂行するさいにさいしても、

その属してあらゆる団体に共通な慣習や慣行に順

応しているからである。だが、このばあいでも、

われわれの受ける束縛は、全社会がわれわれにの

しかかってくるときよりも軽いし、われわれのイ

ニシアティヴの自由な活動のためにはるかに多く

の余地をのこしている」。
(3)

ここでは全体の個性が部分の個性と同時に高ま

り、社会はその各要素のひとつひとつが固有の動

きをもつようになる。そして、同時に全体とし

て、ますます活動的になることをデュルケムは考

える。彼は、部分の個性と全体の個性の同時的な

高まりを強調するのであり、全体と部分が有機的

につながりながら専門化するというのである。

つまり、個人における人格の自由な展開は、専

門的な異質の労働分割によって促進されていくす

る。専門的な労働分割は、個人的になるが、その

ことが社会に依存するとしている。専門化は、個

人が社会依存になるとする。社会的機能として、

専門化は、その歯車として依存的関係をもってい

く。社会的に結びついていかねば、個々の仕事が

社会的な意味をもちえなくなるのはいうまでもな

い。

その分業した個々の仕事を結ぶつけていく専門

的労働が、流通分野や営業分野をつくる。流通や

営業は、商品の販売というだけではなく、社会的

に専門的な労働分割を結びつける機能を果たす。

また、職場内の分業の発展は、作業内管理部門の

労働として、分割した労働を結びつける役割とし

ての意味をもっていく。

専門的労働の分割は、孤立化と無政府性という

論理の筋道ではなく、媒介していく労働によっ
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て、社会的連帯へと展開していくのである。専門

化された労働の論理のみでは、社会的依存の関係

をもちえないのである。

デュルケムは、分業の進展によって、個々人が

自由になっていくと考えるが、それぞれが属して

いる労働集団の共通の慣習や慣行に順応している

ことによって、社会的連帯に通じていくとする。

それぞれの労働集団の共通の慣習や慣行は、その

職業に対する倫理や社会的機能が前提にされてい

るのである。それぞれの職業的集団の倫理や社会

的機能がないなかでは、社会的連帯に結びついて

いかないのである。

分業の進展によって、個人が集団から解き放さ

れていくが、職業的な倫理や社会的機能は無政府

性に対する社会的連帯にとって、重要性をもつの

である。個人化は、個人的所有の確立によって、

人格も個人化されていくのである。

分業によって、個人が集団から解き放されて、

個人的人格が確立され、個人的な所有も生まれて

いくのである。集団的人格の存在は、所有権も集

団的である。デュルケムは、この問題について、

次のようにのべる。

「集合的人格しか存在しえないところでは、所

有権そのものもまた集合的であるほかない。所有

権が私的なものとなるのは、個人が集団から解き

放たれて、たんに有機体としてそうであるばかり

ではなく、社会生活の構成要因として、それ自身

が一個の人格的存在、独自の存在になるときにお

いてのみ可能である」。
(4)

個人所有は、個人的人格の確立になり、社会の

構成要因として人格が独自にふるまっていく。し

かし、個人的人格の形成には、２つの側面がある

ことを見落としてはならない。社会的構成要因と

して、個々が自覚するためには、社会的連帯意識

が不可欠である。そのためには、職業的倫理や社

会的役割の意識をもっていなければならない。分

業の発達した社会は、個人的人格が確立していく

が、社会的連帯の個々の目的をもった意識的連帯

の形成が求められているのである。

ところで、機械連帯が最高度の強さにあるの

は、分業が発達していない共同意識の強い社会で

あり、絶対な指導権力が有する社会であると、

デュルケムは次のように説明する。

「指導権力がこれほど大きな権威をもつのは、

よくいわれるように、その社会がとくに精力な指

導力を必要とするからではない。それは、こうし

た権威がことごとく共同意識より発するからで

あって、その力が大きいのも、共同意識それ自体

がきわめて発達しているからである」。
(5)

指導権力が大きな社会的権威をもつのは、社会

が必要とするからではなく、共同意識が存在する

社会的基盤によってであるとデュルケムはみる。

高度に発達した資本主義社会では、私的な所有が

社会を支配するほど強大になっていく。独占的資

本の出現として、資本の寡占化が問題になり、社

会的にも独占禁止法が問題になっていくのであ

る。そこでは、指導権力と社会的権威が、個人的

に集中していく。共同所有と共同的人格の存在が

指導権力の大きな社会的権威をもつとは限らな

い。指導権力の強大化を分業の発達していない共

同意識の発達した社会にデュルケムは求めている

が、指導権力の権威の強大化は、分業の発達した

高度な資本主義の発達した社会にもあるのであ

る。私的な独占として、存在していくのである。

共同意識の社会的基盤は、分業の発達と共同所

有の強弱にあり、共同意識の発達は、共同と私的

な関係の所有の諸形態にも大きく依存していくの

であるが、私的な所有と分業社会の発達した社会

においても、高度な社会的組織として、集合的な

意識の協働化が生まれているのである。この集合

的な意識の協働化は、現実の社会的矛盾を克服し

ようとする個々の目的意識な作用によって遂行さ

れるのであり、前提として、暗黙のうちに共同意

識をもっているのと異なる。

ところで、血縁的関係は、もっとも深い共同意

識をもち、共同の連帯が強くあるとデュルケムは

みる。氏族の共同体は、居住の共同よりも強いと

する。

「居住の共同ということから生ずる連帯は、血

縁から生ずる連帯ほど深い根を人間の心におろす

ようなことはない。また、この連帯のもつ抵抗力

もずっと弱い。人がある氏族に生まれたばあいに

は、いってみればその親を変えることができない

のと同じように、その氏族をかえることができな
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い。人が町や州を変えようとするときには、これ

と同じ理由はたたない。もちろん地理的配置は、

一般に人口の道徳的配置とだいたい一致する」。
(6)

それぞれの地域では特殊な習俗や慣習をもち、

それぞれ固有な生活をもち、このことが、個々人

によそ者を排斥しようとする誘因力を発揮すると

デュルケムは地理的な共同意識による保守性と排

他性を指摘する。しかし、これらの居住地域が血

縁と結ぶことによって、強く働き、その変革の困

難性が大きいとのべる。氏族的な地域共同体は、

共同意識が地域的に堅くあり、保守性と排他主義

を強くもっているとするのである。

２ 愛他主義こそ人間社会の本質

デュルケムは、利己主義こそ人間性の出発点で

あり、愛他主義は、利己主義から生まれという見

方は誤りであるとする。また、人類の歴史からみ

れば愛他主義は、浅いという見方は、ダーウィン

ニズムの生存競争と自然淘汰というドグマからで

あるとする。

この見方は、人類の歴史を満たしきれない飢え

と渇きだけを唯一の情熱にしてきたとする。そし

て、原始の人類の過去を暗く描くことをする。

デュルケムは、人間の社会は、本質的に愛他主義

をもっているとする。ダーウィンニズムの見方は

真っ向から反論する。人間社会の形成は、本質的

に愛他主義であり、人類の形成は、愛他主義の形

成であると次のようにのべる。

「これらの仮説は、道徳生活の本質的要素を抽

象してしまっている。社会がその成員たちに課し

て、生存のための闘争や自然淘汰というむきだし

の活動をやわらげ、中和する、あの調整力という

ものを考慮にいれない。ところが、社会が存在す

るところでは、どこにでも愛他主義がある。そこ

には連帯があるからである。だから、愛他主義は

人類のそもそもの発端からある」。
(7)

デュルケムの人間観の本質に、生存競争をみる

のではなく、愛他主義をみるのである。この見方

は、人間の社会に本質的に連帯を求めるからであ

る。

「未開人のばあい、現代人自身のうちでこそ劣

勢なこの愛他主義の部分が、存在全体のうちでも

相当に大きな領分を示すということである。とい

うのは、未開人ではこの全存在の領域が現代人よ

りも狭く、精神生活の高級な領域が未発達だから

である。だからこそ、愛他主義の部分は相対的に

みて重要なのであるし、したがって、意志をその

支配下におく度合いも強い。……逆に、文明人で

は、利己主義は高級な諸表象のまっただなかまで

入りこんでいる。各人は、すべてみずから意見を

もち、みずからの信念、みずから固有の願望をも

ち、それに執着する。利己主義は愛他主義と混在

するまでになる。その理由は、われわれの個人的

性格や精神的性向に密着した、それから離れるこ

とをいさぎよしとしない、そういう仕方で各自が

愛他的であるとするようになるからである」。
(8)

未開人の場合の方が、現代人よりも愛他主義の

部分の領域が強いというのがデュルケムの見方で

ある。現代人は、個人主義の発達によって、みず

からの意見や固有の願望をもっての利己主義は、

愛他主義と混在するようになる。

それは、意識全体が拡大されなかでの混在であ

り、利己主義から愛他主義が生まれたものではな

いとする。分業、専門の発展によって、個人主義

が発展し、そこから愛他主義が生まれたものでは

ないとデュルケムは強調するのである。つまり、

太古の人間の形成から愛他主義を求めるのであ

る。愛他主義こそ、人間の本質であり、社会的連

帯の根源であると考えるのである。

個人的な利害から社会的連帯の形成として、契

約的連帯の存在をデュルケムは指摘する。この契

約関係は、当事者のまったく自由な創意からの経

済的関係である。諸個人が労働の生産物を交換し

あっている関係状態のみであって、経済外の社会

的な作用は、この交換を規制することはないとす

る。利害関係は、エゴイズムを抑制することはな

く、継続性をもつ社会的連帯ではないと次のよう

にのべる。

「利害というのは、人びとを結びつけこそすれ、

けっして永つづきするものではないし、人びとと

のあいだに外在的な紐帯をつくりだすにすぎない

からである。……利害関係だけが支配していると

ころでは、なまなましいエゴイズムを抑えようと

するものは何もないのだから、おのおのの自我は
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戦闘状態でむきあっているのであって、この永遠

の敵対を休戦させようとする試みは、どれも永続

きするはずがないからである」。
(9)

利害関係は、一時的に人びとを結びつけること

があるが、それは決して長続きするものではな

い。とくに、利害関係のみが社会的に支配する。

そこでは、個々のエゴイズムがむきだしになる。

自我は、戦闘的に他を排する敵対的社会関係を構

築していくのである。個々の利害がぶつかるとこ

ろでは、自己の絶対化がおきるのである。

自己のみが神として他を排斥する。分業化は、

個々の専門化が自己の絶対化を進める。専門化

は、社会的労働の性格によって、結びつけられて

いく。社会的労働の関係が日常的に薄いか、持ち

得ない生活分野では、自己の絶対化が専門性に

よって、つくられていく。感受性による専門化と

いう幻想は、利己主義を一層に促進する。個人的

な感情や表象による行為は、利己主義的であるこ

とをデュルケムは次のようにのべる。

「感受性の生活はこれすべて盲進からなってい

る。なぜなら、感受性は理性的な判断力に依存す

るよりも、むしろこの判断力に先行し、これを支

配するものだからである。科学的にいって、ある

行為が利己主義的であるというばあい、それはそ

の行為がもっぱら個人的な感情や表象によって決

定されるかぎりにおいてである」。
(10)

社会と関係を結ばない専門化は、唯我独尊に

陥っていく。専門化は、自己の心のお城をつくり

あげ、他を受け入れることを自己の利害の充実と

の関係によってのみになる。競争との関係によっ

ては他の関係で敵対して、自己の心の城に閉じこ

もるのである。利害を感じることができなけれ

ば、社会関係をもつことはない。個々の利害関係

による契約が自由に展開されることは、利害によ

る社会的連帯の一時性であり、社会的価値をもた

ないものであり、ときには、社会的正義に反する

当事者同士の閉鎖的な契約としてあらわれること

さえある。

契約は、契約者自身の社会的関係のみではな

く、それを拘束する社会的な力が必要である。契

約者同士の関係が一般的な事例に応じて適応され

ているかということで、社会的な法のルールのも

とで契約の社会的な有効性をもつものである。社

会的な法に反する契約は、社会的拘束力をもつ契

約にならないのである。デュルケムは、この問題

について、契約が社会的規制力があってはじめて

可能になることを次のようにのべる。

「契約はそれ自体では自足的ではない。社会か

ら生ずる契約の規制力があってはじめて可能であ

る。……原則として、もし社会が契約に拘束力を

付与するとすれば、一般に個々人の意志が、この

拘束力があるという条件のもとに、分散している

社会的諸機能の調和的な協同を確保するに足るだ

けの合意をみたからである。だが、もし契約がこ

の目的に反するものである[社会の]諸機関の規則

正しい活動をもともとさまたげるきらいがあり、

いわゆる正当でないとすれば、それはあらゆる社

会的価値を奪われ、それによっていっさいの権威

をも奪われることは必然である。したがって、社

会の役割は、いかなるばあいにおいても、契約を

ただ受動的に遂行させるだけにとどまるわけには

いかないのだ」。
(11)

契約は社会的拘束力をもっている条件のもと

で、調和的な協同を確保できるとデュルケムは強

調するのである。それが果たされていないところ

では、契約の社会的価値をもたないのである。

個々の利害関係の契約は、相互依存状態を感じる

という一時的なものではなく、将来的にも権利と

義務の関係が継続していることが必要である。

個々の利害関係は、競争的関係によって、たえず

新しい闘争と葛藤をうみだすものである。社会的

連帯として、契約関係が意味をもっていくのは、

社会的拘束力が求められるのである。

習俗から生じる職業的圧力は、自由職業こそ、

純粋に道徳的で、厳格であるとデュルケムはのべ

る。習俗からの圧力としての職業的義務がある。

「これは純粋に道徳的なものであるが、しかも

きわめて厳格である。それは、とくにいわゆる自

由業のばあいにいちじるしい。また、他の職業の

ばあいに、この職業的義務が自由業のばあいより

もずっと軽いとすると、それは病的状態の結果で

はないかと疑ってみる余地がある」。
(12)

伝統的な社会における習俗は、職業的義務を強

く求めているのである。とくに、自由業におい
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て、強くみられる。自由業であるから契約の社会

的拘束力が弱いのではなく、伝統的社会において

は、継続性を求めるのであり、自由業でも一時的

な契約関係ではなく、持続性をもっての自由業と

いうことから、習俗としての圧力として、拘束力

をもっていくのである。

人々の社会的規範関係において、復原的法律が

非常に発達しているところでは、各職業にそれぞ

れ職業道徳が存在し、労働集団の内部においても

規範が存在する。そこでは、公共道徳について、

強い社会的制裁がある。この問題について、デュ

ルケムは次のようにのべる。

「職業の過失は公共道徳を犯したばあいよりも

はるかに軽い非難の動きをまねくだけである。そ

れでも、職業にかんする道徳と法との諸準則は、

他のばあいと同じように命令的である。これらの

準則は、個人強制して自己に独自の目的でもない

目的にたって行為させたり、譲歩させたり、ある

いは同意契約に同意させたり、自分をこえた高級

な利害を考慮にいれたりさせる」。
(13)

職業の道徳は、命令的であり、自分を超えた利

害のなかで動いているのである。自己の仕事にし

がみついているのものは、孤立しているのであ

る。専門的活動をしているものは、同じ仕事をし

ている協力者に関心を示さず、仕事が共同のなか

で行われていることすら思いをつかないとデュル

ケムは考えるのである。

「自己の仕事にしがみついている個人は、その

専門的活動のうちに孤立し、自分のかたわらで同

じ仕事をしている協力者たちには関心をよせず、

この仕事が共同のものだという考え方する思いも

つかないものだ………分業は、その本質そのもに

よって、ある破壊的影響力を行使することにな

る。ことに諸機能が非常に専門化しているばあい

にそうである」。
(14)

分業ということで、仕事がそれぞれに専門的活

動になることによって、仕事での協働関係の意識

は消えていくのである。分業ということ自体は、

仕事の協働というなかで実際は、生産活動が行わ

れていくのであるが、専門的仕事をしている人々

は、仕事の意識のなかでは、孤立化していくので

ある。このことは、人間が本質にもっている連帯

意識に対して、破壊的影響力をもっていくとデュ

ルケムは指摘しているのである。

３ 分業の社会的病理

正常なばあいに、分業は社会的連帯を生みだす

にもかかわらず、これと反対に、分業の病理学的

な異常な形態を示すことをデュルケムは強調す

る。分業が連帯を創出しなくなる事情を知ること

によって、分業の効果を生みだすのに何が必要か

を知ることができると。デュルケムは異常な形態

として、商工業の恐慌をあげている。そこでは、

いくつかの社会的機能が適応しあっていない。

労働の分割が進むことによって、資本と労働の

対立がひんぱんになる。この対立は、産業的諸機

能の専門化によって連帯がすすむどころではな

い。両者の対立は激化する。中世の職人は、親方

の膝のもとで同じ職場で同じ同業組合に属し、同

じ生活をしていた。紛争が鋭角的に起きるのは資

本主義発展による大工業である。

科学が専門分化していなかった時代は、科学の

統一についてきわめて鋭敏な感覚をもっていた

が、専門化が科学労働に導入されることによっ

て、特殊領域に学者は閉じこまるようになったの

である。

諸科学の多様化は、科学の統一性を破壊しよう

とする傾向がある。人間知識の総体を見失わず、

新しい統一した科学を再建しなければならないと

デュルケムは考える。さらに、社会と政府の関係

において、統治機関は分業とともに発達し、分業

と均衡を保つのではなく、機械的必然によって起

きている。目的意識的な連帯がなければ、社会は

均衡を保つことはできないことをデュルケムは次

のようにのべる。

「分業がいわれているような分散的結果をもつ

とすれば、このような結果は抵抗もなく社会の内

的領域に広がるはずである。それを抑えるものが

何もないからである。しかしながら、あらゆる有

機体と同様に、組織的社会を統一させるものは、

諸部分の自発的な一致であり、高級中枢の規制作

用とまったく同様に不可欠であるのみではなく、

その必要条件でもある、あの内的連帯である」。
(15)

分業は社会の分散結果をもつことは、抵抗もな
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く、社会的に広がっていくのである。分散的結果

をおさえるものはなにもないということである。

分業の結果、社会的に個々は孤立化していくので

ある。しかし、孤立化していく人々の自発的な意

志によって、組織的社会を統一していくことも一

方にあることを重視しなければならないのであ

る。ここには、孤立分散化していく人々の自発的

な目的意識的な活動があってこそ組織化されてい

くことをデュルケムは強調しているのである。こ

の自発的な組織化の意識がなければ、連帯がうま

れないで、アノミー的無規制状況が起きるのであ

ることを次のようにのべる。

「分業が連帯を生じないとすれば、それは、諸

器官の関係が規制されていないからであり、それ

らの関係がまさしくアノミー（無規制）の状態に

あるからである。それにしても、このアノミー状

態はどこからくるのであろうか。諸準則の総体

は、社会的諸機能のあいだに自生的に設定された

諸関係が時間をかけてつくりあげた確定的形態で

あるから、連帯的諸器官が十分な接触を保ち、ま

た十分に持続的であるところでは、どこにおいて

もアノミーの状態は存在しないとア・プリオリに

いうことができる。………不透明な環境が存在す

ると、諸器官は、ある程度の強さの刺激しか伝え

あうことができない。相互の関係も希薄であるか

ら、それが決定的となるほどに反復されない。す

なわち、毎回試行錯誤がくりかえされることにな

る」。
(16)

アノミー的状況は、人間の自発的な組織化の意

識のないなかで生まれることであり、分業は、そ

のことを物理的につくりだすのである。自発的に

社会的諸器官や連帯的機能が社会的に確立してい

けばアノミー的状況は生まれていかないとしてい

る。相互の社会的器官の関係は分業の結果、希薄

になり、社会連帯的機能の反作用は簡単に起きず

に、試行錯誤をしながらアノミー的状況と社会的

連帯機能が生まれていくのである。社会的連帯機

能は、人間の社会的存在の本質から自発的に意識

されていくが、社会的諸器官の関係の希薄のなか

で孤立化が起きていくのである。

分業の発展は、市場を拡大し、大工業も生まれ

ていく。大工業は、労働の分業化ばかりではな

く、労働者と経営者との分離をもたらすのであ

る。この問題にについて、デュルケムは、次のよ

うに、その問題状況を指摘する。

「市場が拡大するにつれて、大工業が出現す

る。ところが、大工業は雇主と労働者との関係を

一変する結果をもたらす。巨大な人間集積のもつ

伝染性の影響力に伴って神経系統の疲労が大きく

なり、労働者の欲求が増大する。労働において、

機械が人間にとって代わる。労働の場は小さな仕

事場からマニファクチュアに代わる。労働者は軍

隊式に編成され、一日中、その家族から引き離さ

れる。労働者は、その雇主からいつもへだてられ

て過ごすことになる、等々。産業生活のこうした

新しい諸条件は、自然に新しい組織化を要求す

る。しかし、以上の変化の達成は極度に速いため

に、対立する諸利害は、均衡する余裕をもちえな

いでいる」。
(17)

分業が連帯を生ずるためには、各人が仕事を

もっているだけでは不十分であり、その仕事が各

人にとって、適材、適所であるかということが大

切であり、それは、人間の能力の多様性によっ

て、労働の分割が適応されることである。個人に

とって労働が、適材適所に配属されることは、個

人の自由な選択から可能であるのか。適材適所

は、本人の認識ではなく、その就いている労働事

態が適材適所という見方なのか。

分業は、根源的に近代社会の発展によって促進

された。それは、大きく単純な肉体労働と精神的

な労働に分離した。個々の労働自体の認識に、適

材適所という選択の自由からの判断があるのであ

ろうかという疑問が生じるのである。適材適所か

ら各個人は、労働の選択において、自分の能力を

社会的にみていくことが可能であるのか。

自らが自己の能力の条件から社会的に適材適所

の調和が行われるのであろうか。デュルケムは、

職業選択の病的な現象として、人間は能力以上の

願望をもつということから、自己の労働を十分に

満足することができないとする。

「いつのばあいでも、その能力以上の願望をも

つ個人がいるのであるから、こうした調和が人間

を必ずしも十分に満足させはしないといわれるか

もしれない。たしかにそのとおりである。だが、
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これは例外的なばあいであり、いってみれば病的

なばあいである。正常的には、人間はみずからの

天性を実現することに幸福をみいだす」。
（18)

人間は自己の能力以上の職業の願望をもってい

ることから、分業的労働が、適材適所として、本

人は思っていないとするのである。この能力以上

の願望をもつということは、どういうことか。労

働の機能的な意味での分業からの適材適所な能力

の問題なのであろうか。むしろ、このなかには、

社会的地位や社会的権威の要素からの分業の適材

適所があるのではないか。

分業はデュルケムにとって、分業の異常形態と

して分業の拘束とみる。規制は、機能的な側面以

上に、自発性をおさえる支配や権威が分業のなか

にのしかかっているのではないか。分業は自発的

であるかぎりに連帯を生みだしていくものであ

り、自発性のないところでは、個々を拘束し、暴

力にもなるとデュルケムは次のようにのべる。

「拘束は、規制がもはや物の真の本姓に適応し

なくなり、したがって習俗のうちにもはやその根

拠をおかず、もっぱら力によって、維持されると

きのみ、はじまる。だから、逆にいえば、分業は

自発的であるのみ、また自発的であるかぎりにお

いてのみ、連帯を生むものだといえよう。だが、

自発性とはたんにきわめて明白ないっさいの暴力

の欠如のみではなく、各人が自己のうちにもって

いる社会的力を自由に発揮することを、たとい間

接的にせよ、妨げるもののいっさいの欠如を意味

するものでなければならぬ。自発性の想定すると

ころは、たんに個人が一定の機能に強制的に追い

やられないということだけではなく、さらに個人

が社会的枠組みのなかで自己の能力にふさわしい

地位を占めることを、いかなる性質の障害によっ

て妨げられないということである」。
(19)

個々人が自由に社会的力を発揮できることは、

どのような条件であれば可能であるのか。個人が

分業の歯車として、社会的に強制されることはな

いのか。社会的分業が生産効率論として進むこと

によって、それを基本にして、人間尊厳を合理的

に管理していく社会的システムが構築されていく

ことは可能か。生産的効率論の分業の発展は、一

定の拘束的社会的秩序をつくりだしていく。自由

な職人的な労働とは明らかに異なる。生産効率主

義のなかでの自発性はすべて自由に満足させるこ

とを許すような無政府状態のうちにあるものを意

味していない。

社会的契約によって、個々の分業化された労働

の生産物は、交換されていく。社会的に有用性の

等価によって、個々の社会的生産物の交換の合意

がされていく。まさに、契約が十分な合意に達す

るのは交換された用役が社会的に等価であること

によって、各人は自己の欲するものを受け取り、

その見返りにそれぞれ等価のものを引き渡す。し

かし、不平等な社会的真価は、いつでも社会的に

不平等な地位を人びとに与えるとデュルケムは次

のように考える。

「地位の不平等は、内在的不平等のうちに、社

会的諸機能の地位秩序と同じ序列を設定すること

以外には、価値の決定にさいして影響を与えない

のである。だが、もしだれかが力のエネルギーを

他の源泉から補充するとなると、事態はまったく

違ってくる。なぜなら、この力は必然的に均衡点

の位置をずらす結果をもたらすからであり、ま

た、このずれは、物の社会的価値とは無関係であ

ることがはっきりしているからである。すべての

優越性は、契約の結ばれた方に反響をもたらすも

のである。したがって、この優越性が個人の人格

や、社会的用役にもとづかないならば、交換の道

徳的条件を狂わせてしまう」。
(20)

社会的な価値の決定は、有用的な価値の等価に

よって道徳的交換が実現されていく。しかし、こ

の交換とは不平等な社会的地位や階層秩序のエネ

ルギーが、そのなかに入りこんで、均衡点の位置

をずらしてしまうことがある。この場合は、交換

の社会的有用価値とは無関係に契約が結ばれてい

くのである。つまり、交換の道徳的条件を狂わせ

てしまうことになる。労働の分割が進むことに

よって、この傾向は強くなり、社会的な交換の道

徳条件の信念は弱まってくとるとデュルケムは次

のように指摘する。

「労働がますます分割されてくるにしたがっ

て、また社会的信念がよわまってくるにしたがっ

て、このような不公平はいっそうに堪えがたいも

のとなる。それは、この不公平の原因となる状況
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がむしかえされる頻度がいよいよ高くなるからで

あり、それにまた、不公平がかきたてる感情は、

これと反対の感情によって以前ほど完全に緩和さ

れることもないからである」。
(21)

交換の道徳条件を狂わしてしまう不平等な契約

関係の発達によって、社会的信念の低下と不公平

観の感情の増大が起こるのである。労働の分割

は、社会的優越者の不当な支配、不当な契約が増

大していく。

集合意識が強力であるかぎり、不公平をおこす

機会も少なく、共同信念が不公平に基づく結果を

相殺し、不公平のために危機に社会が陥ることは

ないのである。労働分割による不平等な社会的地

位の力をいかにして、契約関係において公平性を

もつことができるのか。交換の道徳的条件と社会

的信念をいかにして維持していくのか。不平等の

発達という現実のなかで、公平性をもつという課

題は、契約関係において大切なことである。

社会的有用性という共通の交換価値を不平等性

や不公正といかに対峙していくかといいう論理が

必要である。秩序のない無政府的な契約において

は、不公平が強引な力によっておしとうされてい

く。

そこでの道徳性は、個々の人間性にまかせるし

かない。まさに、強引性という契約の暴力が支配

する。一過性の契約においてはなおさらである。

契約の連続性ということは、契約の当事者間にお

いて、持続性という社会的関係がつくられてい

く。その持続性が個々の関係から多数の関係にな

ることによって、社会的信用へと発展していくの

である。個々の人間関係における信頼は、その当

事者同士の関係であるが、社会的信用は、個々の

人間関係を超えての直接的な関係をもっていなく

ても社会的頼関係になるのである。

とくに、労働契約は、持続性という長期の信用

関係によって公平性の意識が保たれていくのであ

る。社会的道徳性を維持していくためには、個々

の社会的正義の心を保つことはもちろんのことで

あるが、それを維持していく社会的手段として、

慣習や周囲の目などがあるが、社会的な制裁措置

をもつ法が求められている。持続性の契約関係が

社会的になることによって、法的な世論が形成さ

れ、法をつくっていく社会的基盤になっていく。

法は国家的拘束力をもち、権力的関係でもあ

る。法的拘束力は、法のもとに平等性が求められ

る。法の内容それ自身が市民的平等性をもってい

ることが前提になる。法的な拘束力なくして、公

平な交換の道徳形成は難しい。法令遵守という道

徳性が公平な交換にとって求めらているのであ

る。

ところが、分業の発達によって、利己の欲望も

肥大化し、公共的な共同意識の喪失は、個々の道

徳観のみでは難しくなっていることを忘れてはな

らない。分業による市場経済の発展は、法令遵守

の道徳性が一層に求められていく。法令をくぐり

抜ける巧妙な自己欲望の行為は、消費社会的市場

の発展によって益々増幅されていくが、そのこと

によって、法令も細かくなって、法の専門性が進

み、社会的に誰でも理解できるところの国民一般

のための法が、国民から遊離した専門性のもった

難しい専門的法になっていくことを忘れてはなら

ない。

４ 社会病理と自殺問題

初期段階の資本主義の発展は、産業資本による

生産主義的な精神が主導し、贅沢品の消費につい

ては禁欲的な精神が支配的であった。マックス・

ウェーバーが次のように産業資本家のエネルギー

源泉を禁欲主義に求めたのである。「顕著な道徳

的資質をもたないかぎりは、この革命にとって不

可欠である、顧客と労働者からの信頼をうること

はできなかったし、また無数の障害にうちかって

ゆく精神力をもち、なかんずく企業家としてはな

によりも重要な、とくに安易な生活などとはおよ

そ両立しない激烈な労働にたえてゆくことはでき

なかったのである」と書かれたとおりである。
(22)

日本でも明治の資本主義の初期発展期において

は、二宮尊徳思想の労働を重視する人道論が大切

にされた。「人道の勤めるべきは、己を克つとい

う教えである。己というのは私欲である。私欲は

田畑にたとえれば草である。克つというのは、こ

の田畑に生ずる草を取り去ることだ。己に克つと

いうのは、わが心の田畑に生ずる草をくずる取

り、取り捨てて、わが心の米麦を繁茂させる勤め
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のことだ。これを人道という」。
(23)

渋沢栄一「論語と算術」のように論語は算術に

よって本当の富が活動されるものであるとして、

人の経済活動における論語の役割を強調するので

ある。「真正の利殖は仁義道徳に基づかなけれ

ば、決して永続するするものではないと私は考え

る、かく言えば、とかく利殖を薄くして人欲を去

るとか、普通外に立つというような考えに悪くす

ると走るのである、その思いやりを強く、世の中

のとくを思うことはよろしいが、己を自身の利欲

によって働くは俗である、仁義道徳に欠けると、

世の中の仕事というものは、段々衰微してしまう

のである」。
(24)

消費的な欲望の増大は、生産的志向によってお

さえられていたものが、消費的な志向になってい

くのは、どのような資本主義の発展段階であるの

か。封建的な社会における領主や貴族層、特権的

階級においては、消費欲望が増幅されていくが、

資本主義の発生と発展の産業資本家を中心に贅沢

品の消費に対して禁欲的になっていくのである。

デュルケムの近代化によっての分業社会の発展

によってつくられていく欲望は、満足感を達成さ

れることのない無制限の病的現象をつくるもので

あると次のようにアノミー的現象をのべる。

「かぎりない欲望というものは、そもそもその

意味からして、満たされるはずのないものであ

り、この飽くことを知らないということは、病的

性質の一徴候とみなすことができるからである。

限界を画すものがない以上、欲望はつねに、そし

て無制限に、みずからの按配した手段をこえてし

まう。こうなると、なにものもその欲望を和らげ

てはくれまい。やみがたい渇きは、つねに新たに

おそってくる責苦である」。
(25)

欲望を和らげる手段をもちえなくては、常に新

たな欲望によって苦しんでいくというデュケムの

指摘である。欲望が満たされても、また、新たな

欲望が生まれ、飽くなき満たされない欲望に人々

は支配されていくと考える。欲望の病理を近代の

分業社会はつくりだしていくのである。資本主義

の発展による大量生産方式は、大量消費社会をつ

くりだし、市場開拓により、欲望の増大を絶えず

拡大する。資本主義的な生産循環にとって消費拡

大は重要になっていく。広告宣伝の発展は、市民

の欲望を増大することになる。欲望の増大と充足

の乖離の矛盾が現実に大きくなっていく。また、

欲望の増大は、現実の生活の必要性からも大きく

乖離していく。大量消費は、大量廃棄物となっ

て、社会的秩序や家庭の生活空間も苦しくしてい

く。

この欲望の病理現象は、社会的存在としての個

人を超えて、社会による道徳権威による欲望の抑

制も働くことができなくなっているのである。

「社会は個人に優越した唯一の道徳的な権威であ

り、個人はその優越性をみとめないからであ

る」。
(26)

欲望の社会的抑制は、個人をコントロールでき

なくなっていくのが、近代社会における利己主義

の発展である。利己主義の増幅によって、個人的

欲望が益々増大していく。そして、利己主義も増

大していく。社会的抑制の機能は、利己主義と欲

望の拡大循環のなかで衰退していくのである。こ

の矛盾を認識することは、人間の本質的な社会的

存在としての愛他主義を意識することによってで

ある。人間は、一人では生きていくことができな

い。このことは、分業化が進んで大量消費社会の

なかで、個人欲望を新たな市民的連帯意識形成と

して抑制することが大切な課題となっているので

ある。

孤独は人間性をくずしていくのである。この矛

盾のなかで、正常な道徳的な意識構造を備えてい

るならば、人間的に生きようとする渇望の意識も

同時に生まれていく。この問題について、デュル

ケムは次のように指摘する。

「各個人は、自分の生活領域のうちにあって、

自分自身の欲望のおよびうる限界点をそれとなく

感じとり、それ以上の欲望をいだかないものであ

る。少なくとも、個人が規律を尊重し、集合的権

威にたいして従順であるならば、いいかえれば正

常な道徳的構造をそなえているならば、それ以上

のものを要求すべきではないと感じるにちがいな

い。このようにして、情念に一つの目標と限界が

画されるのだ」。
(27)

個人が規律を尊重し、集合的権威に人間的に従

順になっているのかどうか重要なのである。この
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正常な道徳的構造は、ほっとおいてつくられるも

のではない。それは、教育の力によって、人々の

なかに意識構造として内面化されていくことを見

落としてはならない。

「社会が混乱におちいったときは、たとえそれ

が苦難に満ちた危機から生じた混乱であろうと、

幸運な、しかし急激な変化をともなう危機から生

じた混乱であろうと、しばしば社会はその活動

（個人にたいする規制）を行使することができな

くなる。そして、さきに確認したあの自殺曲線の

急上昇は、じつはここから起こってくる」。
(28)

個々の欲望が無規制によって、混乱におちいっ

たとき社会はどうなるのか。そこでは、社会の

もっている規範的機能が失われていく。デュルケ

ムは、このときこそ、自殺の曲線が上昇すること

を警告している。規範のない欲望が蔓延していく

ことは、それだけ人々の心の枯渇がすすむのであ

る。こころの豊かさが無規制の欲望の増大によっ

て失われていく。個々の欲望は、社会的に共有さ

れることによって、秩序を保っていく。大量生産

による物質的な欲望の拡大が無規制にすすむこと

によって、豊かに生きることを失っていく。

立身出世の競争主義による手段を選ばない権力

主義や権威志向の欲望の拡大は、人間的なコミュ

ニケーションや人間的連帯が失わさせる。そこで

は、心の孤独な世界にはまり込んでいく。自己の

もっている金銭欲や権力欲のなかで、利己的な享

楽主義の独自な「精神」生活にはまり込んでい

く。自殺はうちにむかった人間性の破壊であり、

外にむかった人間的破壊性としての極端な人権侵

害や殺人などの犯罪が起きるのである。デュルケ

ムは、欲望の抑制を学びとることを次のようにの

べる。

「規律は正しい社会的協同に不可欠の手段とし

て、社会の利益に資するばかりではなく、それは

また個人の利益をも増進するものである。われわ

れは規律によって、人間の幸福にとって欠くこと

のできない、欲望の抑制ということを学びとる。

しかも、規律はまた、われわれ各人にとっても、

もっとも基本的となる人格の形成に全面的に貢献

する。何となれば、われわれは自然的傾向を抑制

し、自己に立ち向かう能力、すなわち、われわれ

が道徳の規律に教えられて体得するこの自己支配

の能力は、思慮深くしてかつ主体的な意志の出現

にとって必要不可欠な条件だからである。規則

は、われわれに自己を抑制し、自己を支配するこ

とを教えるがゆえに、自由と解放のための手段な

のである」。
(29)

規則は、人間的連帯をつくりだすものであり、

自由と解放の手段となるのである。思慮深い主体

性と理性的意志をもって、自己の欲望を抑制し

て、人間的な自由と解放を得ることができると

デュルケムは考える。

ところで、資本主義的な大量生産様式以前のも

のづくりは、職人的労働が尊重されていた。もの

づくりには、職人の人間的感性が反映されてい

た。職人は芸術家でもあったのである。それぞれ

の製品には、人間の魂が込められていたのであ

る。職人になるためには、親方から人格教育が要

求されたのである。近代社会以前の産業には、道

徳的権威の体系があったとデュルケムは次のよう

に指摘するのである。

「近年まで、すべての道徳的権威の体系は、産

業上の諸関係に規制を加えることを任務としてき

た。まず宗教がある。宗教の影響は、職人にも親

方にも、貧者にも富者にもひとしくおよんでい

た。………産業界の内部においてさえ、同業組合

が賃金を規制したり、生産物の価格や生産そのも

のを規制して、収入の平均水準を間接に的に定め

ていたが、これによって欲求もおのずからある程

度規制されることになっていた」。
(30)

ものづくりをする職人の世界には、道徳的権威

としての宗教の影響があったのである。宗教は、

社会的な階層に関係なく等しく影響していた。こ

の宗教的な道徳権威は、ものづくりや商品の流通

において、社会的な秩序をもたらし、職人の賃

金、生産価格や生産そのものの秩序にも影響をも

たらしたのである。価格競争や生産管理による生

産性の個別的な競争関係による利潤追求の欲求の

ぎくしゃくした社会的問題は起きなかったのであ

る。宗教的影響が産業の個別的な欲求のうえにの

しかかっていたのである。個々の産業家や職人の

人間的精神はもちろんのこと、社会的に組織とし

ても個々の欲望をコントロールする機能があっ
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た。それが、同業組合の社会的役割である。同業

組合は、個々の産業家のうえに重くのしかかって

いたのである。しかし、近代の資本主義の発展、

産業革命は、宗教の重しから人々を解放した。人

間の欲望が産業の発展によって、あおりたてらて

いくのである。この問題について、デュルケムは

次のように指摘する。

「産業は、それに優越したある目的のための手

段であるとはみなされず、かえって個人および社

会の至上の目的となってしまった。こうして産業

によってあおりたてられた欲望は、それを規制し

てきたあらゆる権威から身を解き放つことになっ

た。この物質的満足礼讃は、いわば欲望を神聖化

し、欲望を人間のあらゆる法よりも上位におくよ

うなものである。その欲望をさまたげることは、

あたかも冒涜であるかのようにさえおもわれる。

そのために、産業界自体が、同業組合を通じて欲

望のうえに行使できた大いに有益な規制も、維持

されがたくなってしまった。最後に、この欲望の

解放は、産業の発展と市場のほとんどとどまるこ

とを知らない拡大によって、いっそう拍車をかけ

られた」。
(31)

資本主義の発展による大量生産方式は、物質主

義の満足礼讃をして、人間の欲望を神聖化し、と

どまることを知らない欲望の拡大を招いていくと

デュルケムは考えたのである。欲望からの解放

は、市場の拡大に貢献し、そのことが大量生産を

可能にしていくのである。欲望の循環的拡大再生

産が大量生産の市場拡大に必要であったのであ

る。ここにあくなき欲求の不充足の大衆的な消費

社会がうまれていく。資本主義の初期段階の小生

産者の生産意欲による倹約的な生活から、大量生

産様式による欲望の拡大がたえずつきまとう。資

本主義的発展は、消費社会へと転化していく。価

格競争の大量生産方式は、大衆的な消費社会の拡

大に拍車をかけてきたのである。ここには、物質

的な消費欲求の満たされない多くの大衆を作り出

していく。人々の欲望による活動が規制がなく、

自らが欲望からの苦悩を負うことによって、自殺

へと導かかれるものをデュルケムは、アノミー的

自殺として次のように定義する。

「人々の活動が無規制的になり、それによって

彼らが苦悩を負わされているとこから生じるその

原因にちなんで、この種の自殺をアノミー的自殺

と名づけることにしよう。なるほどたしかに、こ

の自殺と自己本位的自殺のあいだには類縁関係が

ないわけではない。つまり、両者とも、社会が個

人のなかに十分存在していないという理由から発

生している。しかし、（個人において）社会の存

在が欠如している領域は、それぞれ異なっている

のである。自己本位的自殺においては、社会の存

在が欠如しているのはまさしく集合的活動におい

てであり、したがってその活動には対象と意味が

失われている。アノミー的自殺においては、それ

が欠如しているのはまさしく個人の情念において

であり、したがって情念にはそれを規制してくれ

る歯止めが失われている」。
(32)

アノミー的自殺の行為が本質的に情念的である

という点で、自己本位主義自殺と集団本位主義自

殺と異なるのである。アノミー的自殺への道は、

社会的存在の意識が情念のなかから失われた結果

である。アノミー的状況は、情念自身の規制する

歯止めがなくなっている。アノミー的自殺の情念

は、信仰でもなく、まさに怒りであり、失望に

伴って芽生えてくるあらゆる感情であるとデュル

ケムは次のように考える。「その情念とは、霊感

でもなければ、宗教的、道徳的、あるいは政治的

な信仰でもなく、また軍人的な勇気でもない。そ

れは怒りであり、また失望にともなってふつう芽

ばえてくるあらゆる感情である」。
(33)

近代社会以降の秩序なき大量生産と競争主義

は、満たされない欲望の拡大を個々に、また、社

会的に大量につくる。そこには、怒りと失望の感

情がうずまいていく。その感情が内にむかってい

くことによって、アノミー的自殺的行為になって

いく。アノミー的こころの構造は、外にむかえば

欲望のコントロールのきかない犯罪になり、自己

利益を絶対しての規制のない社会的退廃行為に

なっていく。規制を受けない行動は、和合するこ

とも順応に適合することがないとアノミー的現象

について、デュルケムは次のように指摘する。

「実際、規制を受けない行動はたがいに和合す

ることもできなければ、順応すべき条件に適合す

ることもできない。したがって、それらは、痛ま
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しくも衝突しあわずにはいないのである。アノ

ミーは、たとえ前進的なものであろうと、退行的

なものであると、適当な限度をこえて欲求を解放

し、幻想への扉をひらき、したがって幻滅への道

を容易にする。慣れ親しんできた地位から急に没

落した者は、自分の意のままになると信じていた

その地位が遠のいていくのを感じ、おもわず怒り

にとらわれるが、当然その怒りは、真実にせよ思

い違いにせよ、彼が自分の没落の原因だとおもっ

ているものにたいして向けられる」。
(34)

規制を受けない自己の欲望による行動は、常に

人間関係において衝突をもつのである。欲望の肥

大化による自己利益の絶対化は、他のこころの関

係で受け入れることがまれであるからである。金

銭力や権力をにぎることによって、また、権威主

義的関係が社会的な地位によって、偽りの姿に

よって、肥大化した自己利益の絶対化が可能にみ

える人間的関係ができると本人は錯覚におちいる

ことがある。

しかし、本質的に人間的な信頼関係によって、

自己利益の絶対化が可能になるのでは決してない

のである。人間が生きていくうえで、本能的に欲

望を備えていることはいうまでもない。お腹がす

けば食欲が生まれてくる。心がかわければ潤いの

ための欲望をもとめる。寒ければ衣服をまとい暖

かさを求める。人から愛されたいと求め、豊かな

文化を求める。また、未知への探求心を求める。

人間は、生理的なものから文化的なものまで

様々な欲望をもって豊かに生きようとする。その

豊かさの渇望が人類史を発展させてきた人間の内

的な原動力である。しかし、人間の社会的存在と

しての限度を超えた欲望は、社会に混乱をもたら

していくのである。自己利益の肥大化は、社会的

規制を超えて、人間の社会的存在を逸脱していく

ものである。人間の発達過程は、幼児期において

は、自己中心的で欲望も自己中心的にふるまう。

少年期から人間は、自己中心性の脱皮をはかっ

て、社会的存在としての人間的発達をとげていく

のである。現代における欲望の肥大化は、この自

己中心性の発達の未熟性と自己利益の肥大化が結

びついて社会的病理現象が生まれているのが特徴

である。限度をこえる欲求は、自己利益の肥大化

と自己中心の脱皮のない社会性の未発達のなかで

生まれてきているのである。

この限界を超える欲求からの解放は、人間的社

会の関係の発達を構築していくことである。その

実現の幻想の扉を開いて人間的に成長を助けてい

かねばならないのである。人間的に真に解放する

ためには、欲望の限度を解放していくことが必要

である。そのためには、他との関係、社会的規制

の関係が必要になってくる。

「自殺者のとるその行動は、一見したところ、

あたかも彼の個人的気質を反映しているにすぎな

いようにみえるが、じつはそれは、ある社会的状

態の結果であり、またその延長であって、当の社

会的状態を外部的に表現しているものである。…

……各社会集団は、自殺にかんして実際にそれ固

有の集合的傾向をもっており、個人的傾向はこの

集合的傾向をもっており、個人的傾向はこの集合

的傾向から派生するのであって、集合的傾向が個

人的傾向から生まれてくるものではない。その集

合的傾向をつくりあげているものは、当の社会に

作用をおよぼしている自己本位主義、集団本位主

義、アノミーなどの潮流と、その結果である」。
(35)

自殺者の行動は、個人的にみえるが、本質的

に、それは、社会的状態の結果から生まれてくる

ものである。個人の傾向は、集合的傾向、社会的

傾向をもっているというのがデュルケムの考えで

ある。個人の動機、個人の精神病理的な側面のみ

によって、生まれてくるものではないとしてい

る。現代社会は、社会的病理現象として、うつ病

やアルコール中毒、麻薬中毒などが深刻な問題と

なっている。これらの問題を個人の問題に閉じこ

めるのではなく、人間的孤立、欲望の肥大化、貧

困問題などの社会的関係や文化的問題として、考

えて、個人の問題状況に戻っていく見方が重要な

のである。

ところで、アノミー的自殺は、憤激や苛立ちに

よる精神疲労の状態が本人にむけられることから

起きる。それが、本人のうちにむけられるのでは

なく、他人にむけられるかということで殺人にな

ると、デュルケムは次のように指摘する。「アノ

ミー的自殺が産業・商業活動が高度な発達をとげ

ている特殊な地点にかぎり、まとまって生じるに
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すぎない」。
(36)

産業や商業の高度の発達は、分業の発達により

欲望の肥大化と社会規範の無政府が個々に起き、

アノミー的自殺の社会的基盤をつくっている。そ

れは、特殊な地点でまとまって起きるとデュルケ

は考える。つまり、欲望の肥大化と社会的規範の

無規制状態が極限に達したときにまとまって起き

るとしている。アノミーの抑制は、社会的欲望の

コントロール、社会規範の形成、孤立からの社会

的連帯の形成である。アノミーを抑制できること

は自殺も殺人も抑制できるとしている。

「アノミーについていえば、これは、殺人も自殺

もともにひき起こすから、アノミーを抑制できる

ものは、この両者を抑制することができる」。
(37)

アノミー的な現代の社会的病理現象の自殺も殺

人も、抑止できるものはなにか。孤立化した欲望

の肥大化した個々の人々をどのようにして規範あ

る社会的連帯をつくりあげていくのか。それにの

ぞましい集団をどのようにつくりあげていくの

か。この問いかけをデュルケムはするのである。

「のぞましい連帯感をたえずくりかえし人々に

喚起するのにもっともすさわしい集団とはどのよ

うなものであろうか」。
(38)

それは、政治社会でもないし、宗教社会でもな

い。家族は自殺を抑止する力をもっていることは

疑いない。しかし、未婚者を減らせばよいという

のは幻想にすぎないとデュルケムは思索する。宗

教社会、家族社会、政治社会では自殺の抑止をも

たないという結論をだす。肥大化した欲望、分業

と競争の孤立したなかで、消費のなかではなく、

生産的な労働の場にのぞましい人間的連帯を求め

る。つまり、職業集団の同種類の職能の仲間集団

に人間的な連帯を次のようにみいだすのである。

「同種類の労働者、あるいは同じ職能のすべて

の仲間が結びついて形成する職業集団ないし同業

組合……それは、同じ労働に従事している個人に

よって構成されているし、彼らの利害は連帯し、

一体化してさえいるので、社会的な観念や感情を

はぐくむうえでこれほどうってつけの地盤はな

い。出自、教養、職業などにおける同一性のた

め、職業活動は共同生活にとってこのうえなく豊

富な素材をなしている。そのうえ、同業組合は、

過去において自治と組合員にたいする権威を極端

なまでに熱望する一個の集合的人格でありえたこ

とをみずから証明しているので、それが組合員に

たいして一個の道徳的環境となることができたこ

とは疑いをいれない。十分に組織された社会にお

いては、私的利益にたいして、社会的利益はつね

に尊重されべき性格と優位性をそなえているが、

組合の利益も、労働者の目にこのようなものとし

て映じなかったはずはない」。
(39)

同じ労働に従事している職能の仲間集団に私的

な利益を超越する社会的利益を尊重することが可

能になるとする。職能の仲間集団に人間的連帯を

求めたことは、近代以前の職人集団である同業組

合の自治的機能と、社会的権威に注目したからで

ある。ここには、集合的な人格の存在があったと

する。資本主義の発展による社会的欲望の肥大化

は、分業と競争に拍車をかけ、孤立化を促進し

た。つまり、アノミー的社会的病理現象が生まれ

ていくことで、近代以前の同業組合の復権が可能

であるのか。同業組合的な職能的な仲間集団をつ

くりだす社会的な基盤が可能であるのか。労働が

分業化していくなかで個別化して、同じ仕事の

人々が集団化していくのか。同じ仕事の人々が集

団化しても、その集団自身が連帯心をもっても、

そのことが分業化のなかの一部であり、その集団

の専門化した特権的な自己利益や既得権になりか

ねない。関連する分野や異なる労働分野との社会

的連帯をどうつくりあげていくのか。近代以前の

職人的な精神と資本主義の発展による科学や技術

による労働の専門性とは本質に異なる。労働をと

おしての人間的連帯は、専門性からの同業組合と

いう側面以上に、社会的規範、教養性ということ

からの集団的人格という人間力の形成が求められ

ている。近代以前の職人的同業組合は、集団的人

格性を強くもっていたことを見落としてはならな

い。同業組合の現代的な再評価において、その集

団のもっている人格性が重要なのである。現代に

おいて、同業組合の役割を発揮するためには、

まったく違った社会的基盤のうえに考えなければ

ならない。デュルケムはこの問題を次のように考

える。

「同業組合が以上のような影響力を発揮するた
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めには、それが現在とはまったく違った基礎の上

に組織されなければならない。まず第１に、それ

は法的に承認されてはいても国家の関知しないよ

うな私的集団にとどまらないで、一定の、公的生

活によって承認された機関になることが大切であ

る。このことは組合を必ず義務的なものにしなけ

ればならないという意味ではない。重要なこと

は、同業組合が個々人の特殊な利益の多様な結び

つきを代弁するばかりではなく、ある社会的な役

割を果たすこともできるように構成されていると

いうことである。しかし、それだけではたりな

い。この枠組みの内部が空洞のままでないために

は、そこで成長することのできるあらゆる生命の

萌芽を、なかにうえつけなければならない」。
(40)

同業組合を私的な集団としてではなく、公的に

承認された機関にすることが大切であるとデュル

ケムはのべる。それは、社会的な影響をひろめる

ためであり、公的に管理することではない。

つまり、同業組合を義務的なものとして管理し

ていくものではない。同業組合が利益集団として

ではなく、社会的な規範の役割を果たしていくも

であるとしている。社会的役割を果たしていく生

命が同業組合のなかで成長していくかということ

である。むしろ意識的に同業組合のなかにうえつ

けていく必要性をデュルケムは強調しているので

ある。

それは、同業組合が存在することによって、必

然的に社会的規制の機能をはたしていくのではな

く、目的意識的につくりあげていくことを求めて

いる。同一の業界として、まとまっていくと、既

得権や業界の利益として社会的に集団行使する場

合はめずらしくない。とくに、国家との関係で

は、同一業界の利益として財政的措置や法的な保

護を求めていく場合を数多くみることができる。

個々の業者の利益を超えた社会的規範として同

業組合がまとまっていくことは、どうなのか。業

界としての強い社会的使命以上に、個々の利益が

先行していく。近代以前の職人集団としての同業

組合的性格と自己利益の集団としての既得権や同

一業界の独占的市場支配の問題があることを忘れ

てはならない。

デュルケムは、近代以前の職人的同業組合をモ

デルにアノミー的社会的無政府状況の克服を展望

するのである。現代の資本主義的経済関係のなか

で同業組合が経済的欲望の無政府状況に規制を加

えていくには、どのような条件が必要になってく

るのであるのか。資本主義的生産による大量生産

と大量消費の市場の発展による欲望肥大化の刺激

は人間としての欲望の限界をわきまえなくなる。

それを同業組合によって、社会的規制していくに

は、どのような条件が必要になってくるのであろ

うか。デュルケムは同業組合の役割を次のように

のべる。

「実際、同業組合のおもな役割は、すでにみた

ように、かつてと同様将来も、社会的諸機能、わ

けても経済的機能に規制を加え、要するに現にお

ちいっている無秩序状態からそれらを脱却させる

ことにある。欲望が刺激され、もはや限界をわき

まえなくなりがちのとき、組合員のそれぞれの地

位にたいする妥当な分け前を決定するのは、つね

に同業組合であろう。それは、成員より優位にあ

る存在であって、彼らに必要な犠牲や譲歩を要求

したり、規律を課したりすることのできるあらゆ

る必要な権威をそなえているであろう」。
(41)

同業組合は、個々の成員に対して、権威をもつ

ことによって、個々の成員の肥大化する欲望、自

己利益を規制していくことができる。同業組合そ

れ自身が、その規制の役割を目的意識的にしなけ

れば社会的規制の機能を果たせない。この目的意

識性も分業の結果として生まれていくのである。

分業の発展は、個人が社会的に自己の存在を意識

化させていく作用をもつのである。分業の発展に

よる個人の意識化は、個人の欲望を規制する社会

的意識性を一方ではつくる。分業は、目的意識的

な市民道徳の秩序をつくりだす根底にもなってい

るとデュルケムはみるのである。一方では孤立

化、欲望の肥大化という経済の無政府性をつくる

が、同時に、生産力の発展による個人の社会的依

存状態の意識化をつくりだすのである。これは、

分業のもつ二面性である。デュルケムは、分業の

発展による個々の自由意志による市民的連帯の基

盤がつくられていくと、次のように指摘する。

「分業によってこそ、個人が社会にたいする自

己の依存状態を再び意識するからであり、分業こ
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そ個人を抑制し服従させる力が生ずるからであ

る。要するに、分業が社会的連帯の卓越した源泉

となるのであるから、それと同時に、分業は道徳

的秩序の根底ともなるのである」。
(42)

分業の発展によって、市民的道徳の秩序がつく

られていくのである。これは、近代以前の道徳秩

序と本質が異なる。つまり、個々の意志によって

社会的規制の秩序ができあがっていくのである。

それは、近代的な個々の市民の教育の結果として

の社会的規制である。目的意識的な市民的道徳教

育がなければ市民的な社会的規制がつくられてい

かないのである。分業の発展は、目的意識的な教

育の作用をつくりだし、その結果として、個人的

人格が市民道徳として自律的に確立していくと

デュルケムは次のようにみる。

「個人的人格は専門化の進歩によって傷つくど

ころか、かえって分業とともに発展する。じっさ

い、一個の人格をもった人間であるということ

は、行為の自律的源泉だということである」。
(43)

個人の人格からエゴイズム、個人的利益の絶対

主義を克服していく力は、集団の力である。個々

が集団を形成することなしに、エコイズムを緩和

する作用をもたないとデュルケムは次のように考

える。

「個人のエゴイズムを緩和する役にたつ唯一の

力は、集団の力である。集団のエゴイズムを緩和

するのに役立つたったひとつの力は、諸集団を含

むもうひとつの別の集団の力である」。
(44)

近代人がどんなに目的意識的に人格をみがいて

も集団の力のなかに個々が自己の意識をおいてい

なければエゴイズムは緩和していかないのであ

る。市民的連帯を形成していく道徳教育は個々人

として行われていくのではなく、集団の力のなか

で身についていくことを見落としてはならないの

である。集団と個の目的意識性の関係のなかでの

教育作用によって、市民道徳が形成されていくこ

とを見落としてはならない。

(2) 孤独な群衆－リースマンより－

リースマンは、20世紀後半のアメリカの大衆社

会状況における社会意識を分析した社会学者であ

る。彼の代表的な孤独な群衆という著書で、近代

産業社会での社会的性格の類型を他人指向型性格

が支配的であるとしている。人間の性格類型は、

伝統的指向、内部指向、他人指向と３つに歴史的

に類型されるとリースマンはのべる。伝統的指向

は、恥をかくことへの恐れとということで行動を

律する。自分の身近なものということで境界線が

ひかれた集団構成である。

内部指向は、人生の方向づけを家庭という私的

な場面で学び、行動の原則は内面化され、気まぐ

れや衝動の行動は罪の意識をもっていく。他人指

向型の人間は、幼児期からうえつけられるのが、

同時代を指導原理に、個人の方向性を決定する。

そして、両親の世界よりもはるかにひろい世界か

らの反応を学習する。身近な家族や地域ではな

く、コスモポリタンで身近な人間集団と見知らぬ

ものとの境界線はない。他人志向型人間は、安住

の地がどこにもなく、誰にたいしてもすばやく反

応する能力をもちあわせており、常に心理的に不

安定になっている。
(45)

他人指向型人間は、ひとりの人間がどのような

価値観、思想をもち、どのような性格をもってい

るのかということはあまり問題ではなく、かれ

が、他人をどう操つるかが大きな関心であると次

のようにリースマンはのべる。

「ひとりの人間がどのような人間であるか、か

れが何をするかということはあまり重大でない。

より重大なのは、他人がかれをどう思っているか

である。そして、かれが他人をどれだけ上手に操

れるか、そしてみずからどれだけ上手に操れるこ

とができるかといったような才能がそこではもの

をいう」。
(46)

ここには、人間性とか、人間的良心、人間に

とっての正義、思想や哲学などは、問題ではな

く、人をどう上手に操れるかが才能の重大な関心

ごとになる。他人志向型の人間評価は、人を操れ

る才能の高さが基準になってくる。他人指向型が

支配する社会でのリーダー論は大衆操作のできる

才能と、その技術の開発が大きな課題になってい

く。

ここでは、マスコミニケーションにおける大衆

操作技術が、重要になってくるのである。子ども

たちは、身近な祖父母から学ぶことはなく、時代
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の趨勢ということで、マスコミの演出する文化が

大きな影響をもっていく。マスコミと子どもの生

活文化、学校教育文化は、相互の関係で独自に増

幅され、家庭のなかでの祖父母の文化は、実態生

活のなかからも、子どもの観念のなかからも遠ざ

けられていく。子どもにとって，祖父母は現代を

なにも知らない、学びとるものはないと認識して

いるにすぎない。この現象について、リースマン

は次のようにのべる。

「家庭の中で祖母が中心的な役割から放り出さ

れてしまったということはわれわれが今、ここで

問題にしている社会変化の早さを象徴的にあらわ

すものである。………現在こそ祖父たちはまった

く無力である。子供たちは自分たちにとって重要

な問題は年寄りが何も知らないのだということを

せいぜい学びとるにすぎない」。
(47)

現代の子どもの学びの世界から祖父母は全く疎

外されているのである。他人指向的な世界にとっ

て、あたらしい消費は、無限に広げられ、子ども

は、その大きなターゲットになっていく。消費に

エネルギーが数多く費やされ、祖父母の世界と

は、大きな隔たりをもっていく。節約型の内部指

向的時代とは全く正反対の消費構造である。心の

内面を充実していことする内部志向型の時代の人

間像と、消費に多くのエネルギーを費やす他人志

向型の人間像の移行には、祖父母と子どもの意識

にとって、大きなギャップをもつことをリースマ

ンは次のようにのべる。

「他人指向的な人間のおびただしいエネルギー

は、無限にひろがりつつある消費のフロンティア

に流れこんでゆく。内部指向型の人間のエネル

ギーがとめどもなく生産の領域に流れていったの

とそれは対照的だ。内部指向的な生活様式のなか

では、消費ということは大人にとっても、子供に

とっても、むしろ否定的にあつかわれる性質のも

のであった」。
(48)

内部指向的な人間は、全生涯を自分自身の性格

を生産に目をむけ仕事熱心な人間像であるが、他

人指向型の人生は、消費に目をむけて、人間関係

に関心を示すことをリースマンは次のようにのべ

る。

「他人指向型の人間にとってのフロンティアは

人々である。内部指向型の人間が仕事熱心であっ

たのと比べると、かれはいわば、人間熱心という

ことにでもなろうか。このようなわけで他人指向

型の人間にとっては仕事も楽しみも共に人間と関

係した活動として考えられる」。
(49)

他人指向的な人間は、自分自身を鍛えて生産的

に仕事熱心な内部指向的な人間とは反対に、消費

的で他人という人間に興味をもっていく。自分自

身が仕事を成し遂げて喜びを感じていくのではな

く、他人からの注目を集められるように、他人志

向的な人間の関係に重要性をもっていく。そこで

は、消費する人間が中心になっていくのである。

消費する人間は、大衆文化として、消費を意識的

に拡大していく作用をもたらしていく。集団への

適応が他人志向的な人間のなかで行われていく。

大衆文化のなかで消費拡大における他人指向的な

人間は、自分自身が他人からみせかけの自分とし

て演出していくのである。この大衆文化の消費の

拡大のなかでの他人志向的人間についてリースマ

ンは次のように自分自身を常に演出する人間から

逃れることができないとのべる。

「われわれは大衆文化がしばしば、消費を育て

る道具として使われているという事情をも考える

ことができよう。それは他人指向的な人間にとっ

て、もうひとつの重大な問題である。（さまざま

な意味であおれば、集団への適応という問題と同

じ問題なのかもしれない。）見かけに似合わず、

他人指向的な人間はしばしば自分自身から逃げ出

すことができないし、また豊かで、勝手きままな

ジェスチャーのもとに時間を浪費することができ

ない」。
(50)

他人志向的人間は、自分自身が常に他人との関

係で意識することで、日頃の行為は勝手きままの

ジェスチャーさえの時間の浪費を許さないとリー

スマンはのべる。他人指向型の人間は、自我のな

い人間になっているのである。さらに、消費的人

間が支配するなかで生産と消費の区別がつかなく

なっており、人間が本来的にもっている生産と消

費、仕事と余暇、集団の適応と個人の利害との関

係も理解できない人間になっていることことを

リースマンは次のようにのべる。

「他人指向的な人間は、自我のはっきりした核
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をもっていない。だから、自我から逃避するとい

うことは不可能なのだ。かれはさらに生産と消費

の間にはっきりしたけじめを持っていない。集団

への適応と個人的な利害との間にも、また仕事と

遊びとの間にもはっきりした境界線がないのであ

る」。
(51)

人間の生活のリズムのなかには、仕事をしてい

るときと、余暇の時間ははっきりと区別され、私

的な消費の世界と公的な仕事の世界との境界があ

り、そのことによって、生産と消費の生活循環と

時間のメリアリがあるのである。ところが、他人

指向的な人間の支配する大衆社会状況は、その生

活リズムの境界線がなくなっているのである。こ

こでは、自我のない消費する人間が支配的になっ

ていくのである。他人志向的な人間は孤独に耐え

られないゆえに、他人が常に気になるのである。

友達と一緒に映画をみていても悲しい場面で自分

がなくべきかどうかということが問題になってく

るとリースマンは次のようにのべる。「他人指向

的な女の子が友だちといっしょに映画を見に出か

けようとする。彼女は、映画を見ているあいだは

べつに、友だちと話しあう必要がない。だが、映

画をみながらも、ときどき次のような問題に直面

する。すなわち、悲しい場面で自分が泣くべき

か、否かといったような問題がそれだ。映画の進

行に伴って、それぞれの場面でどんなふうに反応

するのが望ましいのかといったようなことが気に

なる」。
(52)

映画を見に行っての場面ごとの感じ方は、まさ

に個人的な問題であるが、他人指向的な人間に

とって、個々人の感情を表すことですら他人が気

になるのである。他人指向的な人間が支配する大

衆文化では、感情の表出することさえも自由にな

らないのである。この他人指向型の人間は、孤独

な群衆の大衆文化現象のなかであらわれているの

であり、社会的孤立の基盤のなかでの自我が失わ

れていく現象なのである。

(3) 現代日本の孤立化現象と社会病理

－現代日本の自殺急増問題を中心として－

日本の自殺者は、戦前の1925年12249人、戦後

の初期の1947年122262人であり、戦前の水準とほ

ぼ同じであった。昭和30年には、22477人と上昇

し、高度経済成長の時期は、1965年14444人、

1970年15728人と減少した。それが、1975年19975

人、1980年20542人、1997年まで2万人代の自殺者

数を出していたが、1998年に32863人と急激に１

万人近く増大して、それ以降3万人台の自殺者を

数えている。この1998年以降に何が起きているの

か。

1991年のバブル崩壊後の失われた10年といわれ

る長期不況のなかで、1998年以降に自殺の激増と

いう新たに社会的問題が起きているのである。

1995年は２万人台への変化である。1998年を画

期に自殺者は３万人の大台にのるが、戦後の初期

に比べると約３倍の自殺者の増加である。自殺者

が1975年以降に２万人近くになり、1960年からの

１万人台の自殺者からの増大の画期になっている

が、1998年の増大の画期は、戦後の自殺者の数か

らみると全く経験したことのない自殺者の激増の

時期になったのである。

この時期に日本の社会が自殺者を生み出す社会

的条件が増えたことを意味するのではないか。こ

の問題の解明をすることは、こころの病理、生き

る意欲の病理ということから、現代日本における

社会病理の根本を明らかにすることになる。

統計的に1997年から1998年にかけて、自殺者が

増大していくのは、自殺が統計的にでやすい条件

もあったのであろうか。医師の死亡診断書や事故

の統計などの検討も必要である。社会的に自殺の

問題を真剣に考えていく状況がうまれてくれば、

従前にでてこなかった過労自殺や自殺以外の事故

として、処理されていたものが、統計的に自殺に

カウントされていくのである。

これらの問題も含めての社会的条件を歴史的視

点から解く課題がでてくる。日本人の民族性や日

本文化の特殊性からではなく、日本の社会的条件

から3万人を超える自殺者の増大を解いていくこ

とが必要になっている。この問題を前提にしての

日本人の民族的文化性との関係が必要になってく

るのである。2005年の統計では、32552人と３万

人を超え、自殺者の減少はみられていない。実

に、交通事故の死亡者6871人（2005年）の５倍の

数になっている。
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自殺の性差は、男性が圧倒的に高い数字を示し

ている。この性差をどのように理解していくの

か。表に示すように、40歳台と50歳台（男性6016

人、女性の自殺者は、男性は女性の４倍になって

いる。60歳以上男性7060人、女性3834人で約２

倍。30歳台男性3389人、女性1217人と約3倍弱。

自殺の増加の問題を考えていくうえで、中年層の

男性の問題が大きく浮かび上がってくる。

30歳台の男性の自殺者も女性の３倍弱であり、

戦後の新しい個人主義的価値が生まれている世代

である。伝統的な集団主義と家父長制の論理から

では説明できない。分業の発展によって、専門家

がすすみ、その専門的仕事も他との関わりが少な

くなっている。

パーソナルコンピュターの発達に、隣同士での

顔をみせながら声をかけあうことが少なくなって

いく。指示伝達もパソコンによって行われてい

く。日常の仕事において人間的に声をかけて意志

を伝えたり、顔がみえて表情とともに会話してい

く場面がパソコンに変わっていく。

仕事が孤独のなかで、自己の専門性のなかで、

自己のみの戦いとして行われていく。管理職や専

門職の分野では、その傾向が強く現れていく。孤

立した個人のなかで、精神的な病に陥っていく

個々の精神力も個人差があるのもいうまでもな

い。孤立した状況のなかで、すべてが、うつ病に

かかるとは限らない。精神力の個人差もある。そ

の個人差において、専門性からぬけでることがで

きない場合の孤立化は、自分の狭い世界に益々と

じこもっていく。広く社会をみて、高い教養性と

人格的識見をもっている場合は、その孤立性に打

ち勝つ力に寄与する。

自殺の現象は、孤立した苦悩する精神的な状況

のなかで生きる意欲を奪われたことである。家族

や友人などの親しい人間関係があることによっ

て、こころの苦悩をやわらげていく。また、精神

的なパニックを解ぎおこすことも可能になってい

く。自殺を抑止するためには、自分のこころをさ

らけだし、苦悩を共に考えてくれる信頼できる人

間関係があることが大切になっている。孤立した

人間関係が支配するなかでは、それは不可能に近

い。自分自身のこころの葛藤によって問題の解決

がせまられるているのである。デュルケムは、利

己的な生き方をすれば、自殺の危機にさらされる

ということを道徳教育論で次のようにのべる。

「人間は集団から離れれればはなれるほど、す

なわち利己的な生き方ををすればするほど、ます

ます自殺の危険にさらされる。自殺というのは、

既婚者よりも独身者に３倍も多く、子もちの夫婦

よりも子どものいない夫婦に２倍もあり、しか

も、子どものあるもののうちでは、子どもの数に

反比例して増加していくのであろう。……家族社

会の結合の密度と強度のいかんによって、人間の

生に対する執着は強くもなれば弱くもなる。人間

は、自己以外のものに意を用いることが多ければ

多いほど自殺の誘惑にうち克つことができるので

表(1) 自殺者の年齢別推移

1925 1947 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

総 数 12249 12262 16311 22477 20143 14444 15728 19975 20542 23383 20088 21420 30251 32109

20歳未満 1405 852 1312 2825 2280 852 757 857 654 538 428 489 547 568

20 歳 台 3068 2477 4453 8635 7144 3554 3541 4151 3146 2480 1993 2317 3071 3079

30 歳 台 　1619 1418 1953 2573 2435 2192 2529 3336 3663 3416 2373 2321 3457 4255

40 歳 台 1737 1530 1895 1991 1729 1465 1846 3168 3813 4884 3709 3785 4543 5060

50 歳 台 1577 1797 2124 2210 2144 1853 1946 2275 3036 4865 3956 4767 7849 8019

60歳以上 2528 4100 4464 4335 4430 4520 4983 6052 6059 7074 7543 7564 10519 10891
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ある」。
(53)

平成17年度の警察庁調べの自殺者の原因別・動

機別の割合は、表(3)に示す通りである。

表からみるとおり、最も自殺の原因・動機は健

康問題であり、次に経済生活問題となっている。

家族問題は10％、勤務問題は６％と大きな比率を

示していない。男性の方が健康問題や経済生活問

題に対して、生きていく意欲の力が弱いのであろ

うか。深刻に悩むのは、男性ばかりではなく、女

性も同じように健康問題や経済生活問題をかかえ

れば深刻な生死の問題に直面するのであるが、男

性の方が、生き抜く意欲の力が弱いということが

統計から推察することができる。原因・動機別の

割合は、現実は複雑な要因が絡んで自殺へとむ

かっていくとみられる。

歴史的に年齢別の自殺者の推移をみれば、20歳

未満の自殺者は、戦前に比較すると激減してい

る。1925年当時、20歳未満の自殺者は1405人で

あったが、1955年2823人と増大し、1965年で852

人、1980年652人、1985年534人と、その後も500

人台となる。自殺者全体のなかで20歳未満の自殺

の比率は著しく低下するのである。

1955年に2万人以上の自殺者をだしているが、

このときは、20歳未満825人と20歳台8635人と若

者自殺が半数以上と大きな比重を占めていた。こ

の当時は若者の自殺が大きな社会問題でもあった

のである。1955年当時の若者に対する家族や社会

の期待も強く、自己の将来が単に自分だけのもと

して、写っていなかった。このことが、自殺を増

大させる理由のひとつになっていた。

現代は、自分の将来は、自分だけのこととし

て、自分のやりたい仕事がみつからなければ自分

探しとしての余裕が認められる時代になってい

る。このことが、将来への不安のストレスを少な

くしている。青年期に将来への仕事を型にはめこ

む職業教育的指導は、青年にストレスを増大させ

ていく。

たとえば、現代の国立大学の教育学部のように

教員になれる道が少ないのにもかかわらず、学生

に対しての徹底した教職への訓練は、自殺者の可

能性の要因をつくりだす。まじめに対応した学生

ほどストレスと絶望においやられるのである。し

かし、社会全体が若者の進路に対しておおろかに

なっていることが彼らを救っているのである。教

育学部の学生の多くがアルバイトを経験して、社

会との関係をもっていることも救いのひとつに

なっている。

20歳台の自殺者は1980年には3146人、1985年

2480人、自殺者が３万人台になっていく時期に

3071人と３千人台に入る。これとは対照的に50歳

台の中年層は、若者が自殺者の半数以上を占めて

いた1955年の時期は、2210人であったが、1985年

4865人、2000年7849人、2005年8019人と自殺者を

多く出す年齢層になっていく。社会的に第一戦で

表(2) 平成17年自殺者の男女別実数 警察庁調べ

表(3) 自殺の原因別比率 平成17年度警視庁調べ

男 性 女 性

60歳以上 7,060人 3,834人

50歳台 6,016人 1,570人

40歳台 4,120人 1,088人

30歳台 3,389人 1,217人

20歳台 2,357人 1,052人

20歳未満 382人 226人

不明 216人 25人

健康問題 経済生活問題 家族問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他・不詳

４０％ ３１％ １０％ ６％ ３％ １％ ９％
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働いている年齢層に多くの自殺者がでているのが

1990年代後半からの自殺者の増大の特徴である。

1955年同時と比べれば、医学の進歩もあり、健康

に気をつけるようになった現代に、平均寿命がの

びている時代で、50歳台に、比較的に社会的にみ

れば、肉体的に十分に若い体力をもちうる時代に

なっている。肉体的な健康問題以上に、孤立化の

なかで精神的な問題が重くのしかかり、こころの

病が増大しているとみられるのが現代である。50

歳台の方が若者世代に比べて、生きる意欲が失っ

ているものが多くなっているのである。

60歳以上の自殺のなかには、健康の問題が大き

くかかわってくる。中年層の自殺者は、一家や会

社などの経済生活の問題の苦しみのなかで自らの

死を選択している。ここには、個人的な苦しみが

家族や会社、地域の問題などの責任をかかえての

問題が潜んでいるのである。

中年男性の自殺が1998年以降の自殺増大をひ

ぱっている大きな要因になっている。下記の表

(4)は、1994年から2003年までの厚生労働省統計

の中年男性層に焦点をあててまとめたものであ

る。

40歳未満と75歳以上は、平均値の自殺率を割っ

ているが、40歳から65歳未満の層に自殺率が高く

出ているのである。98年に自殺率が大きく跳ね上

がり、50台の前半の男性は98年に65.8とそれ以前

の97年の45.0から急上昇。また、50台後半は、97

年の47.0から70.2と跳ね上がっている。この年齢

層は、その後も70台の高率の自殺率である。この

時期になぜ。中年層の男性の自殺率が急激にあ

表(4) 94年以降の中年層男性の自殺率の推移 厚生省調べ

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

男 性 23.1 23.4 24.3 26.0 36.5 36.5 35.2 34.2 35.2 38.0

女 性 10.9 11.3 11.5 11.9 14.7 14.1 13.4 12.9 12.8 13.5

男 性

40～44歳
25.3 26.0 26.0 28.4 37.5 38.9 36.8 39.4 42.3 49.0

男 性

45～49歳
31.7 31.4 33.1 35.0 50.4 51.4 49.0 45.5 49.6 56.3

男 性

50歳～54歳
39.8 41.7 44.0 45.0 65.8 62.1 59.5 57.9 62.3 66.0

男 性

55～59歳
40.9 41.1 42.7 47.0 70.2 72.6 72.5 67.1 71.0 71.1

男 性

60～64歳
36.8 37.1 40.6 43.4 62.1 57.9 58.2 56.7 57.9 58.4

男 性

65～69歳
28.2 28.9 31.9 34.4 53.3 50.4 48.1 47.8 47.4 49.4

男 性

70～74歳
32.2 32.7 33.3 36.4 42.4 40.6 41.2 41.9 36.8 39.5



鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要 第18巻（2008）

－ 84 －

がったのか。

産業大分類からみると第１次産業に自殺率が高

くでている。男性で実に63.6である。第２次産業

と第３次産業では高くでていない。農林漁業をめ

ぐる状況が自殺者を多くだしているのである。農

林漁業では自殺者が生み出されやすい経営状況が

でているのである。また、職業のない層も自殺の

高さを示している。

職業分類で無職の人は70.8と高率である。この

数字は、60歳以上の自殺率を大きく上回ってい

る。定年退職後の無職者も自殺のなかに含まれて

いるが、もっと深刻な問題は、50歳台のリストラ

された無職者の自殺者の問題がある。

必死に働いていた農民や勤労者が、予測もつか

ない出荷先、金融業者から、また、上司から恣意

的に生き甲斐にしていた仕事を一方的に奪われ、

絶望につきおとされることが現代社会の官僚主義

のなかで起きる。最も深刻な問題は、本人の意志

が全く関与していなくて、突然として文書で何の

説明もなく、一方的に配置転換や職をはずされる

ことがある。90年代後半以前ではなかった専門的

な仕事の分野や大学でも平然と理由も知らされず

に、自己の仕事の生き甲斐が奪われていくのであ

る。トップダウン方式の支配の恣意性が働く人々

の心を苦しめているのである。仕事を奪われたと

きのシュックは、自分の仕事を生き甲斐にしてき

た人にとって、人格そのもの否定になり、生きる

人生を断ち切られた精神状況になる。その人が趣

味をもっていたり、幅の広い教養をもって進路の

選択を柔軟にできれば、問題が深刻に進んでいか

ないが、相談もなく一方的に行われていくこと

は、こころの準備もなく精神的なパニックに陥る

場合が少なくない。ここには、仕事に対する参加

民主主義の問題が大きく横たわっているのであ

る。また、大局的にみれば日本の生産性を低下さ

せ、上司やうえにたつ人の気遣いが多大になり、

創造活動や協働分野の働く人々の意欲を奪い、支

配欲、権力欲が幅をきかせ、エリート層を中心と

する社会的退廃現象を生み出していくのである。

1991年以降はバブル崩壊によって、失われた10

年というほどに長引く不況にみまわれていく。90

年代前半は、自殺率が急激に増えたわけではな

い。98年以降に３万人台と急激に増えた。その後

ずっと３万台の自殺者が続いていくのである。98

年を境にして何が起きたのか。生きる意欲を奪っ

ていく自殺を急増させた社会的要因はなにか。

98年を境にして、消費税の値上げによる消費不

況、医療費の大幅値上げによる社会保障の切り捨

て、とくに貧困層の福祉に対する国民的不安の増

大。その後の格差社会の拍車がかかる。北海道拓

殖銀行、山一証券などの大手の金融機関の倒産に

よる金融危機の到来。中小企業への貸し渋りの増

大。借金のとりたての強化が行われた時期であ

る。

95年のＷＴＯの発足による経済のグローバル化

が一層に進み、海外への安価な労働力を求めて産

業の空洞化とリストラが行われていく。農業分野

では、多国籍のアグリビジネスによる農産物市場

の自由化で日本の農業危機も進行し、農産物価格

の乱高下のなかで倒産していく農業経営者も増え

ていく。農業経営が厳しくなるなかで、農業生産

力を担っている専業の農家も苦しくなって、離農

していくのもめずらすくない。農村の過疎化も進

行していく。集落自体が高齢化して、地域の生活

機能が消えていく。一人暮らしのお年寄りも増え

ていく。農村での高齢者の孤独化がすすむ。

都市では、自己裁量労働、自己の目標管理とい

うことで、自己責任制と自己統制による能力主義

管理が強調されて、絶え間ない労働延長が自己の

意志として展開され、成果が得られないことに対

するストレスが増えていくのである。

このような、あたらな社会経済状態の構造的な

変化のなかで、個々の孤立化が進み、自殺率が著

しく増大していくのである。単に社会経済の構造

的変化ということではなく、重視すべきは、それ

を基盤にしての孤立化の進行とストレスの増大と

いういうことである。孤立化に対する連帯の形

成、コミュニティの形成、ストレスに伴う社会的

な神経症、社会的な鬱症状などをみていくことが

求められている。98年以降の自殺率の急激な増加

は、以上のことを背景にして、個々のケースに即

して具体的に、その抑止の対策を考えていく必要

がある。
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配偶者があるかどうかでも自殺率の違いがはっ

きりとあらわれてくる。自殺率が急激に増大して

いる50歳台で、未婚者123.1と既婚者47.5と大き

な違いがある。死別者155.2、離別者260.0と配偶

者を失った男性の自殺が極めて高くなることを示

している。男性は配偶者を死別や離別によりなく

表(5) 平成12年 職業分類別自殺率 厚生省調べ

表(6) 平成12年産業大分類別自殺率 厚生省調べ

男 性 ・ 実 数 男性・自殺率 女 性 ・ 実 数 女性・自殺率

総 数 22048人 42.3 8643人 8.9

就 業 者 総 数 12146 32.9 2260 8.9

専門的・技術 1679 35.6 247 6.7

管 理 的 671 42.3 64 32.3

事 務 的 892 19.7 271 3.6

サ ー ビ ス 988 51.1 302 8.5

保 安 230 24.3 11 21.6

農 林 漁 業 975 54.2 237 17.6

運 輸 ・ 通 信 754 35.2 30 27.9

生産工程・労務 2086 16.2 182 3.4

分 類 不 能 2648 － 704 －

無 職 9902 70.8 6383 21.9

男 性 ・ 実 数 男性・自殺率 女 性 ・ 実 数 女性・自殺率

総 数 22048人 42.3 8643人 8.9

就 業 者 総 数 12146 32.9 2260 8.9

専門的・技術 1679 35.6 247 6.7

管 理 的 671 42.3 64 32.3

事 務 的 892 19.7 271 3.6

サ ー ビ ス 988 51.1 302 8.5

保 安 230 24.3 11 21.6

農 林 漁 業 975 54.2 237 17.6

運 輸 ・ 通 信 754 35.2 30 27.9

生産工程・労務 2086 16.2 182 3.4

分 類 不 能 2648 － 704 －

無 職 9902 70.8 6383 21.9
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すことによって、自殺の抑止力が極めて低くなる

のである。女性も男性ほどに数字は大きくない

が、同じように、50歳台をみてみると既婚者

13.6、未婚者37.1と大きな違いをみせている。死

別者25.9、離別者40.0と男性ほど死別者と離別者

の自殺率を高くしていない。女性は、配偶者がい

ることによっての違いはみられなく、配偶者の存

在は、自殺の抑止力が高くないようにみえるので

ある。

男性にとって、配偶者がいることが自殺の抑止

力になっているというが、妻の側からみれば、日

本の男性は仕事人間として家族をかえりみなく

て、家庭のことは妻にまかせることが強いという

ことで、自分が夫の自殺への抑止力をもっている

とは気がつかない場合も少なくない。生き甲斐を

求めて、仕事をする女性も増え、地域の社会的な

活動に精をだす女性も多くなっている。女性の社

会的な進出がすすむ現代社会である。女性たち

は、男性と同様に人間関係のトラブルやリスト

ラ、仕事先での裏切りという厳しい仕事の場、夫

にも裏切られ、子どもを連れて母子家庭になって

いくこともある。しかし、男性ほど死を急ぐ女性

が少なく、たくましく生きていく。

夫は自分の会社の悩みや、仕事の行き詰まり、

仕事での人間関係のこじれなど、妻に相談するこ

とが少ない。家族もちの中年の男性にとって、家

族を自分が支えていると思うことが生き甲斐にな

り、どんなにつらいことでも家族を思いながら仕

事に励むことも否定できない。

また、日常的実際に十分なコミュニケーション

がなくても、家族の存在が心の安らぎになってい

る場合も少なくない。離別による配偶者のいない

男性にとっての自殺率は、既婚男性の5．5倍以上

になっているが、ここには、離別男性の孤独感の

強さが、生きる意欲の喪失作用に働いているので

ある。

表(7) 平成12年の配偶者有無による年齢別自殺率 厚生省調べ

男 性 女 性

男総数 20歳台 30歳台 40歳台 50歳台
60歳

以上
女総数 20歳台 30歳台 40歳台 50歳台

60歳

以上

総数 41.6 23.4 30.9 43.4 65.5 50.4 15.6 10.7 10.6 11.4 17.3 24.0

有配 34.0 9.3 16.1 28.8 47.5 39.6 11.9 5.3 7.1 8.6 13.6 17.9

未婚 36.1 25.4 46.5 76.6 123.1 130.4 13.0 12.2 17.9 27.5 37.1 30.9

死別 101.6 － － 113.1 155.2 93.5 30.6 － － 17.2 25.9 31.1

離別 209.0 167.0 177.9 193.0 260.0 183.7 34.6 38.6 30.2 27.3 40.0 37.0

平成12年の人口比率から、10万人に対する自殺

者の割合を都道府県ごとに、男性に焦点をあてて

みると、高い地域は、秋田県47.2、岩手41.0、青

森県36.0、北海道36.0新潟県39.1、島根県41.1、

佐賀県36.3、長崎県35.1。鹿児島県36.4、沖縄県

42.4などと農村部を多くかかえる県で高い比率を

示している。男性全体では、30.7である。

自殺率が全国平均よいも低い都道府県は、埼玉

県25.2、千葉県27.7、東京都28.2、神奈川県

26.1、石川県27.7、福井県27.6、岐阜県28.5、静

岡県26.1、愛知県26.2、三重県25.9、滋賀県

27.7、奈良県23.2、岡山県23.2、広島県26.9、徳

島県24.5となっている。

大都市をかかえる首都県や愛知県などの東海道

地域では、自殺率が低くなっている。大阪は、

33.1と平均を上回っている。京都32.2、福岡33.8

と大都市をかかえている都道府県の地域が自殺率

を低くしているとは限らない。
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また、農村部をかかえる県でも石川県や福井

県、徳島県で低くしている。徳島県の同じ瀬戸内

海の隣り合わせている香川県は32.4と全国平均を

上回っている。現代における農村での自殺率の増

大をどのように理解するのか。

現代農村は、地域の相互扶助的な機能を果たし

ているのであろうか。伝統的に農村では、村落共

同体的機能によって、地域の相互扶助的暮らしが

保障されていたのである。ところが、この機能が

過疎化などによって、急速に衰えていく。農村の

住民は地域の相互扶助のなかで暮らすライフスタ

イルで、個人として孤立のなかで生きる精神力の

形成は十分に歴史的につくられてこなかった。

また、小学校を中心にして、運動会などを典型

にみるように地域行事と学校行事が重なり、お年

寄り達が子どもの輪のなかにはいっていく。総合

的学習の時間の導入などでお年寄りから学ぶ授業

やお年寄りとのふれあい活動が進んでいったが、

児童数の減少によって、学校の統廃合なども行わ

れて、地域のなかでの文化的センター機能も消え

ていったのである。農村の住民の孤立化が進んで

いったのである。

この状況のなかで、グローバル化した農産物市

場が形成され、多国籍のアグリビジネスのなかに

日本の農業は翻弄されていく。95年のＷＴＯの発

足は、それに拍車をかけたのである。家族経営の

農民にとって、多国籍のアグルビジネスに対する

抵抗力も弱い。伝統的に農村の相互扶助機能や共

同体的閉鎖意識、小生産者的、小所有者的な経営

感覚からのライフスタイルは、都市の勤労者と

違って、農民の自殺問題を考えていくうえで重要

である。

農民は、経営の困難性からの挫折意識も強く働

いていく。都市の勤労者に比べての挫折感が強く

働き、目的意識的に粘り強く、連帯して困難性を

解決していことする意識も弱いのである。農業経

営の倒産や社会保障の切り捨ては、農民の生きる

意欲を減退させて、破滅的になりやすい精神状況

を作り出しやすい。農民が都市の勤労市民と連帯

して、困難性を打開するために自立して主体的に

生きていく努力は、現代農村の厳しい農業経営状

況のなかで大切なことである。現実を理性的に認

識して、その問題に立ち向かっていく集合的行為

が求められていく。単に対処療法的心理療法のこ

ころのケアだけではなく、未来にむかって生きる

理性からの自律性へのこころのケアが必要になっ

ている。デュルケムは、集合的理想に献身する意

識形成の目的性を自立した市民としての道徳教育

にとって大きな意義をもっていることを次のよう

にのべる。

「規則に敬うにせよ、あるいは、集合的理想に

献身するにせよ明確な意識こそ、われわれは行為

の理由について従うかぎり明確にしてかつ完全な

意識をもたねばならない。なぜなら、かかる明確

な意識こそ、今後公衆の意識が、真に、そして完

全に道徳的なすべての存在に対して等しく要求す

る自律性を、われわれの行為の上に付与してくれ

るものだからである」。(54)

公衆の意識をもつことこそ、人間的に自律性を

もっていくことであり、未来にむかっての理性的

行為になっていくものであり、市民的道徳教育こ

そ、集合的理想に献身する明確な意識であるので

ある。自殺の危機から人々を救っていくことは、

孤立した意識から共生的な人間関係をつくりだし

て、明日にむかっての人間的な集合的行為を引き

出していくことである。

この明日にむかっての人間的集合的行為は、家

族や友人、さらに、地域や職場の絆からの市民的

道徳が生きる道をあたえてくれるのである。孤立

的な条件に陥りやすい家族、地域、職場が自殺の

危機に陥りやすいのである。農村の過疎化や閉鎖

しがちな農民的経営、管理職、核家族化した高齢

者世帯などは、孤立しやすい条件をもっている。

この条件に対しての意識的な人間的集合的行為の

営みが求められていえよう。
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第３章 分業の発展による官僚制と参画

民主主義

(1) 現代社会と官僚制

１ 現代的視点からの資本主義発展と官僚制の

分析

官僚制は、組織における恣意性と非効率の非近

代性からみれば、進歩的な側面もあることを見落

としてはならない。歴史的に近代化というなか

で、行政、企業をはじめ社会組織の合理性、正確

性、迅速性の側面がある。法による社会的ルール

の秩序を行政指導し、治安を維持し、社会的サー

ビスを公正と公平の基準によって合理的に執行し

ていくのも官僚組織の役割である。

福祉や教育の行政サービスは、もちろんのこ

と、様々な行政機能を発揮していくためには、財

源がなければ実行できないことはいうまでもな

い。税の徴収は、国民への社会保障的行政サービ

スをとおして、国家の所得配分の役割をもち、市

場経済から生み出される所得格差の是正として、

大きな意味をもっているのである。

税徴収の官僚組織は、国家の国民のサービス機

能を維持していくために、法のルールから厳正に

公正と公平の原理から執行していくにも重要性を

もっている。税の徴収は、国民の側からみれば嫌

われる行政業務である。税金の滞納問題は、個々

のケースごとに滞納者の生活問題と深くかかわっ

ていることは否定できないが、十分に支払い能力

があっても自己利益のために、脱税や滞納をする

ケースも少なくない。

住民との顔のみえる市町村自治体の税徴収で

は、知り合いとのトラブルを避けるために、有力

者からの気兼ねから踏み込んで法のルールにした

がって執行することは難しいケースが少なくな

い。不祥事についても、よくしっている担当者周

辺からの内部告発は、日常的な人間関係をまずく

したくないということで、行われることはめった

にない。職場に問題があっても黙って耐えていく

ということが人間関係が密なところでは起きやす

い。

許認可行政や行政指導が、財政と伴って、実施

する場合が少なくないが、財政誘導が、分業化さ

れた個々の官僚によって、権限が集中した場合

は、官僚制の非合理性へて転化していくのであ

る。

ここには、独断と横暴な個人による恣意性が幅

をきかしていくのである。分業的な業務が進んで

いけばいくほど、特定の分野の執行に少数者のな

かに権限が集中し、恣意性が生み出される可能性

が大きくなる。法令遵守と文書・伝票による業務

の遂行や人間関係の情を廃し、公平と公正から正

確性、迅速性の官僚制組織の合理的な原理は、恣

意性からの汚職や横領などの不祥事を排除してい

くうえで、大きな意味をもっているのである。

しかし、官僚制ということばのイメージはマイ

ナス面が強い。それは、現代の官僚制が非人間的

な現実にそぐわない機械的な対応をするのが一般

的にみられるからである。

マニュアル化と法令遵守は、明らかに異なる。

法令遵守を現実に即して、具体的に応用していく

ことは現代の法治国家では求められているのであ

るが、具体的な対応が細かにマニュアル化して、

その応用問題を軽視していることがみられるので

ある。

日本の近代化は、国民参加という下からの民主

主義的経験が統治の側面から極めて弱かったの

が、法令遵守の機械的対応、マニュアルが進行し

ているのである。これは、官僚組織の行政指導の

安易性であり、官僚の応用問題への思考停止現象

である。

日本では、伝統的な村落共同体や町内会での地

縁的住民組織は、近代的な民主主義のための統治

組織として発展することは極めて弱かった歴史性

をもっている。むしろ、伝統的な地縁的住民組織

は、一部の例外の萌芽的市民自治の運きを除い

て、行政の末端機構の下請け組織として機能して

きた。それは、日本近代化の行政施策の国民的浸

透の住民組織機能にもなったのである。それは、

住民への教化としての社会組織として伝統的な地

縁組織が機能したのである。

そこでは、旧慣温存政策として封建的な地縁組

織を残存させて、絶対主義国家体制の国民動員に

利用したのである。この典型に、地勢的な軍事基

地の戦略から沖縄県は、旧慣温存政策が積極的に

行われた。沖縄は封建的な間切・シマ制度が強固
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に残されたのである。近代的な地方制度からとり

のこされていったのでる。住民自治的な統治より

も、旧慣の封建的なノロ支配の地域感情、琉球王

府の地域神と結合した権威を利用しての中央集権

的な統治の側面が日本近代化過程のなかで進行し

たのである。

法による支配は、中央集権的国家体制のためで

あり、住民の権利のための法の機能は発展できな

かった。官僚制は、法による支配の発展のなかで

一層に整備されていった。封建的支配における恣

意的な統治は後退して、近代的な中央集権的な法

の支配になっていくのである。

官僚制のための法の支配は、効率的な行政遂行

のため、詳細に文書主義が徹底され、行政遂行の

ためのマニュアル化が進んでいくのである。これ

は、実際の生活や複雑な現場での対応からではな

く、効率的な行政遂行の論理からである。

通達指導行政命令は、省庁、部署ごとに分業化

されていく。そこでは、縦割り行政が基本であ

り、現実の生活場面などの連携性や柔軟性は、問

題にされていかない。行政の機械的な画一化が起

きるのである。

資本主義の発展によって、企業も強大化してい

き、企業自身の官僚制も問題になっていく。企業

は、市場経済のなかで行政とは別の論理で、正確

性、迅速性、継続性を求められるのはいうまでも

ない。コンピュターの発達は、正確性、迅速性、

データーの膨大な保存と機敏な運用性を可能にし

たのである。官僚制は、企業の合理性と効率性に

有効性をもっていく。

しかし、企業にとって、決定的なマイナスは、

市場での顧客との関係で機械的な画一性である。

顧客に満足がなければ商品は買ってもらえないと

いうことである。市場をとおして商品の使用的な

価値がはじめて現実味をもつのである。さらに、

持続的に顧客になってもらうためには、商品のな

かにある人間的文化性をとおして、人間的信頼性

をもってもらうことであり、それは、企業の人間

的文化性を反映するものである。

官僚制は、業務の合理性、効率性をもっている

一方で、機械的な画一性により、現実の市場、顧

客の満足度や信頼性から遊離していく側面がある

のである。まさに、企業の社会的基盤である市場

での柔軟な機能を奪っていくのである。

世界大恐慌を経て、資本主義の矛盾があらわに

なり、その克服として、国家財政の規模の増大、

国家の金融管理政策、国家の許認可の強化がされ

た。そして、経済の無政府性の緩和など国家の経

済活動に関することが肥大化した。このなかで、

官僚機構は、さらに巨大になっていった。行政機

構の管理も緻密になり、業務も増え、組織も複雑

に強大化していく。自由市場的な競争社会とは異

なって、財政規模も大きくなることによって、行

政と独占的巨大資本との関係は強化されていく。

自由市場は、競争原理から国家と独占資本によ

る癒着ということが護送船団を形成していく。こ

こで、独占的企業の支配力は、国民経済に重くの

しかかり、経済的民主主義の課題が生まれてい

く。国家と独占企業の癒着は、市場の自由性、イ

ノベーションの活性化、法令遵守主義の合理性か

ら離れて国家と独占企業の両方に退廃現象が生ま

れていくのである。新商品の開発、市場への新規

開拓、起業おこしなどのイノベーションが、この

癒着構造の官僚制のもとで後退していく。

官僚制の行政業務遂行は、集権的なこの通達指

導のなかで実施されていくのである。官僚制は、

支配の恣意性から合理的な支配という側面と、合

理性が分業化され、現実の多元的社会、格差社会

の進行という複雑の状況から一層分離していく側

面がある。この結果、人間性を無視した機械的な

側面をもっていく。国民が参画していくという民

主主義の発展のないところでは、合理性が権力的

支配の継続になる。それは、国民の幸福、国民の

権利の統治という側面から遠ざかっていく場合が

多い。

現代の大きな社会矛盾のひとつに、官僚制の非

人間性の問題がある。官僚制は、人間の尊厳を奪

い、貧困化を促進し、人間の社会を血の通わない

ものにしていく。現代社会において、人間らしく

生きていくための社会組織への脱皮は重要な課題

である。官僚制は、分業の発展による専門性がマ

ニュアル化され、一層に非人間化していく。

それは、現実の生活状況や生産の現場から乖離

していくことを特徴としている。官僚制は、専門
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化させられた管理システムが文書主義による指示

命令と点検評価が行われる。現実の社会は、変化

していき、複雑である。そこには、総合的視点の

臨機応変性が求められている。細かにされたマニ

アルは適応不能であり、人間的対応を機械化して

いくのである。

現代の官僚制は、国家財政が膨大になり、財

政誘導を伴っての官僚制支配装置がつくられてい

ることを特徴としている。そこには、官僚制支配

の社会病理としての合法的な法令主義による官僚

制の支配装置から金権的な汚職や談合、公費の目

的外使用などパワーエリート層の退廃構造が生み

出されていくのである。ここで、あらためて、社

会的病理現象としての官僚の退廃と、官僚制の

もっている本質的原理を考えていくことは重要な

ことである。

つまり、官僚制の近代社会における合法的支配

装置のもつ歴史的進歩性と、官僚制の社会病理と

してのエリートの退廃問題とは区別する必要があ

るからである。そして、行政組織それ自身の合理

的な機能は、近代国家の発展によって、不可欠で

あり、そこに行政の民主主義的組織のあり方が問

題になっていくのである。

この行政の民主主義的あり方として、市民に目

をむけて、市民と共に歩むということで、市民参

画の行政の構築が必要になっている。行政の官吏

がもつ組織運営の専門性と市民参加の関係をどの

ように統一していくか。市民の側からは、学習権

の保障による学びながらの行政の参画が必要であ

る。また、同時に官僚制の病理現象を克服してい

くうえで、政治主導性が大切であるが、その際

に、議会制民主主義と直接民主主義の発揮が求め

られている。

直接民主主義は、日常生活圏での暮らしのみえ

る行政への市民参画の意味から大切なことであ

り、議会は、法や条例の設定や政策決定において

重要な役割をもっており、行政の機械的な官僚制

や行政の退廃を市民的見地から見張る機能をもっ

ているのである。行政官吏は、議会のチックを受

けながら、政策決定への関与を専門官として発揮

する役割をもっているが、国民との関係をもつ視

点には、専門性ばかりではなく、現実をみれる柔

軟性と広い教養性をもっていることが不可欠であ

る。

２ 官僚制の発展によるエリート退廃

－Ｇ．Ｗ．ミルズのパワーエリートの退廃論の

検討をとおしてー

官僚制の発展はエリート層を退廃させていく

構造をもっている。ミルズは、「パワーエリー

ト」のなかで、資本主義が高度に発展して、大衆

社会になることによって、エリート層の不道徳性

が蔓延していくことを次のようにのべている。

「上層部の不道徳性は、アメリカのエリートの構

造的的特徴である。また、上層部の不道徳性の蔓

延は、大衆社会の本質的特徴の一つである」
(1)

エリート層の退廃は、資本主義の高度に発展し

た大衆社会状況という構造的な問題であるという

のがミルズの主張である。大衆社会は、消費が先

行する社会であり、消費される大衆は群衆として

ふるまう。そして、重大なことは、消費される大

衆は、自己の欲望のみが肥大化する。このことに

よって、他人のこと、社会のことは無関心にな

る。個々はいかなる道徳価値も受け入れなくなる

傾向に走るのである。大衆は、群衆として振る舞

い、イメージ化された劇場型の指導者にあごがれ

をもっていくのである。

社会的リーダーは、芸能界やマスコミにでてく

るスターと同じである。そこには、理念や信条は

問題ではなく、シンボル化されたスターが大切に

なってくる。ミルズは、公衆の政治的無関心、道

徳的無防備状況ということを次のようにのべる。

「大衆はいかなる道徳規準も拒みはしない。し

かし、いかなる道徳規準も受け入れないのであ

る、個人としてのかれは、道徳的無防備状態にあ

り、集団としては、政治的無関心である。今日、

「公衆」の道徳混乱ということがいわれるが、そ

の意味は、このなんらかの金のある生活の追求が

支配的価値であり、その価値に比べて他の価値基

準は衰退するにつれて、人々は、道徳など度外視

して、容易に手に入れる金と手っとり早い財産を

つくりだすことに熱中する」。
(2)

現代社会のアメリカの価値基準をあえていえ

ば、それは文化や哲学、思想に裏付けられた価値
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観ではなく、金持ちになる拝金主義の価値観だと

いうことがミルズの見方である。つまり、成功の

価値基準は金もちになることであり、それ以外に

は関心をもたないと考えたのである。

消費を優先する大衆化した社会のなかで、多く

の人々は金を得ることが最大の関心事になる。権

力者や社会的権威にあるエリートは、自己の地位

を最大限に金を得る手段として利用するのであ

る。個々の社会的にもっている貢献的役割や道徳

的価値など問題にならないのである。

この大衆化した社会は、なんでも手に入れるこ

との消費が大きな眼目になる。自己の支配や社会

的地位は、貨幣蓄積への欲望の手段である。そこ

には、生産のための資本の蓄積欲ではなく、消費

のための肥大化した金銭欲である。資本主義の初

期の発展段階の生産に熱中し、消費を倹約する産

業資本の姿の段階とは明らかに異なるのである。

さらに、社会的秩序も貨幣獲得欲望のなかで、

個々が動き、そのための阻害要因になる法律は、

いかにしてくぐり抜けることができるのかという

関心が幅をきかす。ミルズはこの問題について、

次のようにのべる。

「上層グループと中間層が抜け目のない法律く

ぐりの網の目をつくっていると一般に信ぜられて

いるような社会では、内的な道徳的感覚をもった

人間がつくり出されるはずがない。すなわち、

まったく便宜的風潮に侵された社会は、良心を

もった人間などつくりえない。金を絶対的な価値

とし、金儲けだけを成功と考え、金銭的失敗を

もっとも重要な悪徳と考える社会は、抜け目のな

い投機者といかがわしい取引をつくり出す」。
(3)

社会的良心よりも金もうけが絶対的な価値をも

つ社会であるから法律を守ることの道徳的価値

は、つくりだせない。また、生産的なイノベー

ション的発想も遠くなっていく。てっとり早く金

儲けができかどうかかが大きな関心になり、社会

が創造的ではなく、投機的になっていく。従っ

て、社会的正義や法にそっての公平な取引ではな

く、お互いのだましあい的投機と良心のない取引

が平然的と法の網の目をくぐって行われるのであ

る。むしろ、金銭的失敗がかれらにとっての悪徳

なのである。

大衆化社会以前のかつてのアメリカのエリート

は、国家と国民、社会的正義、公平や公正、人間

の自由と平等、社会的貢献は、重大な関心でも

あった。官僚層は、文化人であるために絶えざる

学習をし、知的に自分たちを鍛えていた。エリー

ト層と文化人は結合していたのである。しかし、

現代の大衆化した社会でのエリートは、文化人と

いえるものがいなくなった。専門家された知識は

あっても文化人としての教養人ではない。この問

題について、ミルズは次のように語る。

「かつてのアメリカは実務家は同時に文化人で

あった。すなわち、相当な程度にまで、権力のエ

リートと文化とは合致していた。………20世紀中

葉の今日のアメリカのエリートは、いかなる納得

できる根拠にもとづいても、とにかく文化的エ

リートと考える人々はまったくない。あるいは、

感受性を備えた教養人でさえない。支配グループ

の内部では、知識と権力とはほんとうに結合され

ていない。また、知識人が権力者たちのグループ

と接触をもつにいたるばあいもあるが、そのさい

にも、知識人は、対等の人間としてではなく、雇

人としての立場に立っているのである」。
(4)

なぜ、アメリカのエリート層は、文化人ではな

くなったのか。自己の行政の社会的位置を教養を

もってなぜ考えることをしなくなったのか。官僚

の昇任が分業的な職務が進行し、業務の効率性と

迅速性を求められた。仕事のなかに総合的に社会

のなかで考えて、実際の仕事が社会や地域のなか

で考える機能がなくなったことを見落としてはな

らない。当面は実利的な業務遂行的なことが多く

の関心になる。

マニュアルや方法の関心が強くなり、自己の仕

事の社会的役割、自己の仕事における国民との実

際生活との関連、自己の仕事と人間性などを考え

ていくことがなくなったのである。業務遂行以外

は余計な仕事観になっていく。

そこでは、自己の仕事の社会的責任性というこ

とは問題にならなく、仕事の自律的な精神などは

ない。業務を遂行していくという機械的な作業し

か頭がまわらない。仕事のマニアルどおりにこな

すことがかれらの関心になる。現実に対応するこ

とや責任が自己にかかる余計な仕事は一切排除す
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るのである。

ミルズは、マニアル人間の官僚制から克服する

には、精神の自律であることを強調し、とくに、

知識人は、権力から独立し、公衆に知識人として

働きかけることが民主主義の形成にとって、重要

であることを強調する。このためには、それを受

け入れる自由な精神をもっている公衆の存在が前

提であるとのべている。権力は、自由な知識ある

公衆とのかかわりをもつことによって、民主主義

的な機能が果たされるのであることことをミルズ

は次のようにのべる。

「精神が、自律的基礎をもち、権力から独立し、

しかも権力にたいして強力に働きかけうる関係に

たつとき、始めて、精神は、人間関係の形成にそ

の力を及ぼしうる。民主主義的な形でこれが可能

となるのは、自由な知識ある公衆が存在し、知識

人はその公衆に働きかけ、権力者はそれにたいし

て真に責任を負うばあいにおいてのみである」。
(5)

政治家たちや顧問グループの知的教養の欠如ば

かりではなく、公共的精神を欠いていることが、

最も恐ろしいことである。政治家は公共精神が前

提になって、自らの仕事がはじまるのである。政

治家は自己利益からはじまるのであれば、政治の

公平性や社会的正義が果たされない。したがっ

て、政治家に常に要求されることは、公共の精神

なのである。ミルズは、現代の政治家は公共的精

神を欠いていることを次のようにのべる。

「政治家たちとその顧問グループの知的教養の

欠如に加えて公共精神の欠如がみられ、そのため

に、重大な決定や政策は、弁護や正当化と無縁な

形で作成されている。すなわち、簡単にいうと、

なんらかの知性的な討論なしに決定されている。

そればかりではなく、それらの決定や政策を正当

化しようとする試みさえされないことが多い」。
(6)

現代の政治家の重大な決定や政策は、この公共

的な精神と無縁な形で、権力にまつわる利害関係

のなかでつくられていく。国家的公共政策の発達

のなかで膨大な国家財政が膨らんでいくなかで、

公共精神の欠如のなかで政策決定がされていくの

である。それは、権力の継続性のためであり、権

力の継続性によって、利害の独占や恩恵をこうむ

るグループや社会集団があるのである。それは、

国民に対して、政策的に無責任になっていくもの

であるとミルズは次のように指摘する。

「公的問題における精神の喪失、成功の不道徳

性、そして組織された無責任性の蔓延にもかかわ

らず、あるいはおそらくはまさにそのゆえに、上

層グループの人々は、かれらが支配する制度的領

域のもつあらゆる権力を利用している」。
(7)

エリートの退廃は、消費のための大衆社会の構

造的問題であるということである。それは、権力

者の自己利益の独占、権力者の欲望肥大化からで

ある。さらに、国家財政の肥大化によって、国民

に対する財政誘導が行われ、政治家、官僚、企業

などの癒着の構造が、政治家や官僚の公共性の精

神を後退させて、金権的支配に転嫁していくので

ある。国民も政治や官僚が自己利益のための金を

もらう対象として、かれらとつきあうようにな

る。権力に目をむけるのが金銭欲からである。こ

れは、国民に対して、権力の乱用であり、無責任

状況をつくりだしていることである。

３ 官僚制の逆機能－マートンの理論の検討－

ロバート・Ｋ・マートンは、主著「社会理論と

社会構造」（1957）で官僚制の逆機能として、ウ

エーバーの指摘した近代官僚制のもつ正確性、信

頼性、能率の合理性からマイナス側面を具体的に

とりあげている。官僚制による規律の発達による

業務遂行を可能にするのは、自己の業務に対する

献身、自己の権威と権限の鋭い感覚をもつことが

源泉であるとする。そして、もともと規則を守る

ことは、組織の目的のためであることが、規則を

守ることが目標になってしまう。力のいれどころ

が規則の遵守であり、融通のきかない、迅速な適

応能力の欠ける形式主義になってしまうとする。

それは、手段それ自身が目標となる転移現象であ

るとする。
(8)

マートンが指摘する官僚制の逆機能として、規

則の絶対化により、手段や方法が目標となって、

理念からの目的が消えていくのである。理念な

き、目標ない人間として、官僚の機械的人間像が

浮かびあがってくるのである。

そして、規則を絶対化することによって、手段

が目的になり、現実に対して機敏性に富んだ柔軟
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な対処ができなくなり、極めて非能率な業務の遂

行になるのであることも見落としてはならない。

組織の合理性として、官僚制が整備されいったの

であるが、逆に官僚制が非能率的になっていくの

である。

官僚の職員は、一緒に仕事をしている人たちに

共通の運命があると感じ、かれらは利害を共通の

運命にして、先任順に昇進が行われ、競争は行わ

ない。かれらは、自分の専門技倆に誇りをもって

いて、他人がこの仕事の変更を加えるようとする

ときは、理屈抜きの対抗を大きくする。
(9)

官僚の仕事の非能率性、現実に適応しないこと

に、政治家や利用者が意見をのべれば、激しく抵

抗する。とくに、官僚に許認可を求める利用者に

とっては、報復措置をうけることが少なくない。

許認可行政が管理社会のなかで人々の暮らしの

様々な分野に浸透し、行政から嫌われいく市民は

大きな暮らしの不便をもたされていくのである。

従属的な構造は管理社会の財政的誘導施策を伴っ

て進行していくのである。財政誘導と許認可は、

官僚の権威主義の物的な基盤である。

行政の官僚業務は顧客意識との関係で民間と大

きく異なる。

官僚制のなかでの職員の業務は、国民や住民の

利用者に対して権威主義的な態度で偉そうに形式

的にふるまう。利用者の抗議は、職員内部の連帯

心によって通用しなくなる。私企業であれば、競

争があるので顧客との関係の権威主義的態度は最

小限に食い止めることができる。
(10)

官僚にとって、利用者に対する顧客という意識

は、組織構造的に生み出されない。利用者の立場

から国民が官僚を批判することは、直接的に不利

益をこうむるためなかなか難しい。官僚自身も国

民に目をむけることは、上意下達的組織構造から

難しい。内部で不祥事がある場合に、内部告発と

して、個々の職員が社会的正義を発揮すること

は、職場に摩擦が起きて、孤立化するということ

で現実には困難が多い。

民間企業であれば、国民の意識の変化に反映し

て、顧客利用ということから市場がコントロール

していく。国民の環境問題の意識が低ければ、企

業や環境問題に対する取り組みが弱くても営業活

動ができるが、国民の環境意識が高まっていけ

ば、企業は製品をつくっていくうえで、環境に配

慮し、営業活動においても環境を自社のなかにと

りくむ。環境にやさしいという自社の宣伝を積極

的に行う必要性がでてくる。

国民の意識に対応しての市場競争が起きる。環

境に対する社会的貢献も企業イメージをあげるた

めに行われる。このように企業は競争原理が働

き、顧客に目を向けながら活動していく。官僚組

織にはこの機能がないのである。市民の行政の参

画という参加民主主義の発展が行政の官僚主義克

服にとって大切である。

市場の顧客との関係をもちながらモラルや社会

的正義をコントロールするものにかわるものはな

にか。官僚組織が国民といかに結びついて、国民

の意見をくみあげていくには、どのような社会的

しくみが必要であるのか。企業の社会的正義の機

能も国民の意識の高まりを基盤としており、国民

の学習権がなければ、その発展はないのである。

官僚制との関係での国民教育の必要性がここに

あるのである。国民の学習権を保障していくこと

と同時に、情報の徹底した公開と、情報自身が理

解できる能力形成が必要であり、そのことによっ

て行政や政策決定課程に参画できるしくいが求め

られている。

４ 日本の官僚制問題の特徴

日本の官僚制は、明治の近代化の特殊性のなか

で生まれたものである。幕藩体制における各藩の

多元的な統治と、中央の幕府権力の各藩への統括

が封建的地方分権として直接的統治でなかったこ

とはいうまでもない。藩統治の経営は、それぞれ

藩独自に行われたのである。最大の封建的家臣団

と領地をもっていた徳川家が中央権力者として日

本を統治していたが、それは、藩権力と同等の武

士を率いる殿様家という権力基盤であった。

幕末になると列強諸国からの開国圧力のなか

で、従前の幕藩体制の分散化した権力構造では、

植民地化という危機を招き、中央集権的な統一国

家としての天皇制絶対主義を歴史的につくった。

それは、富国強兵ということで形成したのであ

る。この天皇制絶対主義の中央集権的な統一国家
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を形成していくうえで、新たに幕藩体制の封建的

分権的統治に変わり、強力な官僚制機構を独自に

つくりあげた。

この形成過程において、旧藩の薩長連合をはじ

めてする倒幕派を基盤に官僚組織ができあがって

いく。強力な中央集権の軍隊・警察と官僚機構を

独自に創設していく。それは、封建的な旧慣制度

をすべてにわたって解体せずに、中央集権的な統

一国家の末端機構に利用できる社会組織を残しな

がら、近代化へと再編していくのであった。例え

ば、明治の統一国家の地方行政の市・町村の成立

では、封建的な分権や封建的な名主・庄屋層によ

る村落共同体的自治から近代的な市民的住民自治

に移行していくわけではなかった。ここには、市

民的自治による再編と絶対主義的天皇制の官治的

自治の形成との対抗があったのである。日本の官

僚制の特徴的な構造は、明治の近代化のなかで、

確立した。

日本の植民地的危機の国際的情勢が下から自由

に発展していく市民的自治の動きを富国強兵のも

とに制約し、明治の藩閥政治と内閣による各省庁

間の調整的な行政がつくられた。日本の近代的官

僚制の整備は、各省庁や部署ごとのごとの独自の

閥という閉鎖性をつくりあげていったのである。

また、行政施策の意思決定過程の稟議制という

全体としての責任をもつという調整機能をつくり

あげ、組織全体での統一した連帯責任ということ

で、集団のなかで個々の職責が強調され、個々の

結果責任を明確にしていくことにはならなかっ

た。

戦前の絶対主義的天皇制の官僚機構から戦後の

行政組織の再編成は、人間の尊厳という市民的自

治の確立という民主化という課題が大きくのしか

かっていた。この課題に応えていくために戦後の

行政組織の改革を実施したのである。戦後の日本

官僚制の民主化の課題は、一般職とは別に政治的

官職の設置をとったことであった。

現実の進行は、理念から大きく乖離し、この特

別職の範囲が著しく制約されたことである。ま

た、官僚制の頂点である各省庁の事務次官が政策

の立案に事実上の主導権を握っている。この問題

について、行政学者の辻清明は、次のようにのべ

る。

「統治機構の核心というべき重要な官職に対し

て人民の政治意思が指ひとつさせないというので

あれば、憲法15条の公務員に対する国民の選定・

罷免は画に描いた餅にすぎないであろう」。
(11)

戦後の地方自治においては、直接請求が法的に

整備され、住民の意にそわなかった施策や汚職な

どで、リコール制度を利用した議会解散、市町村

長の解任問題が住民の手によって行われていく

ケースがふえていくのであった。また、住民の直

接の施策の意思を確認していく、公害問題施策、

ダム開発施策、原子力発電所設置などで、賛否を

問う住民投票が実施されていく。

戦前の官治的自治制度の時代とは、全く異なる

市民自治の発展がみられてきているのである。し

かし、財政問題を根幹とする地方自治の形骸化

は、一方では進んでいく。中央省庁による補助金

行政による財政誘導が中央集権的支配構造を強化

していく側面がある。

また、人事院の設置は、独自の官僚組織にな

り、官庁の割拠主義を克服する機能をもちえな

かった。つまり、人事院が民主的統制をもたなけ

れば、その機能は発揮できないのである。この問

題について辻清明は、次のようにのべる。

「この官庁に対して強力な民主的統制を加えな

ければ、それが各省に対してもつ真の底地は期待

できないのである。なぜなら、もし分立的な各官

庁に対する統制力を人事院が確保したいのであれ

ば、これを背後から一致して指示するだけの結集

した政治力が要請されるからである」。
(12)

民間企業に天降りする禁止規定を設置した公務

員法は、戦後の民主化のなかで当然の措置であっ

たが、例外規定が設けられて、この規定が形骸化

していったのである。

日本は、明治以来「官尊民卑」の見方が伝統的

に官の側が強くもっているが、同時に官僚組織の

内部に差別が構造的にあると辻清明は次のように

のべる。

「長い間わが国の下級公務員は極めて卑屈な地

位に停滞していた。いかに能力を有していても、

偶然の場合を除くほかは、高等試験に合格してい

ないかぎり、いわゆる高等官への昇任の門を固く
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閉ざされ、生涯下積みの役職に甘んじなければな

らなかった。官庁内部における上官との関係も単

に職務上の上下関係のみに止まらず、社会的な身

分上の差別すら意味していた」。
(13)

知識的集権と権力的分権との調整を可能にする

社会的条件を日本は欠如して、両者の結合は、権

力的集権への官僚制に求めたのである。封建的群

雄割拠の幕藩体制から薩長等の連合勢力は、天皇

制を頂点にして、各藩勢力を一掃した方法をとっ

たため、近代的分権に転化するだけの条件を欠

き、官治的自治制の性格を強く持ったのであると

辻清明は次のようにのべる。

「自治法制定の立案者たちは、地方自治として

把握するよりも、むしろ自治に対する制限として

の国家的義務に強調を念頭におき、地方自治団体

と中央議会の有機的結合性を実現しようとの意図

をはじめから拒否する態度に出ていたのであ

る」。
(14)

また、稟議制は、日本における官僚機構の政策

決定過程の特異性である。日本における行政の政

策決定過程が末端のものによって起案され、稟議

書を順次回覧して印鑑を求め、上位者に回送して

最後に決済をとる方法である。このことについ

て、辻清明は、次のようにのべる。

「決定権も指導的地位の有しない末端の事務官

が起案者として稟議書を作成する。稟議書は、そ

の内容に関係をもつ部局課のものが個別に審議す

るのであって、関係者が会議を開いて、討議審議

することは原則でない。稟議書を承認する法的権

限は、行政機関の長官だけであるが、普通は、こ

の長い意思決定の過程をそのまま認めるのが慣例

である。この結果、意思決定の過程において、起

案者と決定権者との間の距離が時間的にも空間的

にも極めて長くなる。稟議制は、このような特色

を有しているため積み上げ方式とも呼ばれ

る」。
(15)

稟議制の問題点を辻清明は、三点指摘する。第

１に能率の低下として、不満があれば故意に長期

間手許に保留しておく。第２に責任の分散とし

て、結果の責任の自覚をもたなくてすむ。第３

は、指導力を上級管理者が発揮しようとしても無

理なしくみである。指導力のないものでも上級管

理者の地位が維持できる。
(16)

稟議制は時代が激しく変化するなかでは、適用

しなくなっている。現代は、強いリーダーシップ

と迅速で能率的な意思決定が求められ時代であ

る。稟議制による個々の結果責任を問わないこと

は、指導性をもちえないものであり、非合理的な

意思決定過程になっているのである。現代におい

ては、行政の政策決定過程における住民や利用者

の参画自治が求められているのである。参画自治

を基礎にしての強力なリーダーシップが求められ

ている。この強力なリーダーシップにおける議会

の役割が重要なのである。

市町村自治体においては、議員と自治体職員の

相互の役割から住民の参画システムが身近に確立

することが可能になっている。地方自治法におい

ては、住民の権利として、直接請求権をもってい

るのが戦後の民主主義的な地方自治の原則であ

る。

住民は、条例の制定改廃請求権、事務の監査請

求権、議会の解散請求権、首長や教育委員などの

解職請求権をもっているのである。これは、住民

の市町村自治体への参加民主主義として大きな役

割であり、強力なリーダーシップが独断と横暴に

ならないための民主主義的な保障でもある。

この権利を実施して、住民が自治体施策を監査

し、条例制定改廃請求などを有効利用して、自治

体行政へ参画していくことが求められているので

ある。この際に、代議員制民主主義としての議員

の独自な役割があることを決して見落としてはな

らない。議会と住民の直接請求が有機的に結びつ

いてこそ、参画民主主義が有効に機能していくの

である。

(2) 資本主義の発展と官僚制

－ウェーバーの官僚制論の検討から－

１ ウェーバーの官僚制論の特徴

ウェバーは支配の社会学で、正当支配の３つの

純粋型として、合法的支配、伝統的支配、カリス

マ的支配をあげ、近代化によって、合法的支配と

しての官僚制的支配の機能が発展していくことを

次のようにのべている。

「個人が、彼のもつ固有の権利のゆえに、服従
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されるのではなく、制定された規則に対して服従

が行われ、この規則が誰に対しても、またいかな

る範囲まで服従されるべきかを規定するのであ

る。命令者自身も、命令を出す場合、一つの規則

に、すなわち「法律」または「行政規則」に、形

式的に抽象的な規範に、服従しているのである。

命令者の型は「上司」であるが、彼の支配権

は、制定された規則によって、一つの即対象的な

「権限」の範囲内で、正当化されている。権限の

制定は、即対象的な合目的性と官吏の仕事に対す

る専門的要求の線に沿った・分業化にもとづいて

いる」。
(17)

規則による合法的支配を近代官僚制の型として

ウェーバーは概念整理している。そこでは官吏

は、訓練された専門官吏であり、没主観的な官職

職務による職業労働として行われ、個人的動機や

感情、恣意的なものを排除した合理的規則によっ

て、行政が執行されるというのである。

この支配関係は、私的な資本主義的経営、近代

化された目的団体や社団も同じように合法的な支

配の型のなかで執行されれていくとしている。こ

こでは、感情と恣意性を排除した規則を熟知して

処理できる専門能力が要求されていく。法のもと

の平等ということではなく、権利としてではな

く、平等な支配するための管理のための規則の絶

対化である。規則や法は人間がつくっていくもの

であり、具体的に社会的な状況によってあわなく

なっていくこともある。

臨機応変に柔軟に対応していくことは、官僚制

的支配のなかでは、行われない。法の解釈は、上

級者決定の細則と通達指示によって、画一的に行

政処理も行われていく。 ウェーバーは、近代的

官僚制の特殊な行政的機能様式として次の6点を

あげている。

第１に、行政規則によって明確な権限をもつ原

則が存在するとウェーバーは考えている。（１）

官僚制的に支配されている団体の目的上必要な活

動は、官職的義務として分配されている。（２）

義務の履行に必要な命令権力が強制手段を付与さ

れて明確にされている。（３）分配された諸義務

が規則的・継続的に履行されるために、これに対

応する権利が行使されるために計画的配慮とし

て、規制された資格をもつ人々を任命するという

３つの契機が必要とウェーバーはみるのであ

る。
(18)

第２に、官職階層制の一元的支配秩序のために

上級官庁による下級官庁の監督という上下関係の

明確された体系が必要である。同時に下級官庁か

ら上級官庁に訴える可能性の体系の必要性として

官職職階制と審級制の原則が要求されるとウェー

バーは考える。

第３は、文書主義である。近代的な職務執行

は、原本または草案の形で保管される文書と各種

の官僚や書記のスタッフとに依存している。ひと

つの官庁で働いている官吏の全体は、これに対応

する物財装置や文書装置として役所を形成する。

近代的官庁組織は事務所と私宅とを原理的に分離

しているこの状態は、どこにおいても長期の発展

の結果初めて生み出された産物である。
(19)

ウェバーは、近代的官僚制の職務は、文書と書

記のスタッフに依存し、役所と私宅を長期の発展

の結果として分離したことを強調している。近代

的官僚制にとって、職務上の金銭を私的な財産と

の区別を重要なこととしている。公の仕事と私的

な生活の領域を明確に区別していくこの大切さ

は、近代官僚制の発展の長い歴史のなかでうみだ

されたものであるとしている。

第４は、分業化された職務活動は、徹底的な専

門訓練を前提にしている。

第５は、職務が完全なる発展をとげるとき、職

務活動は官僚の全労働力を要求するようになる。

但し、このことは役所に彼の義務的な労働時間が

明確に限定されることを妨げるものではない。

第６は、官僚の職務執行の知識はそれぞれの専

門に応じて法律学、行政学、経営学などを求め

る。官僚たちはこれらの学問を身につけている。

以上の明確な権限の原則、上下関係の明確化、

文書主義、専門訓練、職務に対する全労働力の提

供、職務執行の専門知識の６点を近代官僚制の特

殊的機能としてウェバーは整理している。

官僚の地位の特殊性は、自由な労働契約のよう

に有償的交渉としてあつかわれるものではなく、

職務について安定した生活と引き替えに職務誠実

義務を引きうける。長期間にわたって全労働力を
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要求される職務の履行のために、任命の前提に明

確に規定された教育期間を終了して、専門試験に

合格することが必要になっている。職務誠実の特

殊性は、一人の人に対する関係を設定するのでは

なく、非人格的・即対象的目的にむけられる。
(20)

さらに、官僚の地位は、常に高い身分的、社会

的評価を享受して、終身制的身分保障をもってい

る。高い身分的終身保障、社会的評価からの給料

は、貨幣経済の発展があり、官僚制化の前提に貨

幣経済の発展が大きな位置をもっている。

行政事務の量的発達は官僚制をつくりだす基盤

である。そして、その量的発達は内包的な拡大と

質の変化が官僚制の基盤に重要なのである。近代

国家においては、文化の複雑性の増大が行政一般

に対する要求を増していく。さらに、近代国家の

社会政策的任務が官僚制化の方向に作用している。

近代資本主義諸企業の全体が、厳格な官僚制的

組織の無比の模範としてウェーバーはみるのであ

る。企業における取引は、作業の正確性、迅速性

をもっている。官僚制組織の技術的優位性は、こ

れらと同時に文書に対する精通、継続性、慎重

性、統一性、厳格な服従関係、摩擦の防止、物的

および人的な節約が要求され、そのための専門的

に訓練された、また不断の実習によってますます

訓練しつつある作業分割の原理を実行する職員が

要求されるのである。

かれらは、計算可能な規則をもった非人間化さ

れた職員集団であり、愛や憎しみおよび一切の純

個人的な感情的要素、計算不可能な職務の処理を

排除する。このことが達成されれば達成されるほ

ど資本主義の好都合な官僚制になっていくのであ

る。個人的な同情、恩恵、感謝の念に動かされた

旧秩序から没主観的な目的の支配に変わってい

く。近代文化が複雑、専門化すれば外的装置によ

る没主観的な観念が官僚の行動の最高の指標とな

るのであるとウェーバーは考えたのである。
(21)

官僚制的構造は、行政手段を集中していく。こ

れらは、資本主義的大経営の発展とともに典型的

にみられていく。資本主義的大経営は、物的経営

手段の集中という点に、その本質的な特徴をみる。

官僚制的組織は、経済的・社会的差別がもって

いたものを相対的に平準化して支配力を獲得した

のである。小単位の民主的自治行政と異なって官

僚制は、近代的大衆民主制を不可避的に伴ってい

く。この大衆民主制は、伝来の兼職的名望家行政

を廃して有給の職業労働におきかわる。

民主制の発展は、金権的、小市民的、プロレタ

リア的性格などの何らかの経済的原因からの政治

勢力からの経済的、社会的利益をもっている。ま

た、上からの純政治的性質のものも経済的、社会

的利害関係を自己の勢力獲得の手段に利用するも

のである。

官僚制的行政権は、抽象的な規則にしたがうと

いう特徴をもつ。民主制は被支配者の権利の平等

であるが、もっとも決定的なことは、民主化とい

う不正確なことが問題ではなく、官僚制的組織さ

れた支配集団に対する非支配集団の平準化であ

る。支配集団の方は専制的な地位を占めることも

あるとウェーバはみるのである。
(22)

２ 官僚制的装置の永続的性格

官僚制が整備されていくともっとも打ち壊しが

たい社会組織になっていく。官僚制的統治を統括

するものにとって、支配関係の合理的社会関係の

手段として、第一級の権力手段になっていく。官

僚制の計画的な組織と指導された利益社会行為の

方が抵抗する大衆的行為や共同社会行為がまさっ

ているのである。行政の官僚制化がひとたび完全

に貫徹されると支配関係の事実上不壊に近い形態

がつくりだされる。

官僚的支配装置の強さは、専門的訓練、分業的

専門化、習熟し見事にマスター化した個々の機能

への確たる志向を計画的に総合しているうえに立

脚しているからである。支配装置の仕事を停止す

ることは、混沌な状況になり、被支配者の中か

ら、即席の代用物を求めることは困難である。

合理的に組織された官僚体系は、その装置を手

に入れた人のためなら、誰のためにも働くことを

容易に甘受する。文書主義と官僚規律は、官僚的

支配装置の秩序である。官僚支配装置の支配権を

手に入れたとウェーバーはみている。
(23)

官僚的支配装置の外的な解体は極めて難しいの

である。官僚制的統治は、被支配層に対して、強

力に支配装置として働いていくことを重視しなけ
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ればならない。官僚制的支配装置の整備は、社会

的利害関係を自己の支配関係のなかに計画的に組

織していくのである。官僚制的統治にとって社会

的勢力に対する均衡性は重要性をもっていく。

抵抗する社会的勢力が既存の官僚支配装置を解

体して、新たに独自にそれに変わる統治組織をつ

くりだすことは、無理である。その理由は、複雑

な社会組織や文化状況と様々な矛盾をかかえるな

かで、計画的な組織とその人材が求められことか

らである。現在の支配勢力に抵抗する大衆的行為

や共同の社会的行為は、それを事前に準備するこ

とはできない。

官僚制化の経済社会的結果は、官僚制機構を利

用する勢力の方向によって決定される。官僚制の

結果として、偽装された金権政治勢力分配が成立

したことが多いとウェーバーは指摘する。しか

し、官僚制は純粋に精密機械なのであり、きわめ

てさまざまな支配の用に供されうるものである。

民主制そのものは、官僚制そのものを促進するに

もかかわらず、官僚制の促進を望んでいないどこ

ろか、官僚制の敵対物であったり、官僚制組織の

顕著な破壊や障碍をもたらす。
(24)

官僚制的組織は、それを支配している人々に

とって最も高度に発達した権力手段である。官僚

制は、職業的消息通のもつ優位をかれらの知識や

意図を秘密にする手段によって、彼らの力を維持

する。官僚制行政は、公開を排斥する。彼らの知

識や行動を批判の目から隠蔽しようとするのであ

る。

官僚制的組織は、秘密化の傾向をもっているこ

とが、その仕事の性質から由来している。職務上

の機密は、特殊官僚制的な発明物であり、この態

度こそ熱狂的に擁護されていると、ウェーバーは

みるのである。
(25)

官僚制的支配構造は、教養と教育の質にどのよ

うに影響をあたえていくのか。近代の官僚制化

は、合理的、専門的な試験制の不断の発展をもた

らした。専門試験によって獲得される資格免状の

もつ社会的威信によって強力に官僚制的支配構造

は、助長される。あらゆる領域における資格免状

の創出の要求は、役所や事務所における特権層の

形成を助長している。
(26)

官僚組織の整備にとっ

て、資格試験は大きな意味をもっており、教育体

系と官僚組織は密接な関係をもっていることを見

逃してはならない。

３ 指導人物と官僚制

官僚制的支配構造には、限界をもっている。指

導的人物が、自分の仕事を勤務規則と命令に従っ

て義務的に遂行するならば、私経済、国家のリー

ダーとして役にたつものにならない。指導的人物

と官僚は明らかに異なるのである。指導者の責任

と官僚の責任とは異なる。官僚は、上司からの職

務に対する義務感が自分の我意よりも重要であ

り、それは、官僚の名誉でもある。指導者がこの

ような行為をとったら軽蔑されるとウェーバーは

考える。
(27)

官僚は職務上の知識をもつことによって、権力

の基礎をなしている。この知識を官僚の好意に頼

らず入手できる人だけが、個々の行政を有効に統

制することができる。調査権の行使によって事実

にかんする知識や技術上の専門的知識の入手を可

能にできることが、官僚の権力手段に統制をくわ

えていくことになるのである。議会の調査権の行

使は、臨時的補助手段の使用であり、行政に対す

る不断の統制と協力が議会の役割であるとしてい

る。議会主義的指導者の役割の欠如がドイツの危

機をつくりだしているとウェーバーは考える。
(28)

民主制と議会の相互関係がどのようなものか。

政治的指導者は、名望家層内部における資格の承

認によって候補者たることを宣言され、その後議

会にぬきんでることによって指導者になる。大衆

民主化においては、権力を獲得するには大衆デマ

コギー的手段を用いて大衆の信任と信用によって

成し遂げていく。大衆民主主義的な政党が問題に

逢着したとき 大衆の信任を得ている指導者に多

かれ少なかれ無条件に服従せざるをえない。
(29)

予算の確定や相反する利害の調停に手段に国民

投票にまかせることは重大な障害に出会う。国民

投票によってえられないものは、妥協である。大

衆国家において、地域、社会的、宗派的な激しい

対立のなかでの法律は、妥協に基づかざるをえな

い。

国家的官僚制独自の経済行政がふえてくるほ
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ど、全能の官吏から公的に説明と回答を求める。

彼らを答弁に立たせるだけの権力をもつ議会は、

独立した統制機関が欠如している。このことはま

すます致命的なものに感じられてくるだろう。直

接的な国民選挙と国民投票、さらに免職の国民的

投票という、完全な人民投票的民主主義制に特有

な手段は、大衆国家において、専門的官吏の選択

手段としても彼らの職務遂行に対する批判手段と

しても、全く不適当なのである。

大衆国家の国民的選挙と国民投票のみが支配す

るときには、利害関係者の金力とこれに支えられ

たデマゴギー的機関の衝撃力が恐るべき力を発揮

する。ウェーバーは、大衆国家においては、すべ

てに国民投票にまかせることの恐ろしさと、民主

制における議会の役割の重要性を強調するのであ

る。
(30)

大衆民主主義のもつ国家政治的な危険は、政治

的に情緒要素が強大な力をもつことである。大衆

はつねに目前の純粋に情緒的かつ非合理的な影響

に身をよせている。国家政治の非合理的な組織さ

れていない大衆は、街頭の民主主義である。

これらは、無力な、政治的に信用を失った議会

をもつ諸国において、しかも合理的に組織された

政党のないところはもっとも強力なものになる。

労働組合はそれからまた社会民主党のような組織

は、純粋に人民決議的な諸民族に典型的にみられ

るアクチャアルで非合理的な街頭支配のきわめて

重要な対抗力になることをウェーバーは強調して

いる。
(31)

政治家にとって、倫理の問題は、情熱、責任

感、見識という３つの性質が大切である。情熱は

現実性ということへの献身、現実のに対する責任

を行為の目標とする。政治家の決定的真理素質と

して、良識が必要である。精神を集中し、冷静を

失わず、現実をあるがままに受け取る能力であ

る。虚栄心は、大学や学者の世界では職業病であ

る。政治家の場合は、やもえない手段として権力

の追求の活動をする。

この権力追求がもっぱら現実に仕えるのではな

く、現実を離れ、純粋に個人的な自己陶酔の対象

になるとき、政治家の神聖な精神に背く罪悪が始

まる。非現実性と無責任という大罪にはまりこ

む。虚栄心は自分を目立あせたいという欲望であ

るが、政治家をもっとも誘惑する大罪である。
(32)

倫理と政治との間にはいかなる現実的関係があ

るのか。政治は権力という非常に特殊な手段を相

手にしている。すべての倫理的方向は、根本的に

異なる対立する原則の「信念倫理」と「責任倫

理」がある。宗教などの信念倫理は、責任をもた

ないといわれる。責任倫理は、信念がないといわ

れる。

信念倫理のみを強調する政治家は、次のように

のべる。世界が愚かで卑しいのであって私がそう

なのではありません。結果の責任は私にあるので

はなく、他の人にあるから、私はその人のために

働いていて、彼らの愚かさと卑しさとをねこそぎ

にしようと思いますという見方。この信念倫理の

見方にどのくらい内的な重みがあるのか。

信念倫理と責任倫理は、相互に補完しているも

のである。結果に対する責任を本当に深く感じ、

責任倫理に従って行為している成熟した人間が、

人間的に純粋なもの、魂を揺り動かすものであれ

ば信念倫理と責任倫理は対立物ではなく、両者が

相互に補い合っている政治への天職をもつ真の人

間をつくりだすとウェーバーは、責任倫理に従っ

ている成熟した政治家を強調するのである。
(33)

信念倫理と責任倫理の相互補完的関係という

ウェーバーの見方は、権力を握るものにとって、

行政をつかさどろものにとって、重要である。か

れらは、信念がない、哲学がないと批判されがち

である。それは、かれらにとって関心ごとが、権

力を維持することであり、行政の業務を円滑に遂

行することに関心が集中するからである。

権力者や行政にとって、現実の様々な利害関係

を調整して権力を維持することや行政の円滑な遂

行が大きな課題であり、信念からの出発ではな

い。現実の利害調整には極めて敏感に対応し、利

害関係についての綿密な調査により、調整機能を

円満に働かせることも大きな仕事になっている。

それは、社会的正義や社会的公平性、社会的公

開性、社会的参画民主主義などの理念問題は、ど

うでもよいのである。資本主義の発展により、社

会的利害関係が複雑になり、社会的格差も大きな

課題になっていく。これらは、社会的規範、社会
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的秩序をも混乱させていく。このようななかで官

僚制装置の支配が発達する。

ここでは、権力維持のための利害調整から社会

的矛盾をどのように克服していくのかという社会

的変革と権力の問題がでてくるのである。この意

味で、信念倫理と責任倫理の相互補完的関係は重

要性をもっているのである。権力をもっていない

野党も議会に一定数の議席をもっている。予算編

成権などの権力を行使できる立場にない野党であ

るが、議会での議員であることは、行政と議会の

緊張関係ということで、権力の執行の暴走の

チェック機能をもっている。

責任倫理は、政策目的をどの程度実行できたの

か、行政の財政的管理をどのように公平にやって

きたのか。民主主義のルールや国民のニーズをど

の程度に反映しているのか。危機に対する管理を

どのようにしたのか。これらは、すべて説明責任

が求められているのである。責任を果たすとうこ

とは、結果に対する説明責任が必要になるのであ

る。

責任倫理は、責任を果たすという内容がなけれ

ば責任それ自身も問う基準さえもない。変化して

いく社会のなかで、戦略的政策のない行政は、変

動している現実との関係から離れて前例踏襲とい

うことで、責任の判断基準がなく、現実を無視し

ての機械的な執行官になっていくのである。責任

倫理は、行政の政策課程に現実の動きが反映でき

る行政官としての仕事があることを見落としては

ならない。ここには、行政組織自身、国民や住民

の政策への参画のシステミが求められているので

ある。

(3) 学校教育の官僚制と新しいコミュニティ形

成

１ 教育行政の特殊性と官僚制

住民との関係で教育行政を一般行政から比較し

てみてその特殊性は、中央集権的な官僚制行政と

閉鎖性が進みやすい条件をもっている。日本の近

代化の出発は、地方での封建的藩政府を解体する

ことを大きな課題とした。地方の統治組織はもち

ろんのこと、地方の文化も中央集権的な日本文化

のアイデンティをつくりあげる必要があった。

この役割を担ったのが義務教育であった。教育

勅語という道徳教育の教育内容は、その重要な柱

であった。小学校は、住民の教育要求を基盤に、

近世行政村を大字という近代的天皇制の末端機能

組織に編成して、その連合的機能として校区をつ

くりあげていったのが一般的であった。萌芽的に

は近世的秩序の矛盾に対して、市民的自治の動き

があったが、日本において支配的にならなかっ

た。

校区は、通学圏という意味ばかりではなく、中

央集権的な地域住民組織としての機能と新たな住

民の市民的自治の機能と二面性をもって発展して

きた。校区は、封建的な地域の自治機能を残しな

がら、教育的な機能と村の鎮守さまというように

伝統的な村の共同体的文化機能を天皇制支配の文

化的機能に転化した側面と、地域住民の生活や文

化の協働性という側面から、それらの防衛的な自

治機能の側面をもったのである。この両面は、住

民の生活的、文化的な主体性をもった自治的機能

の強弱と、国家行政の権力的な統制の施策の強弱

との関係によって、その内容は、決定づけられて

いく。

地域の神社統一政策も学校教育と同時に天皇制

国家の精神的な動員機能にとって大切なことで

あった。日本の近代の教育行政は、このような背

景のもとに、中央集権性と地方の封建的地域主義

の体質をもって展開してきたのでる。

戦後の民主化のなかで地方の市町村の首長・議

員、教育委員会の委員も住民の直接選挙によって

選ばれた。ところが、教育委員は、戦後の旧教育

委員会法は、住民の直接選挙で選んでいたが、

1956年の教育委員会改正法で現在のような、議会

の同意を得て、首長が任命することになった。現

在は、住民が直接的に選挙をとおして教育委員を

選んでいない。

また、一般行政からの独立として教育行政の機

能がある。市町村の教育委員会の機能が十分にさ

れていない。この現実を中央教育審議会答申は次

のようにみとめる。

「教育委員会は，事務局の提出する案を追認す

るだけで，実質的な意思決定を行っていない。教

育委員会が地域住民の意向を十分に反映したもの
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となっておらず，教員など教育関係者の意向に

沿って教育行政を行う傾向が強い。地域住民に

とって，教育委員会はどのような役割を持ってい

るのか，どのような活動を行っているのかが余り

認知されていない。地域住民との接点がなく，住

民から遠い存在となっている。国や都道府県の示

す方向性に沿うことに集中し，それぞれの地域の

実情に応じて施策を行う志向が必ずしも強くな

い。学校は，設置者である市町村ではなく，国や

都道府県の方針を重視する傾向が強い。また，教

職員の市町村に対する帰属意識が弱い」（地方分

権時代における教育委員会の在り方について・

（部会まとめ）平成17年１月13日、中央教育審議

会 教育制度分科会・地方教育行政部会）

この答申で、教育委員会は、地域住民との接点

がなく、地域住民にとって遠い存在になっている

ことを指摘し、さらに、教育委員会は、事務局提

案をそのまま追認するだけで独自に意志を決定す

る機関になっておらず、国や都道府県の示す方向

に沿うようになって、本来の教育委員会の機能が

発揮されていない問題点を指摘しているのであ

る。

文部科学省を頂点とする中央集権的な教育行政

の特徴をもっていることを中央教育審議会の答申

すら指摘しているのである。このことは、教育行

政が、地域から閉鎖性をもっていることを認めて

いることにもなる。また、中央教育審議会の答申

は、市町村教育委員会の見直しを次のように提言

している。

「教育委員会が地域住民などと直接意見交換を

行う公聴会などとの場の積極的な設定に努めるこ

と。また、教育モニター、教育アドバイザー等の

積極的な活用と教育委員会独自の苦情処理窓口の

設置の推進に努めること」「教育委員会は、学校

教育についての方法や、学校の適正配置、学級編

成などについて、地域住民に対する積極的な情報

提供を図ること。また、所管する各学校における

教育目標や教育活動等についても、積極的な情報

提供に努めること」「教育委員会会議の公開・傍

聴を推進するとともに、積極的な広報に努めるこ

と」「教育委員会の行う地域に密着した事業の実

施と関係する施設の運営を一体化し、これに地域

住民が参画するような仕組みの設定や、このよう

な地域住民の取り組みの推進に努めること」（中

央教育審議会答申・平成10年９月21日「今後の地

方教育行政のあり方について」）

この提言は、学校の閉鎖性という現実から地域

に開かれた学校のあり方を提起しているのであ

る。教育委員会行政が一般行政や地域住民から閉

鎖性をもって、さらに、個々の専門的分業体制か

ら職務的分業内での権限の集中が起こり、特定分

野においての派閥的恣意性をもっての官僚制が強

化されていくのである。

教育行政の密室性は、教員採用の汚職問題で明

らかになった。2007年に大分県で教員採用で一人

について、200万円の口利きのための汚職問題が

明らかになった。この口利きのために、点数が教

育委員会の採用試験の採点事務管理で改ざんがお

こなわれていたということである。

この事件は、県教委の教育審議監、県教委義務

教育課参事など教育委員会の重責を担っているも

のによって行われ、これに県会議員も関わって、

合格前の事前連絡が行われていたといたというこ

とである。合格者の多くが、それにかかわってい

たという大分県をはじめ教育行政の深刻な問題が

明るみになった。

さらに、大分県の教員汚職事件を受けて、文部

科学省は、全国の64の教育委員会に一斉の緊急調

査をした。2008年７月29日に、その結果を公表し

ている。この調査結果から汚職の不正を生むしく

みが各教育委員会にも問題点があることが明らか

になった。各県等の教育委員会の教員採用をめぐ

る不透明性が普遍的にあることが明らかになった

のである。

教員採用試験の元データーを照合していない教

育委員会は27にもあがり、点数の水増しなどの改

ざんが可能になるのが多くの教育委員会で存在す

る。また、公平な採点を行っていくうえで、採点

に受験生がわからないようにしているのは、43の

教育委員会であり、あとの21の教育委員会はして

いないことになる。選考管理者が、受験番号を特

定できないように、整理番号で管理しているの

は、17の教育委員会にすぎない。

また、選考基準を公表していないのは、44教育
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委員会であり、筆記試験、面接、実技試験、論

文、模擬授業、総合判定のすべての選考基準を公

表しているのは、９の教育委員会にすぎない。

多くの教育委員会は、採用にあたって選考の基

準を公表していないのが実態である。また、地元

の議員などに個別に事前の合格通知をしているの

が、48の教員委員会であり、議員の票との関係

で、政治絡みの教員採用問題の疑いが出たのであ

る。

教員採用については、以前から選考基準が明ら

かでなく、教員採用試験を受験したものが自分が

なぜ不合格になり、合格したものとどこが違って

いたのが、わからない状況であった。受験生に

とって、コネがないために不合格になったと思う

ものさえいたのである。合格者のなかにも自分の

親や親類が県の教育界で有力者がいるので有利に

働くということを語るものさえいる。真実は定か

でないが、このようなうわさが生まれていく背景

は、採用試験結果の自己採点のできるしくみがな

いことである。教員採用における選考基準の公表

や問題を持ち帰ることが自己採点にとって必要な

ことである。国立大学の教育学部の大学教員も、

しきりに学生との関係で、県の教育委員会との関

係を強調するものも少なくない。

付属学校や代用付属の教育実習についても県内

の教師になりたい学生は、教員採用との関係で、

緊張するのである。付属学校や代用付属は、県の

学校教員のエリート層であり、将来的に県の教育

界の幹部になっていく確率が高いのである。付属

学校は、一部の例外を除き、県からの派遣人事交

流であり、付属学校に一定期間勤務して、指導主

事などの県の教育行政の幹部になっていき、さら

に力のあるものは、県の教育行政の幹部になって

いくのである。

国立大学教育学部も県の幹部を招いて教員志望

に対する講習を積極的に行っている。県の教育界

と国立大学の教育学部は、密接な連携をもってい

る。教員養成の具体的施策として、付属学校と同

様に県の教職員として戻ることで、実質的に県教

育委員会の出向として正規の教授、准教授を採用

して、人的な交流も教育学部として展開してい

る。ここでは、教育に関する科学的研究や学問の

蓄積を重視していく方法ではなく、教育方法や教

育技術が大切にされていくのである。教育技術と

方法が、学問的に裏付けられていくということで

はない。

教育の現場を科学的に究明していくという研究

方法は、軽視される。それよりも教育技量に力点

を置くカリキュラムや大学の授業方法になってい

くのである。大学における科学的真理や学問の探

究というよりも実践的な技術や方法が中心になっ

ていくのであり、教師の職業論や倫理、教育の理

念、子どもの発達論の学問的探求は後退させられ

ていくのである。科学的、合理的にものごとを判

断していくという、学問を大切にしていくよりも

情熱や使命などの感念性と人間関係などが重視さ

れ主観性や恣意性が支配していくのである。

ここには、情を重視して、人間関係ということ

から人間の非合理的な側面も容認していく見方が

生まれていく。教育界における不祥事の温存の体

質は、法令遵守や社会的倫理よりも仲間意識によ

る人間関係を大切にする傾向がある。それぞれの

派閥の形成により、その関係による教育界に影響

をあたえていく。それは、科学的真理や社会的倫

理からの教員の使命観、合理的な思考からのグ

ループの形成よりも情を重視しての人間関係で出

身大学、酒宴をはじめ様々な趣味のグループも有

効な働きをもつのである。

教育行政の特殊性は、合理的、効率的な側面に

よる近代官僚制の側面よりも情を重視しての人間

関係的な組織構造をもっているのである。ここに

非合理性や恣意性が強く働く余地がある。教育行

政の特殊性として、中央集権的志向が強く、ま

た、特別権力関係論や情による人間関係重視の風

潮は、社会的公正や公平という課題をつきつけて

いるのである。

２ 学校経営と官僚制

市町村教育委員会と学校との関係では、中央教

育審議会は、答申で学校自律性、学校の裁量権の

重要性を次のように指摘するのである。

「地域の状況や学校の種類、目的等に応じた内

容の学校管理規則を制定する方向で見直すこと」

「教育委員会の承認を届け出に改めるなど、学校
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の自主性判断にまかせ、学校の裁量権を拡大する

方向で見直すしに努めること」「学校の管理運営

に係る教育委員会と学校の権限関係について、法

令等に定められている事項も含め、学校の管理運

営に関する責任を保護者や地域住民に明確にする

観点から、学校管理規則において統一的に示すな

どの工夫を講じること」「学校の管理運営に関す

る責任を明確にするとともに学校の主体性を尊重

する観点から適正な事務処理を確保するためすべ

ての学校が必ず従わなければならない指示・命令

とそれ以外の指導助言とを明確に区別して運用す

ること」（中央教育審議会答申・平成10年９月21

日「今後の地方教育行政のあり方について」）

ここでは、学校経営における地域主義というこ

とから父母、住民住民との協働を促進する施策を

出している。つまり、学校の裁量権と自律性を強

調しているのである。そして、教育委員会とし

て、すべての学校について法令上などで最低限従

わなければならない指示・命令と指導助言を明確

に区別することの必要性をのべているのである。

ここで、すべての学校がしたがわなければなら

ないこととはどのようなことであるのか。教育の

条件整備における最低限に必要なシビルミニマム

はどうような基準なのであろうか。また、教員と

して、校長として、最低限に教育行政に報告しな

ければならないことはどのようなことであるの

か。

また、守らなければならないことはどのような

ことであるのか。学校の建築においても学校の自

主性によって、父母と地域住民と協働してつくり

あげていくのはどのような内容が最低限に共通事

項として必要なことであるのか。

自由裁量の領域はどのようなことであるのか。

例えば、教師の学校建築の参画は、教育活動にお

ける地域教材や自主カリキュラム上に必要不可欠

なことである。

学校は、地域の文化センターとして、地域の未

来を先取りしていく公共建物である。学校は、地

域の未来をめざす教育施設なのである。持続可能

な地域の発展を構築していくためにも、学校に教

育活動として活用していくソーラー発電、風力発

電等のクリーンエネルギーや循環型のバイオエネ

ルギーの施設なども当然ながら要求されていくの

である。

また、公共の複合施設としての学校と福祉施

設、社会教育施設、その他の公共サービス機能に

学校施設が機能していくことも大切である。この

ことは、地域の未来を考えていくうえで、当然な

がら要求されていくことである。

ところで、学校が教育行政から自律性をもって

も学校の教職員集団の個々が自律的に相互関係を

もっていなければ、学校の未来をつくりあげてい

く地域文化センターの機能は果たさない。ここで

は、教職員集団の民主的な関係と、個々の教員の

独創的な未来志向のエネルギーが必要である。教

師は、積極的に子どもの教育をとおして未来をつ

くりあげていく仕事をもっているのである。

非民主的な権力的な関係が学校内にあれば、

個々の教員の未来志向的な創意は生かされていか

ない。ところで、特別権力関係論は、校長と教育

職員との間でも起きる。校長の職務命令として、

個々の教師の教育活動や自主的なカリキュラムの

編成を学校全体の統一的な活動として制限してい

くことである。教育公務員の職務命令は、地方教

育行政の組織および運営に関する法律の第43条に

よって規定されているが、これは、いうまでもな

く、教育活動の管理者・リーダーの一方的な職務

命令ではない。

それは、法令上正当な職務上の上司の命令であ

る。校長の職務能力をめぐっては、専門的な教育

力に基づいて、教育組織のリーダーを求める見方

と、管理的・経営面を強調して、教育的専門性を

軽視して、教員免許を必須条件としない見方があ

る。

校長は、免許上によらなくても「学校の運営上

特に必要とある場合には５年以上教育に関する職

又は教育、学術に関する業務に従事し、かつ、教

育に関し高い識見を有するもの」を任用できると

学校教育法施行規則に９条に規定されている。

校長の任用には教育の経験を５年以上の一定機

関を定められているが、この教育の経験の解釈

が、教育に関するということで、教員免許を有し

ての教諭の活動を意味していない場合もある。こ

の教育に関する職や教育に関して高い識見をもつ
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ということで、免許上をもたないものが校長にな

ることは、実際に教員免許をもつ教諭の教育実践

との関係でリーダーシップをとれる関係があれば

問題はないのである。その関係がもちえなくて、

校長の管理的な側面を強調した場合には、大きな

学校運営の問題が起きることを重視しなければな

らない。

学校経営は、管理的側面からのライン的に職務

命令するだけでは、教育実践がスムーズに動いて

いかないのである。学校の管理や経営は、教育実

践のリーダーシップ性と結びついて動いていくも

のである。学校での経営的能力は、教育の専門的

力量と結びついて発揮されていくものである。

ここでの教育の専門的力量は、単に教科を教え

ることができるという教育技術的な専門的力量と

いうばかりではなく、生徒指導や道徳指導などの

子どもの人格的形成、子どもの発達論を子どもの

現実の生活との関係でみていく能力をもっている

ことである。さらに、それらを組織的系統的に展

開し、カリキュラムをつくっていくリーダー性を

発揮できる能力をもち、父母と地域住民との協働

関係を構築できる能力をもっていることである。

校長として、それぞれの能力をすべてもってい

ることは、望ましいことである。現実に得意と不

得意分野があるのも現実である。この現実のなか

で、個々の教師を組織的に集団に経営できる能力

をもっていることは、校長としての必須能力であ

る。それは、決して経営能力と教育力量とが分裂

しているのではなく、教育実践のリーダーとして

信頼できることを基礎にして、統一した力をもっ

ていることである。

学校経営能力は、子どもの発達をより促進して

いくカリキュラムをつくっていく企画力や子ども

が楽しくなり、生き生きとした学校行事の創造性

である。これらを、つくりあげていくには、子ど

もの現実の生活を総体としてみれる力量と、子ど

もの発達への教師の実践力を科学的にみれる力が

求められる。

さらに、学校の経営力は、仲間の教師や地域の

父母と住民から信頼され、組織化できる行動力も

大切な校長としての能力である。とくに、教育で

は、子どもからの尊敬や同僚から信頼されること

が重要である。さらに、父母と地域住民との信頼

関係による連携活動は、校長の学校経営能力に

とって不可欠な能力である。

経営や管理と教育力ということだけではなく、

学校教育実践にとってのカリキュラムとしての教

育実践への企画力や信頼関係をもてる人間性と教

師や父母・地域住民の組織化力が大切な能力であ

る。そこには、校長としての学校経営の基本的理

念が求められているのである。そして、校長とし

ての統率力は、信頼関係を築ける人間性が前提に

なければならない。

校長は、法令、当該市町村の条例及び規則、当

該市町村教育委員会規則及び規定によっての職務

命令であり、教育の条件整備上の管理である。授

業をしなかったり、無断欠勤、公費の不正支出や

セクハラなどの不祥事問題は、教育活動の裁量権

とは無縁であり、校長としての広義の意味の教育

条件整備的範疇である。

職員の勤務的な管理は、工場のような規則的に

労働作業があることと本質的に異なり、個々の子

どもの生活に即して、子どもの発達を促していく

ことが仕事であり、決して機械的に対処できるも

のではない。また、教師は常に人間的に成長して

いくことが要請され、新たな学問の吸収を常に求

められていくものである。

子どもの夏休みの期間などは、教師が自由に自

主的な研修のできる機関である。学校に出勤して

夏休みの時期を労働時間に定められて、機械的に

学校にいることが教師の自主的な研修ではない。

教師が自己研鑽して、創造的に子どもに還元して

いくことはどういうことか。夏休みに海外などに

見聞していくことも一考であり、様々な自主的な

研究会に出席する大切な期間であり、日頃の授業

を振り返りながら研究を深めることもひとつの過

ごし方である。

自由に自主的に研修が保障されていることが教

師の教育実践を豊かにしていくものである。学校

にいるという場による時間的な管理では決して教

師は成長しないし、むしろ場の拘束による時間的

な管理は、教師の教育的意欲をもぎ取っていくも

のである。それは、教育活動の荒廃につながって

いく。
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教育活動そのものは、校長の管理的な職務命令

ではうまくいかない。校長の職務命令によって、

教育活動は決して行われるものではない。教育活

動の全校的決定は、学校行事や教育課程の編成に

とって重要なことであるが、この教育活動は、

個々の教員における専門性と教育活動における直

接責任性、学校における教育活動の専門的蓄積や

体験などから、すべての教職員の全員参加のもと

に協議し、個々の教員の創意を生かせる校長の監

督責任のもとで決定していくことである。

職員会議は、自由に個々の教員の創意を尊重し

て、その教員のエネルギーを正当にくみあげるた

めである。教育活動の内容は学校の裁量権であ

り、教育行政の本質的な仕事ではない。教育行政

の学校管理は、条件整備な側面からである。校長

が、教育行政から委嘱されている学校の管理と、

校長自身が教育活動として学校経営にリーダーと

して責任をもっていることは、異なる領域であ

る。校長が教育活動の内容から学校経営に責任を

もっていくうえで、職員会議に教職員が学校経営

に参画することは、決定的に重要なのである。

中央教育審議会は、個々の学校の自律的経営の

うえで、職員会議の重要性を次のようにのべる。

「学校に、設置者の定めるところにより、職員

会議を置くことができることとする」「職員会議

は、校長の職務の円滑な執行に資するため、学校

の教育方針、教育目標、教育計画、教育課題への

対応方策等に関する教職員間の意志の疎通、共通

理解の促進、教職員の意見交換などを行うものと

すること」（中央教育審議会答申・平成10年９月

21日「今後の地方教育行政のあり方について」）

職員会議の重要性を指摘する中央教育審議会の

答申であるが、校長の職務の円滑な執行というこ

とで、学校経営を教職員全体の参画によって執行

していくという視点がなく、校長の補助的機能と

しての位置づけにすぎない。したがって、教職員

全体でカリキュラムをはじめ学校経営をしていく

ことの観点が明確でないのである。学校経営の意

志決定は、校長だけの権限という側面が強くでて

おり、職員会議は、その補助的機能という見方を

捨て去っているわけではない。

さらに、カリキュラムの作成において、父母や

地域住民の意見や創意も大切である。学校経営

は、校長の意思決定によるという見方は、教職員

や父母・地域住民の学校経営参画を否定していく

ものである。この際に、それぞれの立場や専門性

を尊重していくことは否定するものではないが、

校長のみに意思決定の権限があり、その他の意見

を自己の意思決定の参考意見ということで、従属

的にみるならば、学校の裁量権による教育内容の

編成を極めて狭い校長自身だけの知見に狭められ

てしまう。

鹿児島市の川上小学校では長年に地域住民の協

力により、食農教育を実施してきたが、校長がか

わったことによって、父母や地域の意志とは別に

学校は、独自に学力向上のための時間割の編成を

していくのであった。学校側が、校長の意志に

よって、食農教育が中止されたことにより、父母

や地域住民は、学校のカリキュラムとは別に地域

の主催で食農教育を継続していくのである。

このような事例から学校と父母や地域との関係

があらためて問われていくのである。教職員集団

や父母、地域住民の協働による学校経営の民主主

義的な参加方式は、校務を円滑、実りあるものに

していくうえで、不可欠である。

しかし、校長の権限の強化と、教育の効率化

は、校務分掌による分業体制になっていく。そこ

では、教育活動の全校的な決定事項を職員会議と

いう個々の教員の全員参加のもとに多角的な視点

から討議して決定していくことがおろそこかにな

る。校長が学校経営における責任性を発揮するた

めには、教職員や父母・地域住民とのコミュニ

ケーション能力と教育実践のリーダー性による組

織力が求められている。

ところで、小さな学校は、校長のリーダーシッ

プが教職員と父母・地域住民との関係でとりやす

い条件をもっている。それは、小規模の学校経営

の特殊性である。実際の小規模の校務分掌は、大

規模校と同じようになされている場合が少なくな

い。校務分掌ごとの研修や会議、文書報告も大規

模校と同じようになされており、小規模校に勤務

した教職員は、校務分掌によって、極めて多忙に

なっていく。それは、生徒児童との関係ではな

く、官僚的な校務分掌によっての職務命令からで
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ある。

例えば、10人ほどの小規模校でも校長、教頭が

必ず配置されており、実際に児童生徒を教える教

職員が複式で3人ということで、小規模校として

の柔軟な学校経営がなされていないケースが多

い。少人数での教職員のなかでの校長が、管理主

義的に学校経営を行えば、教職員の教育活動がい

びつになっていく。

小さな社会での閉鎖性の人間関係の厳しさがで

てくる。小規模校での校長の管理主義による教職

員の精神的な負担が大きく心の病になっていくこ

とも少なくない。小規模校の校長の存在自身も問

われている。これらの矛盾の解決方法の１つとし

て、小規模校の学校経営における分校方式も一考

である。ここでは、校長などの管理職を削減でき

るので、教職員の経費にとっても合理化になり、

県の教育予算を児童生徒のために有効に利用でき

るのである。

へき地の小規模校は、父母や地域住民との関係

が密である。教育の方法における父母や地域住民

の参加も可能という条件を有効に生かして、自分

の生まれ育った地域に誇りをもたせていくこと

と、生きるための学力をつけてやることが統一で

きる。また、へき地にとって、学校の存在は、地

域の文化センター的な意味をもっていたことが明

治の近代学校形成のときからあったのである。

それらの地域は、学校に対する父母や住民の協

力も強い。総合的な学習の時間での食農教育、食

育教育、郷土教育などで学校での教育活動に深く

住民がかかわっている教育実践は数多くある。そ

こでは、学校の教職員と地域の父母や住民による

教育の協同活動がされている。地域の父母や教職

員と学校との協同活動を可能にしているのは、学

校経営に、カリキュラムとして、地域との連携が

明確に位置づけられているからである。学校の仕

事は、地域の父母や住民との連携も児童生徒の教

育活動をしていくうえで、不可欠な要素である。

教育活動は、教科書をきちんと教えることであ

り、地域との関係はないという議論もある。ま

た、児童生徒をとおして、地域をみていくことが

基本であり、父母や地域住民との連携が本質では

ないという見方もある。それらの見方は、教育活

動を効果的にしていくうえで、地域は本質ではな

く、学校教育の方法や技術が求められているとす

る。

へき地教育においても遠隔教育として、イン

ターネットを利用した通信技術による教育工学が

重要であり、地域教材開発や地域連携の教育活動

は、学力低下ということで教育効果を減じるとい

う見方も強い。教育学部の大学などで行うへき地

教育研究から地域がでてこないのも、そのためで

ある。

へき地教育研究にとって、地域教材開発、食農

教育や郷土教育からのクロスカリキュラム研究

は、全く門外であるということを知らされたので

ある。この見方からすれば、校長や教職員の校務

ということに地域がでてこないのは当然である。

へき地教育では、集合学習、異学年の学習、合

同学習など一斉指導の教育方法と異なる見方が豊

富に実践されている。子どもは教師から教えられ

るという受け身の学習ではなく、子ども自らが教

えることをとおして、学力の深さを身につけてい

くということが異学年学習などで可能になってい

く。異学年指導や個別指導の教育方法を重視せ

ず、複式学級は、２つの授業がクラスのなかにあ

り、２つの授業のわたりが教育方法上であるとい

う見方もある。この見方は、一斉指導の論理を異

学年学習にもちこむものであり、へき地教育の異

学年学習の本質を無視したものである。

異学年指導は学力形成と人格形成がきりはなさ

れいるのではなく、学習内容がわからない友だち

を教えていくということが日常の学習活動のなか

であたりまえになっているのである。教師と児童

生徒の関係での教える、教えられるという関係で

はなく、子どもの学習の人間関係にもこの教え

る、教えられるという関係が生まれのである。

この関係を大切にした学校経営がへき地では可

能である。教師と校長との関係も、地域教材開発

や食農教育、食育教育などとして、また、集合学

習、合同授業、異学年学習ということを、それぞ

れの学校の裁量権で工夫していくことが求められ

ているのである。都市の大規模校と同じように校

務分掌による学校管理ではないはずである。

ところで、校長は校務をつかさどり、所属職員
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の監督の職責がある。これは、個々の教諭の児童

生徒の教育活動を効果的につかさどることの監督

機能である。個々の教員の教育活動の充実をして

いくうえで、全校的な教育事項が必然化するので

ある。この関係なくして、校長、教頭、教諭など

が、上下関係のもとでの職務命令の組織関係にな

れば、子どもの具体的な状況からの発達課題を見

落とした教育活動の官僚制が進行していくことに

なっていくのである。

子どものへの教育活動は、個々に特殊な側面が

つきまとい、画一的にマニュアル的に対処できな

いのが特徴である。また、教育活動の評価が即物

的にすぐにめにみえる形であらわれるものではな

い。入学試験の点数のように数字となって合否の

結果がでるように、人格の完成をめざす本来の教

育活動は、明確に短期間に数字的に評価されるも

のではない。入学試験の点数の結果のように教育

の評価を行えば、受験学力のみによって、教育活

動の評価になりがちになる。

３ 児童生徒への教育活動と官僚制

子どもは、学校教育のなかで、成績の評価や校

則などで教師から管理されている。国語、算数・

数学、英語、理科、社会などの教科の成績は、

ペーパーテストの点数によって、評価されがちで

ある。美術は、作品展の評価で、体育は、競技試

合の勝敗によって、音楽はコンコールで、学校美

化活動は、花壇コンクールなどの大会によって評

価されがちである。

現代の子どもたちは、学校教育の場で、様々な

教科の学力やコンクールなどの行事で評価を強制

されて生きていかねばならないことが多い。この

評価は、子ども個々を競争に追いやることで、子

どもたちが切磋詫間して、相互に刺激しあって、

仲間と共に、人間的に信頼しあって成長してく場

ではない。競争のなかで子どもが孤立化されてい

く傾向をもつのが偏差値教育のなかでの管理主義

的教育である。子供を競争的人間と管理主義的人

間に育成していくことになる。

学校の成績評価は、子どもの日常生活に重くの

しかかっているのである。教師との関係ばかりで

はなく、親子の関係も歪にしていく。子どもは、

親からの期待の重圧のなかで、また、親との関係

でいい子でいたいという願望のなかで、学校の成

績評価を気にして生きていく。

偏差値教育の結果、子どもの将来の進路までも

歪にしていく。偏差値的な成績が人生の選択の基

準になるという錯覚におちいる。学校教育の進路

指導は、生き方を学習する場である。偏差値教育

は、その子どものやりたいことの発見、未来への

希望、職業への夢を学校教育のなかで培っていく

職業教育や進路指導がないがしろにされていくの

である。つまり、管理主義的な偏差値教育のなか

で、子どもの個性を大切にした子どもの進路指

導、職業観教育がおろそかにされる。教師自身の

評価が偏差値的な学力達成度によって行われてい

くことが、より子どもへの教育実践を歪にしてい

くのである。

現代の学校教育の子どもへの評価は、競争との

関係で機能して、子どもが相互に創造的な営みを

推進する場になっていないのである。現代の子ど

もは、学力の偏差値で輪切りされる。また、コン

クールやスポーツの試合結果を重視して、賞を得

るための、勝つための教育が一面的に強調され

て、子どもが創造性をもって楽しく様々な活動に

参加していく側面が軽視される。学力向上のため

に、ドリル学習によって詰め込み的に訓練的な反

復学習が重宝されるのが、その典型である。子ど

もたち自身の学ぶたのしさは、学びの継続性をつ

くり、子ども自身の血肉になっていくものである

が、受験や賞のための一過性の「能力」になって

いく。

児童・生徒の学校生活の管理教育として、まず

問題にされるのが、校則問題である。校則は、強

制力をもった規則によって、心得、人間関係、社

会規範を身につけさせようとするものである。規

則をまもらせていくことが、道徳規範の形成にな

るという指導観である。ここには、病気の治療と

同じように、子どもの人権さえも生徒指導という

ことから制約されることがあるという認識であ

る。規則を重視する生徒指導は、子どもの社会的

規範の内面形成であり、形の枠をくりかえし、う

えつけることであるという指導方法である。

児童・生徒の学習の関係をみていくうえで、学
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習指導要領活用の問題点が大きくある。学習指導

要領は、児童・生徒の学習を指導していくうえ

で、大きな指導目標の目安になることは否定でき

ない。児童・生徒の学習指導において、子どもの

生活現実や地域との関係があることも知識に加え

て、問題発見能力、問題解決能力、創造力、判断

力、継続力、表現力などの確かな学力として、生

きていくための力をつけていくうえで重要であ

る。

学校教育の官僚制を考えていくうえで、学習指

導要領や教科書の硬直した機械的な教師の学習指

導の問題が大きくある。指導要領や教科書も、子

どもの生活現実や地域との関係、子どもの意欲や

創意工夫との関係で、教師が自主的な教材を開発

して、カリキュラムを自主的に再編成していく能

力が教師集団に求めらているのである。校長もこ

の自主編成づくりにおいて教育実践のためのリー

ダーシップをとっていくことが学校経営にとって

大切である。生きるための子どもの諸能力形成に

とって、校長は教師を学習指導要領や教科書に

沿っているかどうかと監視しながら管理していく

という立場ではないことはいうまでもない。

教師も学校の学習指導の集団の一員として、開

放的に教師間はもちろんのこと、父母や地域住民

に開放して、協力と協働の関係を構築していくも

のである。教師は、学習指導としての自治性の能

力と、父母や地域に対してコーデーネーターとし

ての役割としての専門性をもっていることを見落

としてはならない。

地域教材づくりやカリキュラムの自主編成の論

理がなくて、子どもの生活との関連や子どもの生

きる力としての、創造性、喜びの力、継続力・忍

耐性、コミュニケーション力、人間関係力などを

つけてやることはできない。

地域学校教育の官僚制を考えていくうえで、特

別権力関係論という特殊な公教育の管理システム

の論理がある。これは、公権力の包括的支配とし

て、法律の根拠なくして、公立学校での教育指導

のために、私人の人権を制限することができると

いう理論である。

この議論は、生徒指導での日常生活管理的な校

則による子どもの「教育指導」などで問題にされ

る議論である。子どもの教育指導のためには、人

権を制限していかねば子どもの道徳形成はできな

いという議論である。

子どもの教育活動において、はじまる時とおわ

るときの時間的拘束性、カリキュラムによる学び

の系統性と継続性、人間関係の円満なコミュニ

ケーション力、他に対する思いやりの形成のため

の集団内の相互関係力など、個々の個別的な自由

なきままな展開の教育ではなく、規則性をもった

リズムの調和力という拘束性が必要であることは

否定するものでない。

これは、決して子どもの人権を否定する拘束性

ではなく、人間の尊厳のための拘束である。そし

て、それは、特別権力関係論のように教師である

がゆえに、子どもの教育指導のために公的に支配

することが合理的であるという見方では決してな

い。

４ 校区コミュニティと学校の官僚制克服

学校の官僚制は、子どもや父母・住民と結びつ

ていかないことによって、一層に教員の専門性が

閉鎖主義と独断主義におちいっていく現象であ

る。一般行政における法令や規則の機械的対応や

文書主義による組織の硬直性とは異なる特徴を

もっている。

法令主義というよりも特別権力関係論にみられ

るように、教育指導は、特殊的な支配をもってい

なければ、教育の目的が達成できないと教師側の

見方があり、専門性の名の下に独断主義をもちや

すい構造をもっている。

父母からみるならば子どもを人質にとられてい

るという感覚や内申書、就職にあたっての推薦書

など、教師の子どもの評価が将来の進路に大きな

影響をあたえていくという意識から教師に対し

て、自由にものがいえない従属的な独特な人間関

係が生まれていくのである。この従属的な独特の

関係が生まれていった背景は、受験の加熱ぶりの

意識が親に形成されるようになってからである。

そして、ペーパーテストの受験競争の弊害とい

うことから高校などの入学試験に内申書が使われ

るようになってから、教師と生徒、教師と父母と

の関係に従属的な意識が形成されるようになるの
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である。さらに、学校教育における教師と児童生

徒の関係ということが父母や地域住民からもみえ

ないのも大きな特徴である。つまり、学校教育は

閉鎖社会のなかで実践されているのである。この

閉鎖社会が教師の独断性を一層に強めている。

近代以前、農業国であった日本の農村における

小学校の歴史的形成は、明治12年の教育令以降、

近世行政村を大字・区会に編成して、その連合と

いう形で、小学校の校区をつくったのでのが多く

の事例であった。この教育令は、町村を小学校の

設置単位と位置付け、その行政事務を行うために

町村に人民公選の学務委員を置くこととなど、教

育行政にとって住民の参加として画期的な施策を

実施したのである。

しかし、学務委員の公選制は、翌年の改正教育

令で廃止された。この時期に、短期間であれ、政

府は、なぜ、学務委員の公選制を制度として導入

したのであるか。学校教育をめぐる地域住民の教

育に対するエネルギーを組み入れ、住民の協力体

制をとらねば、学校の整備、国民の就学率をあげ

ることができないと考えたからである。

大字・区会は、入会林野の旧慣を認めながら近

世行政村の封建的自治的秩序を残しての近代的町

村の補助的地域組織としたのである。この基盤の

うえに小学校の校区が形成されたのである。近世

行政村には、自然村的秩序としての村落共同体的

な集落秩序と重なりあっている場合と、その内部

に複数以上の自然村的集落をかかえている場合が

ある。

浜の自然村的集落と在の田畑を所有する自然村

的集落とが、同じ近世行政村をつくっていた場合

は、その矛盾が明治の大字・区会形成のなかで再

編成されていく。浜同士の集落が連合して大字・

区会をつくって、浜集落の連合の小学校をつくっ

ていく場合もみられる。山村などで、慣行的な入

会が行われていた集落が、近世の行政村時代に、

本村に対する枝村として、また本百姓の階層が位

置づけられていない家が多い。このことから部落

有林野の権利問題が地域間で複雑に展開してい

く。

小学校は、山村であるがゆえに独自に自然村集

落として、つくっていく場合が少なくない。ここ

では、へき地の住民は、伝統的な自然村的な隣保

共助ということから、地域で独自に自分たちの地

域の山林財産や寄付金によって、学校をつくって

いくのである。ここには、封建的な近世行政での

庄屋・名主的な村方役人による自治的な村落統治

から、その矛盾の緩和のための新たな近代的な住

民自治的な市民公共性として、小学校の校区が形

成されていくことも否定できないのである。

明治末期での地方改良運動のなかでの部落有林

野統一事業やへき地の学校の統廃合などで、地域

住民が独自に資金を出して学校運営をした事例な

どは、小学校校区住民が天皇制絶対主義の地方権

力に対する抵抗として、新たに暮らしによる住民

自治的な機能を近代の小学校の形成からもってい

たことによるものである。ここにも市民的公共性

の萌芽的論理がある。

旧慣的な自然村的な秩序の内部の矛盾は、小学

校の校区のなかで、その矛盾の緩和がされてい

く。小学校のまとまりが、新たに住民のまとまり

の単位にかわっていく。小学校の校区を中心に住

民の地域アイデンティがつくられていくのであ

る。小学校の運動会が地域運動会の機能になって

いる場合などは、そのシンボル的な行事である。

大字・区会が大きかったたり、大字が山間部や

漁村などのへき地などでは、単独の大字・区会で

小学校の校区を形成したのが少なくない。そし

て、小学校の校区は、近代の農村再編成のなかで

地域住民のまとまりの単位になっていったのであ

る。

小学校の校区は、近代の地方行政を整備してい

くうえで、地域住民を天皇制の文化的浸透、精神

動員としての大きな機能を果たした側面もある。

学校の校区は、青年会・青年団の銃後運動の単位

としても機能したのである。学校の校長は、地域

青年の指導的役割をもたされた。子どもの就学率

をあげていくためにも校区の住民を動員しての対

策が積極的に行われたのである。小学校の地域文

化センター的機能は、天皇制の文化浸透的な機能

や国家施策の動員主義的機能をもたされていた。

これとは対象的に、自然村的秩序の隣保共助の

集落機能が学校という近代的な機能のなかで、新

たな住民自治的機能をもたされていくことが、山
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林の入会権や漁業権・入浜権などの住民の共同・

協働の地域生活権を防衛するということにみられ

る。

また、住民の文化と教養を身につけたいという

ことや、自分の子どもの進路を学問によって身を

たたせたいということからの住民の学校教育に対

する強い要求のなかにみることができるのであ

る。この動きは、へき地の学校では、その後にお

いても一貫していくのであり、行政の学校の統廃

合に対する住民の反対運動は、地域住民の生活

的、文化的、教育的な近代的な市民自治による新

たな公共性の動きとしてみていくことが必要であ

る。

へき地の小学校の校区は、この問題が最も鋭く

みることができる。へき地における過疎化現象

は、集落機能を崩壊させている。しかし、この集

落機能を大きな地域で再編成していくうえで、小

学校の校区の役割を歴史的に再評価していく必要

がある。学校を中心として、地域住民がまとまっ

ていく意味を小学校の子どもたちの通学圏という

視野ばかりではなく、その校区住民の文化的、福

祉的な豊かさを構築していくうえで、学校の地域

機能を考えていく必要があるのである。
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第４章 資本主義と道徳教育の課題

－稲盛和夫の人間観から－

(1) 市場経済の道徳問題と稲盛和夫の利他精神

市場経済の発展は、人々が目的をもって、意識

的にモラルの努力をしなければ人間の尊厳を否定

し、人間として共に生きていくための社会規範を

欠いた道徳的退廃が起きる。資本主義の形成期に

「諸国民の富」を書いたアダム・スミスは、同時

に「道徳感情」論を書いている。そこでは、傲慢

と虚栄の人間像をつくりだす側面と、謙虚と公正

な人間像という違った側面があると次のように指

摘している。

「人類の尊厳と感嘆にあたいし、それを獲得

し、享受することは、野心と競争心の大きな諸目

標である。それほど大いに意欲されているこの目

標の達成に、等しく到達するふたつの違った道

が、われわれに提示されている。ひとつは、傲慢

な野心と人目をひく貪欲の性格、もうひとつは、

ひかえめな謙虚と公正な性格である。

ふたつのちがった規範、ふたつのちがった情景

が、われわれのまえにかかげられて、それにおう

じてわれわれは、自分たちの性格とふるまいう

を、形づくることができる。……たいていの人に

とっては、前者の傲慢と虚栄が、後者の真実で確

個とした値打ちよりも、はるうかに多く感嘆され

るものである。

値うちと特性とからきりはなされた、たんなる

富と上流の地位とが、われわれの尊敬にあたいす

ることにとって、あるいはおそらく、善良な言語

にとっても、めったに快適なことではない。しか

しながら、われわれは、それらがほとんど恒常的

に尊敬を得ることを、そして、したがってそれら

が、ある点では尊敬の自然的対象とみなされるこ

とを、認めなければならない。

それらの高い地位は、疑いもなく、悪徳と愚行

によって、完全に引き下げられる。しかし、悪徳

と愚行が、この完全な引き下げの作用をなしうる

には、それらがたいへんに大きなものでなければ

ならない。社交界の人の不品行は、いやしい状態

の人よりも、はるかに少ない軽蔑と嫌悪をもって

見られる」。
(1)

少し引用がながくなったが、アダミ・スミス

は、富裕な人、上流な人は、前提的に尊敬の対象

として、多くの人がもつということである。その

人たちが、多少の不道徳なことをしても社会的な

価値をさげることは少ないということである。こ

れに対して、貧しい人は、もともと有徳であり、

智恵をもっていても尊敬されず、不品行なことを

すれば社会的に厳しく断罪されるという。道徳を

もっている人として、社会的に尊敬されるという

ことは、社会的に富裕なものと貧乏なものとの見

方が異なるということである。

しかし、人間の悲惨に対する慰めは、貧乏な人

びと、みじめなひとびとへの同情であり、友情と

よばれるものではなく、慈愛的な配慮と善行であ

るとアダム・スミスは次のようにのべる。「社会

の平和と秩序は、悲惨な人びとの救いにくらべて

さえも、重要である。上流の人びとにたいするわ

れわれの尊敬は、したがって、その過剰によって

害をひじょうにあたえがちであり、悲惨な人びと

にたいするわれわれの同胞感情は、その欠如に

よって、そうなりがちである。道徳哲学者たち

は、われわれに、慈善と同情をすすめる。かれら

はわれわれに、上流の地位に眩惑されないよう

に、警告する。この眩惑は、たしかに、たいへん

強力であって、そのために、富裕な人びと、上流

な人びとが、あまりにしばしば、賢明な人びと、

有徳な人びとよりも、好まれるほどである」。
(2)

アダム・スミスは、この同情感情を発展させ

て、公共的感情へと展開していく。そして、利己

的個人を社会的に統合した筋道を同感・共感とい

うことで、利他心が成長いていくことを考えたの

でる。

「われわれの子どもたち、われわれの親たち、

われわれの親族たち、われわれの友人たち、われ

われの恩人たち、われわれが自然をもっとも愛

し、もっとも崇敬する人びとは、そのなかにふく

まれるのがふつうである。そして、かれらの繁栄

と安全は、あるていど、それらの繁栄と安全に依

存する。

したがって、自然よってそれは、われわれの利

己的な意向だけではなく、われわれのすべての私

的な、慈愛的な意向からも、われわれにとって愛

すべきものとされている。われわれ自身の、それ



神田嘉延：自立と共生の教育社会学（その３）

－ 113 －

との結合関係によって、それの繁栄と栄光は、あ

る種の名誉をもたらすように思われる。われわれ

がそれを、同種の他の諸社会とくらべるとき、わ

れわれはその優越性を誇りに思うし、もしそれが

なにかの点で劣ってみえるならば、いくらかいや

しく思う」。
(3)

親や親族、友情などの自然の愛の関係や利己的

なことばかりではなく、名誉という慈愛的意向に

よる社会的結合の重要性を公共性への感情への橋

渡しとして、アダム・スミスは強調するのであっ

た。

また、道徳腐敗として、富裕な人びと、上流の

人びとに感嘆し、貧乏でいやしい状態にある人び

とを軽蔑または、無視するという、この性行に

よってひきおこされるところの、諸道徳感情の腐

敗をのべている。世間にはいると、まもなくわれ

われは、けっして智恵と特性だけが尊敬の対象だ

けではなく、また悪徳と愚行だけが軽蔑の対象で

はないことを知る。有力者の悪徳と愚行が、社会

同感・共感を媒介としての利他心への道徳問題に

繋がっていく。アダム・スミス以来、富裕な人び

との道徳的腐敗は、資本主義のはじまりから大き

な関心ごとであったのである。

ドイツの社会学者マックス・ウエバーは、資本

主義の精神として、産業資本家の禁欲主義の精神

をプロテスタンティズム、とくにピューリンタン

ニズムの禁欲主義的道徳のもつ経済発展の役割を

次のようにのべている。

「一時的な心情にたいする持続的刺激、とくに

この禁欲によって鍛錬されたこの種の刺激を、維

持しかつ活動させる能力を人間にあたえることで

あった。換言すれば、形式的＝心理学的意味にお

ける一つの人格を、人間のうちに育成することで

ある。この種の禁欲が目的とするものは、一般に

考えられるのとちがって、意識的・覚醒的な聡明

な生活へ進むことであり、放逸な本能的快楽を粉

砕することを当面の課題とし、これを達成する人

びとの生活態度に秩序をもたらすことを、もっと

も重要な手段とするものであった」。
(4)

ウェーバーは、ピューリタンニズムの禁欲主義

の社会的秩序は、意識的・覚醒的な聡明生活を促

進し、生産的な資本主義の精神をつくりだしたこ

とを強調している。放逸な本能的快楽は、資本主

義の生産的精神の阻害要因であるとしたのであ

る。一時的心情ではなく、目標に向かう合理的な

持続的な精神形成にとって、禁欲主義的鍛錬は必

要なことであるとした。禁欲主義は、放逸な快楽

主義に対する精神における生産的な意欲の対峙で

ある。資本主義的な生産的精神という倫理・道徳

は、ピューリタンニズムの宗教精神にあったとし

たのである。資本主義の発展は管理体制を必然化

し、それは、合理的な側面をもっているが、非人

間的な側面をもっていき、新たな倫理的課題を求

めていくのである。

社会学者のデュルケムは、分業による無政府性

のなかで、欲望のコントロールができないアノ

ミー的現象が生まれることを論じている。そのア

ノミーは、近代によって新たに大量に生み出され

た自殺の原因になっていくのであるとした。この

アノミー的自殺にたいして、近代化において、人

間本質の愛他精神をみいだして、社会的連帯をど

うしたらつくりだすことができるかを考えたので

ある。

フッシズムの社会的基盤を分析し、それと戦っ

た社会学者のマンハイムは、近代の資本主義社会

の発展は、無政府的で多くの人びとが群衆とな

り、一部のエリート支配と2つの局に分断されて

いくと分析した。エリートにコントロールされる

群衆を形成する大衆社会は、ファッシムへの社会

的基盤として、警告した。そして、人びとが参加

していく民主的な社会計画論を強調した。この民

主的社会計画は、人間性をもった総合的な視野か

らの教養に裏付けられた知識社会のための教育が

なければ実現しないとした。民主主義のための倫

理・道徳の教育があってこそ、民主的社会計画の

能力が個々につくられると考えたのである。つま

り、個々の自己利益、エリートになるための競争

主義の教育が出発ではないとした。

アメリカの社会学者のミルズは、20世紀後半の

アメリカを「パワーエリートは金権社会のなかで

構造的に退廃する」ことを強調したのである。こ

のなかで、官僚制を克服していくうえで、公衆の

参加民主主義のための教育の役割に糸口をつかん

だ。
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日本では、江戸時代に商人の道徳論運動が起き

たのである。その典型は、石田梅岩による心学運

動の正道論である。そこでは、自己の欲望を好ま

ない精神形成が中心であったのである。かれは、

倹約と勤勉な暮らしを奨励したのである。

日本では、石田梅岩をはじめ昔から経済活動を

していくうえで、私欲をおさえること、商いは公

のためと、利他の心をもつことの重要性を強調し

てきたのである。

商人の正道は、仁愛の精神である。買ってもら

う人に自分は養われているという見方である。

従って、飢饉があったとき、飢えた人を商人は救

うのは商人の正道である。商人は買い手が満足す

るように身を入れて努力すれば暮らしの心配はな

くなるというのである。商人の利益は公に許され

た俸禄と同じである。商人は利益を得てその仕事

を果たせば世間の役にたつということが石田梅岩

の考えである。

稲盛和夫は、石田梅岩の商人道徳や二宮尊徳の

労働の精神の考えを大切にしている。かれにとっ

て、創造的な仕事をとおして、生きがいをもつと

いうことが基本である。江戸末期の二宮尊徳の勤

勉性という倫理によって、荒廃した村を再建した

ことを高く評価している。働くということを仏教

的な精進との関係で「君の思いは必ず実現する」

でのべているのである。
(5)

マルクスは、社会的な富の源泉は労働というこ

とで、労働は人間にとってもっとも価値のあるも

のであると考えた。マルクスの人間観の本質はこ

こにある。それが実現できていない社会につい

て、矛盾克服の闘争をよびかけたのである。資本

と闘争することを自己目的にするのが本質ではな

い。人間の本質を理解しない、仁の精神のないこ

とに対する抵抗である。市場経済の絶対化という

論理の次元では、働いている人々は救われないと

考えたのである。資本主義の経済法則のみでは、

飽くなき資本蓄積の欲望を増大させていくという

ことをマルクスは、資本論で見事にあらわしたの

である。

マルクスの経済理論から、経営者が学ぶこと

は、目的意識的に人間の本質を理解できる労使関

係を築くことである。そして、すべての社員の幸

福を実現できるように、社員を育て、経営理念を

共有して、民主的参画の経営を展開していくこと

である。

日本でもマルクスよりも100年前に安藤昌益と

いう思想家が直耕という概念で、労働する農民こ

そもっとも価値ある社会的存在と考えた。そし

て、自然循環的な叡智の思想を提起しているので

ある。

日本の近代銀行を創設し、近代の産業発展に大

きな役割を果たした渋沢栄一は、経済人にとって

の道徳の重要性を強調した。20世紀の初頭に日本

産業発展に大きく貢献した大原孫三郎は、社会問

題研究所（法政大学大原社会問題研究所）など、

数々の研究機関と教育の機関や福祉施設をつく

り、経営者の社会的貢献を実践したのである。以

上のように、日本でも市場経済や資本主義にとっ

てのモラルは歴史的に強調されてきた。

しかし、現代では、汚職の問題は、人づりの中

心的な学校教育までにも深く浸透している。大分

県の教員採用や教頭・校長の昇任人事をめぐって

の汚職問題で、その退廃の深刻性が明らかになっ

たのである。

現代の資本主義を道徳的退廃という側面からど

のように考えたらよいのか。これは、拝金主義や

国家財政の肥大化による財政誘導がある。人々の

日常生活が国家財政との関係で深く関係しなけれ

ば生きていくことができないのが現代である。つ

まり、近代社会でつくりだされた官僚制が人びと

の生活まで深く浸透して、官僚制が現代社会の道

徳的退廃の要因にもなっていることを見逃すこと

ができないのである。現代は、官僚制による金権

支配が一層強まっている。そして、さらに、民間

部門においても、粉飾決算の会計操作やバブル的

金融信用部門がふくれあがり、実態経済から大き

く離れた投機経済側面が大きくなっているのであ

る。

現代では、モラル問題が経済分野ばかりではな

く、社会のあらゆる分野にひろがり、人育てをす

る学校教育の分野まで汚染されている。とくに、

学校教育における閉鎖性と官僚制がその問題を複

雑にさせているのが現実である。

稲盛和夫の利他精神の問題提起は、現代日本の
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モラル退廃の現実からみると極めて重要である。

現代の日本において、社会的病理現象は極めて深

刻である。金銭を絶対化する見方、利己主義の蔓

延のなかで、汚職、企業の不祥事、いじめ問題、

命を粗末にする様々な事件、環境問題など、考え

れば頭が痛くなることがたくさんある。物資的な

豊かさの中で、精神的な貧困現象がたくさんある

のである。この状況で利他の精神を特別に重視し

ていく必要がある。

今の教育は、悪魔のような人物をも送り出すシ

ステムであると稲盛和夫は考えている。今の日本

社会には、人間として何が正しいかを教える機関

がほとんどない。国家主義の反動から倫理や道徳

を教えることに反発が起こり、なかなか徳育教育

が学校教育にはいらなかった。戦前への復古主義

的な教育勅語に救いを求める意見に与しないで、

世界のさまざまな宗教や哲学が説いている倫理や

道徳からの徳育教育を稲盛和夫は力説している。

そして、こころの教育は、国家ではなく、教師や

社会が担うべきでると。「礼」「仁」などの倫理・

道徳を教えてから個性を伸ばすこと、労働を通じ

て人間性を高めることの大切さを強調してい

る。
(6)

人類史的な視野から、世界のさまざまな宗教や

哲学から現実の問題を直視しながら、倫理や道徳

の問題を学ぶことの重要性を力説している。この

学びは、人間のこころの科学として総合的な視野

からであると稲盛和夫は、説いている。こころの

科学は、心理学的問題だけでは決してない。ここ

ろの科学は、教育学、社会学、経済学、宗教学、

人類学、民俗学、歴史学、法学、医学、身体学、

保健学、生理学、脳科学、農学、環境学など様々

な分野から総合的にみていく必要がある課題であ

る。

(2) 稲盛和夫の人間発達観－こころを磨く－

稲盛和夫の人間発達観、教育観を知るうえで著

書「君の思いは必ず実現する」は大いに参考にな

る。この本は青少年や学校教育関係者によく読ま

れている。ベトナム語にも翻訳され、ベトナムで

は、大変に反響のあったものである。

この本は、日本の青少年に、大いに元気がもて

るように、精魂こめて人間としての生き方を書い

た。とくに人生に迷った青少年に読んでほしい

と。人間は、夢と希望をもって努力することに

よって、すばらしい発達の可能性をもつというこ

とをこの本では強調している。

稲盛和夫自身、若いときに多くの挫折と試練を

くりかえした。人生の目的はこの挫折の経験から

心を磨くことにあるとした。若いときの挫折や試

練が大きな心の糧になったのである。苦労は人間

の成長にとって、大きな力になるという見方であ

る。

稲盛和夫の子どもの見方は「子どもは、自己の

心を純粋にみつめると考える。従って、自己利益

の損得をもって、まわりをみないすばらしいもの

があるとする。その限りでは、将来の夢や希望が

純粋に表れる」。
(7)

それは、子どもの自己中心性からの克服とい

う、人間としての発達との関係のなかでの思いを

指しているのである。稲盛和夫にとって、幼い子

どものときに、感謝の思いを隠れ念仏の宗教的慣

習から体験したことが、道徳観の根底の地下水脈

のように流れていると述べている。「感謝の心が

幸福の呼び水なら率直な心は進歩の親」と稲盛和

夫はのべている。」
(8)

稲盛和夫は、子どもにとって、遊びは大切な

「仕事」ということを言っている。子どもが大い

に遊ぶということは、人間的絆の心が自然に鍛え

られていくのである。発達心理学者のピアジェと

いう人が言うように、遊びをとおして自発的に友

達がつくられ、人間としての思いやりの道徳が形

成されていくということと同じ考えである。

自己を絶対化して、どんな思いも必ず実現する

ということの意味ではない。子どもの思いにとっ

て、自己中心的な思いは発達の段階でやむをえな

い側面もある。したがって、わがままではなく、

思いやりをもち、うそをつかずに、約束を守る、

人をだまさないという、人間としての心を磨きな

がら、自己の希望にむかって、努力の大切さを稲

盛和夫はのべている。

かれの言う努力とは、いわれるままの盲目的な

行為ではない。自由の精神のもとに、創造性を

もって、独立自尊の努力をさしている。科学・技
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術を身につけた稲盛和夫は、心の内面に閉じるの

ではなく、人類的な貢献をする創造的なものづく

りに、努力したのである。その結果、画期的な製

品を次々に生み出してきたのである。それは、努

力する対象が創造的ものづくり、社会的貢献とい

うことで、社会に開かれていたのである。

稲盛和夫は、日本において、独創性や個性が学

校教育では十分に生かされていないと考える。現

代日本における学校は、集団の秩序のもとに、そ

れができなければ容赦なく、切り捨てられるとこ

ろがあるとのべている。

現代日本の教育は、記憶力のいい子しか認めな

いことになっていると嘆いている。本来、学校教

育は、人間としてどうあるべきかを教えることが

大切なはずである。

学校教育では正しい職業観を指導する必要性が

あると稲盛和夫は強調している。学業のできる子

どもを優遇する学歴社会が若者の労働観をゆがめ

ているとする。そこから特別に職業観の教育を次

のように力説する。

「小学校のときから世の中にはこれだけ多くの

職業があり、それぞれの分野でたくさんの人が懸

命に働いている、だからこそ人間の暮らしが成り

立っているのだということを教えていく。そこか

ら理髪師になりたい子どもには、どんな学校へ進

んで、どのような資格をとればいいのかといった

実用的な知識を授けていく。そういう職業教育を

施すべきです」。
(9)

職業観の教育を学校として、積極的に展開して

いくことを強調しているのである。それは、実利

的なすぐに役にたつ職業訓練的なものではなく、

人間として生きていくうえでの基本としての職業

を教えていくことを指しているのである。このう

えにたって、具体的な職業指導をしていくことを

語っている。

雑草でも生きる努力を必死にしている、自然界

の姿は、どんな不利な条件でも精一杯努力してい

るということが稲盛和夫の自然認識である。稲盛

和夫は、人生の真理は、賢明に働くことで体得で

きるという思想である。

かれは、現代の豊かさが自制心に欠けた子供を

産み出したという認識をもっている。子どもたち

は一人一人個性と能力が異なっている。また、異

なる好き嫌いがある。違いの尊重を強調してい

る。受験競争のなかで画一教育が進んでいる中

で、一般と違う意見、普通とは違う見方の尊重、

常識はずれの発想を大切にしてほしいということ

である。

稲盛和夫は、自利の心を人間的に発達させて、

愛に満ちた利他の心を転換させていくことを特別

に重視している。個性についても稲盛和夫は次の

ようにのべる。「その人がもっている長所をのば

してあげる」ということで重視している立場を

とっている。12歳から13歳までは、人間らしく生

きるために必要な基本的こころ構えを学校教育で

教えてほしいと願っている。
(10)

人類には叡智をもたらしつづける知恵の蔵があ

ると稲盛和夫は考える。「智恵の蔵からもたされ

る知や技能を創造力のみなもととして、モノづく

りを進歩させ、文明を発展させてきた。この蔵の

戸を開いて智恵を得るには、情熱と努力」である

としている。
(11)

人間は科学技術に立脚した高度な文明を築い

て、豊かな生活を享受することに成功した。しか

し、その結果、人間の精神や心の大切さを忘れて

きてしまった。そのために、たとえば地球環境の

破壊という新たな問題を生み出してしまってい

る。
(12)

現在の地球環境問題の現実から科学技術に携わ

る者が、人間としての正しい生き方を志すことの

重要性を稲盛和夫は強調するのでる。

(3) 21世紀の社会的正義

稲盛和夫は、現代の人間性のない物資文明から

伝統的な価値観や伝統的なライフ・スタイルを蘇

生させようとする問題意識をもっている。そのこ

とは、20世紀の物質万能主義に疑問をもっている

からである。ものづくりにおける人間性、人間的

な心と結びついた物質文明における新しい見方を

提起している。しかし、物質文明は豊かになった

が、精神文明が貧困になったという二元論的な立

場をとっていないのである。物質と精神を統一的

に発展させていく考えをもっている。
(13)

稲盛和夫にとって、社会的正義、共生、民主主
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義は大きな課題意識になっている。地球社会の市

民形成ということで、共生と循環の思想を重視し

ている。縄文時代の文化、狩猟民族の知恵、自然

と共に生きてきた焼き畑農業など人類史的な関心

のなかで共生と循環を考えているのである。

地球社会での共生は、自然の循環、先進国の資

源の消費問題と、その抑制問題をあげている。そ

して、多元的な価値の尊重が大切としている。日

本が世界のなかで尊敬される国になるには、世界

の人々にとっての素封家（そほうか）になること

をあげている。つまり、公の職、権力をもってい

なくても人間性と教養性で地域のリーダーになっ

ている人の役割を大切にしている。

これを世界のなかで考えれば、軍事力がなくて

も、国連の常任理事国でもなくても世界のリー

ダー的役割を果たしている多くのＮＧＯの活動、

民間の国際友好活動、発展途上国を豊かにしてい

く民間経済活動を意味しているのではないか。

(4) 稲盛経営哲学とモラル問題

稲盛和夫は、日本の中小企業の役割を重視し

て、その経営の発展のための塾をつくっている。

発展途上国に対しても、その国の経済力を十分に

考えながら、自立的経済尊重の国際化の道を探っ

ている。稲盛和夫が経営していた企業は、国際的

な企業になっているが、公正と自由な競争のため

に、大企業は自制せよとのべ、独占禁止法の役割

を重視した発言をしている。

経営者として、全従業員の物心両面の幸福を追

求することであるということを、創業１年目に学

ばされたとしている。高校卒業の若い従業員から

辞表をつきつけられ、将来の給料保証をせよとい

う交渉があったのである。命がけで、本気になっ

て、仕事をしていることをかれらと真剣に話すこ

とで、会社の現状がわかってもらえたのである。

ここから、ひとりひとりの社員が主役になり、幸

福を実現するための経営哲学が生まれていくので

ある。そして、利他の精神から人類、社会発展に

貢献するという精神へと発展していくのである。

経営者にとって、「動機善なりや、私心なかりし

か」という稲盛経営哲学が生まれていくのであ

る。

稲盛和夫は、公平、公正、正義など 「人間と

して何が正しいか」ということを経営における判

断基準にしてきた人である。ひとりひとりが主役

になり、会社の社員みんなが幸福になれるアメー

バー経営論を独創的にあみだした経営者である。

経営理念と情報の共有化が従業員の経営者意識を

高めていく。ここには、全従業員が生き甲斐や達

成感をもって働くという経営理念がある。全従業

員が自主的に参加する全員参加の経営を可能にし

たアメーバー経営の創造を稲盛和夫はしたのであ

る。
(14)

組織を細分化して、ひとつひとつを独立採算単

位にするという見方である。アメーバーのリー

ダーたちは、経営計画、実績管理、労務管理、資

材発注まで小さな単位で収支計算するのである。

簡単な時間あたり採算表をつくる。収入と経費だ

けではなく、付加価値を計算して時間あたりで計

算するのである。アメーバー経営によって、全従

業員が生き甲斐や達成感をもっていくのである。

アメーバー経営では短期の成果で個人の報酬に

極端な差をつけないが、みんなのために一生懸命

働き、長期にわたり実績をあけた人に対して、そ

の実力を正当に評価している。欧米流の成果主義

はとりいれていない。アメーバー経営の組織は機

能的にひとりひとりが使命感をもてるような組織

にしているのである。
(15)

アメーバー経営では標準原価方式はとらずに、

市場価格をベースに原価方式をとっている。つま

り、売価還元原価法による経営の展開である。商

品の資産価値を市場との関係で厳密にみていくの

である。商品の資産価値を現実より大きくしてい

く会計方式はとらないのである。透明な経営のた

めに公明正大な経理が必要である。一対一対応の

原則による経理処理は、かれの会計学の重要な考

えである。
(16)

「資本主義社会は、利益を得るために何をして

もいい社会ではない。参加者全員が社会的正義を

必ず守るという前提に築かれた社会なのであり、

厳しいモラルがあってこそ初めて、正常に機能す

るシステムなのである。つまり、社会正義が尊重

され透明性の高い社会が築かれてこそ、市場経済

は社会の発展に貢献できるようになる。会計にお
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いて万全を期した管理システムが構築されていれ

ば、人をして不正を起こさせない」。
(17)

稲盛和夫は、公平、公正、社会的正義のための

市場経済のルールを築くためには、経済のしくみ

だけでは限界があるという認識である。社会正義

が尊重され、透明性の高い社会の確立、厳しいモ

ラルのうえに正常に機能していくことをのべてい

る。

稲盛和夫の哲学を考えていくうえで、日本の民

衆のもっていた生き方や伝統的な社会的貢献の思

想の流れのなかで位置づけていく必要がある。

稲盛和夫は、2007年９月に「人生の王道」とい

う本をだした。この本において、人間が正しく生

きていこうとする哲学を表した。明治維新という

日本の近代革命で大きな役割を果たした鹿児島の

西郷の教えから、現代的教訓を引き出している。

「心の荒廃こそが、日本人をして、その質が劣化

してしまったように見せるのです。また、現代の

日本社会に混迷と混乱をもたらしている真因なの

です。今こそ日本人一人ひとりが、精神的豊か

さ、つまり美しく上質な心をいかにしてとりもど

すかを考えなければなりません。西郷の生き方、

考え方こそが、日本人が本来持っていた「美し

さ」「上質さ」を想起させるのです」。
(18)

試練の中で自分を磨いた西郷隆盛として、逆境

の中でも、西郷さんの古典を学び、自分を何とか

高めようと、努力をおこたりませんでした。苦難

に耐えて、そして苦労を自分の成長の糧として、

人格を磨く努力をひたむきにつづけたのです。
(19)

創業者の多くは世襲制をとっている。京セラの

稲盛和夫は、トップになる人を常に会社に思いを

馳せることをできる人で、世襲制をとらないと公

言している。「常に会社に思いを馳せることがで

きる人、いわば自己犠牲を厭わないでできるよう

な人でなければ、トップになってはならないこと

を西郷の教えによりわたしは確信するようになり

ました。また、このことに気づいてから、世襲制

をとらないことを、自分自身にも誓い、さらに周

囲にも公言するようになりました」。
(20)

人材登用の鍵は人間の成長を信ずることで、中

小企業が発展して大きくなったとき、経営学修士

のMBAを取得した高度な経営技術を身につけた人

だけを重宝して採用するうえでの問題点を指摘し

ている。「中小零細企業であったときに来てくれ

た人ですから、学問もないし、とつとつとした語

り口で風采も上がらないかもしれません。しか

し、小さい会社のときから、二十年三十年にわ

たって、不平不満ももらさず、堂々と努力を重ね

てきた人ならば、きっと素晴らしい人間に成長し

ているはずです。そんな人間的に成長した人を大

切にしていかねばならないのです。私は組織をつ

くるのは、城を築くようなものだと考えていま

す。……巨石として優秀で功を立ててくれるよう

な人材を外部も含めて登用する一方、古くから会

社のために献身的に努力してくれた人材には巨石

と巨石のあいだを埋める貴重な石として働いても

らうべきなのです」。
(21)

稲盛和夫は、人のうえにたつリーダーは、自分

の利益や自分の欲望を捨てて、人を愛する人びと

の幸福を求める利他の精神をもって正しく生きる

道を歩んできた人ということで、自らの人生の信

念を貫くことの大切さをのべている。人間はもと

もと世のため、人のために何かをしたいという心

をもっている。そして、欲望、怒り、愚痴の三つ

の毒を意志の力で抑えることの必要性を強調して

いる。
(22)

現代日本は、明治維新と同じように時代が大き

く変わるという時代認識である。現代ほど日本の

文化や歴史、社会をじっくり知る必要性があるこ

とを稲盛和夫はのべている。世界の第２の経済大

国になった日本がいかにして他の民族と協調して

世界平和の一端をになっていけるかを真剣に考え

る時期ということである。

稲盛和夫は、今の世界にとって、貧困や環境問

題を考えることの大切さを強調している。世界の

人から尊敬される日本の国づくりを考えている。

それは、他の民族と共生していく、国民みんなが

他の民族と共生し、正しく生きていくための優れ

た人間性をもつ国づくりの提言である。稲盛和夫

は、富国有徳の国づくりをめざし、日本人が国際

人になっていくうえで、他の民族と共生し、平和

を担っていく人間性をもつことの必要性を強調し

ているのである。恵まれない人びとを親切にし、

心をもって社会に奉仕していく人、地域の人々に
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尊敬される人間像を国家レベルにも高めて、発展

途上国の人々とつきあっていくことが必要な時代

になっている。

このためには、人格を高めようと努力すること

がもっとも大切なことである。現代は、環境問

題、格差問題、拝金主義、自己の欲望の肥大化な

ど、人間的退廃がたくさんある。

学問と心が鍛えられる人間的な体験をすること

によって、人間的に尊敬され、道徳的に豊かな人

格をめざすことが求められている時代である。こ

のなかで、経済人としての稲盛和夫の経営哲学の

実践と思想は重要である。

資本主義は、道徳をもってこそ、はじめて社会

的正義が実現されるのである。つまり、資本主義

の自由な経済のみでは、人間の金銭欲、蓄積欲望

を増大させていくのである。資本主義の経済法則

だけでは、人間社会の公平、公正という社会的正

義を生み出すことはないのである。そこには、意

識的な公平、公正、正義という道徳の形成、心を

高めることが社会から要求されるのである。それ

をしていなければ、社会正義を遠ざけて、退廃の

必然性をもっていくのである。この意味で、稲盛

和夫の経営哲学、生き方論、人間観は、資本主義

経済と道徳を現代的な課題として、考えていくう

えで、大いに参考になる問題提起である。

まとめ

自立と共生の教育社会学というテーマから全体

の構想は図式(1)のようになる。

横軸に競争・利己・孤立化と共生・連帯・コ

ミュニティの軸がある。縦軸に自立・個性化・所

有と保護・従属化・非所有の軸がある。そして、

斜めの右方あがりの軸に官僚化・指示命令と自由

性・志の軸がある。ななめの左方あがりの軸に共

同体・前近代と利己資本主義・欲望の肥大化とい

う軸がある。それぞれの４つの線は、対立する項

目で引っ張りあっているが、理想とする未来社会

は、横軸と縦軸のプラスの座標軸で右肩上がりの

斜めの線のプラス局面である。第一章の自立とコ

ミュニティは、前近代・共同体から利己資本主

義、欲望の肥大化、競争社会や孤立化の問題から

共生・連帯と自立・個性化を新しい協働性をコ

ミュニティ論のなかから求めようとしたものであ

る。

第二章は、競争による孤立化の現実の矛盾状況

から、それを克服していく共生による連帯の可能

性を展開したのである。この問題を探るために

デュルケムの社会的分業によるアノミー論や愛他

精神という人間の本質論から市民的連帯としての

道徳論を分析したのである。

また、現代日本の自殺問題を利己的資本主義の

発展の結果としての社会病理現象としてとらえ

た。

さらに、第三章は、官僚制の問題を日本の特殊

性も加味しながら問題を明らかにしたのである。

官僚制の問題は、前近代性からの克服過程という

ことから近代化という軸で一定程度に評価される

ものであるが、指示命令、機械的対応、前例主

義、非独創性など、変革していく社会、イノベー

ションという側面から、現代社会における大きな

社会問題のシステムであることを明らかにした。

この官僚制が学校教育において典型にあらわれて

いることが現代社会の病理現象であることを明ら

かにした。

第四章では、資本主義と道徳ということから、

そのモラル退廃からいかにして克服していく論理

があるかということから経済人の稲盛和の人間観

から問題の探求をしたものである。

第四章の資本主義と道徳教育の課題－稲盛和夫

の人間観から－は、鹿児島大学教育学部の最終講

義を原稿にしたものである。退職にあたって、自

立と共生の教育社会学を準備したが、全体の構想

からみるならば、資本主義と道徳教育の課題、共

生的な地域づくりということが極めて弱い展開で

ある。

資本主義と道徳教育の問題は、現実の社会的退

廃状況を分析したうえで、また、学校の偏差値競

争主義教育や管理主義教育が精神的な荒廃状況に

加担しているのではないかという問題意識にたっ

て分析する予定であった。この課題は、今後に探

求していく予定である。人間力経営という視点か

ら地域自立発展の分析も大きな課題である。自立

は、人間らしく生きていくための能力である。国

家からの自立、民族の自立、欲望からの自立、人
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間的コミュニケーションのための自立などの課題

がある。

ところで、新しい協同組合の動きとして、福

祉、教育、環境などを積極的にとりくみ、市民的

な公共的センクターの役割を担うワークーズコー

プの動きを分析する予定でもあった。この動き

は、市民的な地域自立ということからも注目する

動きである。

また、中小企業家の地域づくりの役割として、

社員とともに育つ経営者の教育運動としての中小

企業同友会の運動も注目すべき地域の自立的発展

の担い手である。地域農業の発展において、企業

的な農業経営の発展がみられるが、この農業経営

者も異業種交流として、中小企業家同友会の運動

に積極的に参加するのがみられる。地域経済の発

展ということから、中小企業や企業的農業経営の

異業種交流は大きな意味をもっているのである。

中小企業家同友会に参加する経営者は、労働体

験の青年教育として積極的なとりくみをみせてい

るのも特徴である。そこでは、学校教育と結んだ

インターシップの活動を展開したり、授業のなか

で、経営者として、仕事の大切な、人生論、農業

経営のおもしろさを青年たちに話をしているので

ある。

青年に夢をもたせるような地域の持続可能な発

展のための教育についても展開していく計画で

あった。まだ残されている課題は多いが、時間的

制約から、鹿児島大学教育学部の教員としての執

筆活動は、この号をもって終わることになる。こ

のたび、退職勧奨制度で中途退職になった。この

論文は、退職記念の意味をもつ。その意味で、い

ままで講義してきた内容で論文にあらわさなかっ

た教育社会学にとっての学説的内容に力を入れ

た。この学説的なところは、教育実践をしていく

うえでの基本的原理になるところである。その学

説を自立と共生の教育社会学という視点から整理

したのである。当初に考えていた鹿児島大学教育

学部の教育と研究は、道半ばにして、多くの志を

残しながら去らねばならない状況になった。
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